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第1章

序論

1.1 緒言

戦後の高度経済成長期以来，わが国の経済活動の根幹を支えるインフラ資産の整備が進展し，今日にお

いてそれらのストックが膨大な量に及んでいる．インフラは国民の資産（アセット）であり，膨大な量に及

んだそれらインフラ資産を，効率的に維持・管理することにより，将来世代へ継承することが，我々に課さ

れた大きな課題である．一方，それらのインフラ資産の更新需要の集中，少子高齢化社会の進展といった

社会背景の中，より一層，厳しい財政制約下での資産管理のためのプロセスが重要となる．限られた資源

を適切に配分し，効率的な事業執行を支援するアセットマネジメントシステムへのニーズが高まっている．

アセットマネジメントの定義は必ずしも定まっているものではない．例えば，「道路構造物の今後の管理・

更新のあり方に関する検討委員会」による提言によれば，アセットマネジメントとは，「道路を資産として

とらえ，構造物全体の状態を定量的に把握・評価し，中長期的な予測を行うとともに，予算的制約の中で，

いつどのような対策をどこに行うのが最適であるかを決定できる総合的なマネジメント」と定義されてい

る [1]．インフラ資産の維持管理について，これまでの状況を顧みても，新規建設に比べて維持管理が注目

されることは少なく，問題が発生した箇所に対する対処療法的な補修が一般的であった．このような対処

療法的な維持管理業務の遂行では，将来に発生する補修・更新需要の予測や，最適な補修のタイミングの

決定といった，維持補修業務に重要な意思決定を判断できる情報を獲得することができなかった．結果的

に，施設の延命化，ライフサイクル費用の最小化を達成するための戦略が実施されているかを判断できる

モニタリング機能が備わっておらず，今日において，構造物全体の状態の悪化や，更新需要の集中による

財政的な破綻といった大きな問題が懸念されるようになった．アセットマネジメントは，各方面で様々な

研究事例や，実務での適用事例が蓄積されつつあるが，必ずしもその必要性が十分に理解されているとは

言い難い．アセットマネジメントの普及が進展しない背景として，いくつかの要因が考えられる．まず，イ

ンフラ資産の延命化を実現するためには，損傷が進展する以前に，予防的に補修を施すことによって達成

され，結果的にライフサイクル費用を最小化する政策として決定されるケースが存在する．しかし，数多

くの施設を同時に管理する維持管理の実務において，損傷が著しい施設に対する事後的な補修と並行して，

1
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予防的補修を正当化するための十分な情報が不足しており，予防的補修の必要性を明確にできないという

問題が生じている．さらには，インフラ資産は，その補修を一時的に先送りしたとしても，直ちに道路利用

者に対して損害を与えるような大規模な事故につながりにくいという性質を有していることから，計画的

な補修やそのための予算の調達がされにくいという問題も有している．そのような施設は，短期的に補修

を先送りされた場合は，次のマネジメントサイクルにおいて優先的に補修が実施される必要がある．以上

のようなインフラ資産の維持管理における特有な性質を考慮して，アセットマネジメントシステムは，中

長期的に維持補修のための予算を確実に調達するとともに，不確実な劣化と維持・補修予算の調達の結果

から，必要な補修が経年的に着実に実施されているかをモニタリングする機能が必要とされる．本研究に

おいて，インフラ資産のアセットマネジメントシステムを，「資産の長期的な有効利用と保全のための長期

的な予算の調達と補修戦略の決定及びマネジメントの経年的なモニタリング機能を有する階層的なシステ

ム」と位置づけて議論をすすめる．

アセットマネジメントの実現のためには，分析に必要な基礎的データ，情報の蓄積が必要不可欠である．

管理対象施設の諸元，過去の補修に関する履歴情報，さらには施設の性能を評価するために実施された点

検結果の情報等を体系的に整理されたデータベースが必要となる．これらのデータは，経年的に実施され

る点検業務によって取得されるものが多い．この点検業務は，１）施設の性能を評価すること，２）取得

したデータをもとにマネジメントの意思決定の際の判断基準となる指標を導出すること，という目的のも

とに実施される．しかし，これまで，アセットマネジメントが要求する点検データの品質，点検スキーム

についてはあまり議論されていない．例えば，管理対象の全施設に対して詳細な点検データを取得すれば，

施設の劣化に対するリスクは軽減されマネジメントシステムの精度も向上する．しかし，そのためには点

検に要する費用も大きくなる．多くの施設を限られた予算の範囲内で最適に維持・管理するためには，点

検業務を合理化し，アセットマネジメントの要求する仕様を満足する点検データを取得することを考えな

ければならない．

本研究では，点検業務によって取得される実測データに基づいた，施設の劣化予測を推定するモデルを

提案する．アセットマネジメントでは，ライフサイクル費用評価のもとに，将来の補修需要や必要な予算に

関する計画を立案する．それらの予測結果の精度は，施設の劣化予測モデルに大きく依存している．劣化

予測手法に関する研究は数多く蓄積されてきたが，マネジメントサイクルの中で機能すべきツールとして

実用化に至った例は少ない．アセットマネジメントシステムにおいて劣化予測モデルが実用化されるため

には，実務レベルにおける点検業務で獲得できる情報から劣化予測モデルを推定できる手法論の開発が望

ましい．さらには，土木施設の劣化過程には多くの不確実性が存在しており，あらかじめ将来の劣化を確定

的に予測することは不可能である．また施設の劣化に影響する要因は様々であり，施設の供用される環境

に大きく依存する．このことから，施設の劣化過程を確率過程を用いて表現し，蓄積された点検データか

ら将来の劣化過程を推定するモデルを提案する．この場合，点検データが逐次蓄積されるような学習機能
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を有するデータベースを構築することで，マネジメントシステムが自律的に劣化予測モデルを補正し，そ

れによりマネジメントシステム全体の精度を点検による実測データから補正可能なシステムが構築される．

本研究では，さらに，確率的劣化予測手法を用いて導出した劣化予測モデルを用いた，最適補修戦略を

決定するモデルを提案する．土木構造物等のインフラ資産を維持・管理する場合，通常，管理者は大規模

なシステムを同時に取り扱っているケースが多い．例えば，橋梁単体を見ても，数多くの部材の集合から

構成されており，さらに複数をネットワークとして構成するシステム群としての補修戦略を決定する問題

を考えなければならない．さらに，ネットワークを構成する舗装や橋梁，上下水道等といった多種の施設

を同時に維持・管理する問題に直面する．これまで，単一インフラ施設の最適補修戦略を決定するモデル

は提案されてきた．本研究では，多くの施設を同時に維持・管理する問題に着目し，最適補修戦略を決定

する手法論を提案する．

1.2 アセットマネジメントの全体構造

アセットマネジメントシステムの全体構造を，マネジメントサイクルの時間的視野に着目し，戦略レベ

ル（長期計画），戦術レベル（中期計画），維持補修レベル（単年度計画）の３つのレベルで構成される階

層的マネジメントシステムとして考える．いずれのレベルにおいても，プロジェクトレベルにおける検討

や維持補修の結果は，システムレベルの情報として集計化される．アセットマネジメントシステムの階層

図（概念図）を図１－１に示す．

戦略レベルは，長期的な予算目標やサービス水準を設定するための検討が行われるフェーズである．こ

こでは施設の最適補修戦略を決定するためのライフサイクル費用評価を行う．施設を半永久的に供用し続

けると仮定したときの，更新費用を含めたライフサイクル費用を最適化するときの戦略を求める．ライフ

サイクル費用評価法としては，平均費用最小化モデル又は割引現在価値最小化モデル等が提案されている．

最適補修戦略は，施設群全体に対して一様に決定されるものではない．現状の健全度やその施設の供用条

件等のそれぞれの特性に応じてグルーピングされる．その分類されたグループ毎に，例えば予防的対策か，

あるいは事後的対策かといった最適な戦略が適用される．戦略レベルにおける施設の劣化過程は，マルコ

フ推移確率行列にて表現されるのが一般的である．マルコフ推移確率行列についての詳細は3章以降に述

べるが，この推移確率の算出には過去の点検データが必要である．このように長期的な予算目標や健全度

目標等が戦略レベルでのアウトプットとして導出され，次のフェーズでのアクションに用いられる．また，

この他にも，点検間隔の見直し，点検仕様の変更といった点検業務の合理化，新しい補修工法の導入等の

検討がここで行われる．

戦術レベルは，戦略レベルにて導出されたアウトプットを用いて中期的に補修を実施すべき対象箇所が

選定されるフェーズである．ここではまず施設の定期点検が実施され，供用性能指標が更新される．新た

に取得した健全度から，損傷が激しくより詳細に調査を継続的に実施すべき施設や，早期に補修を実施す
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図１－１　階層的マネジメントシステム（概念図）

べきと判断される施設が新しいカテゴリーに分類される．定期点検の結果による危険度判定や健全度目標，

予算目標等の条件から，中期的に補修を実施すべき施設とその優先順位が検討される．補修の優先順位は，

損傷危険度の指標だけでなく，施設の重要性や管理瑕疵に対するリスク等の様々な指標により総合的に判

断されるものである．

最後の維持補修レベルでは，単年度の予算制約のもと，戦術レベルによって決定された優先順位に従っ

て補修を実施するフェーズとなる．但し，補修実施の判断の際には，道路のネットワークとしての機能や

構造物のコンポーネントとしての性質を踏まえた補修のタイミングの同期化を考慮して優先順位の見直し

を行う．当該年度に実施された実績は，管理会計システムにて実施状況を記録する．補修を実施した箇所

は，中期の補修リストから削除され，次年度の計画に反映される．

このように，インフラ資産のアセットマネジメントでは，異なる意思決定レベルにおいて，必要とする

情報や要求されるアウトプット等が異なる．その中で，補修の有無の判断，将来時点における補修のタイ

ミングを決定するために，施設の劣化予測モデルが必要となる．劣化予測の手法としては，１）過去の点

検データ等に基づいた統計的な劣化予測モデル，２）力学的メカニズムに基づいた劣化予測モデルに大き

く分類することができる．いずれのアプローチによる劣化予測モデルも，アセットマネジメントシステム

における意思決定に重要な情報であるが，一般的には，戦術レベルにおいて具体的な損傷箇所に対する対

応策の検討や余寿命の予測といったミクロレベルにおいては力学的メカニズムによる劣化予測モデルが用

いられる．一方，戦略レベルにおいて，施設全体のマネジメント戦略の決定や予算管理を行う場面におい

ては，統計的な劣化予測モデルが有効となる．このように，劣化予測モデルは，利用されるマネジメント

レベルの違いによって異なる役割を果たす．本研究では，後者の立場に視点を置き，点検による実測デー
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タから統計的に劣化予測モデルを推定するモデルを開発し，その劣化予測モデルを用いた，戦略レベルに

おける最適補修戦略を導出モデルを提案する．

1.3 劣化予測モデルの重要性

アセットマネジメントにおいて，劣化予測モデルは，利用場面によって異なる性質を持っている．土木

構造物は，それらの多くが供用開始から自然界において長期間にわたり，気象条件の変化による自然作用

や利用者による荷重の影響といった，極めて過酷な環境に置かれている．さらに，それらの構造物は，設

計条件や供用環境，管理履歴等がすべて異なる条件下のもとに成り立っており，それらの異なる条件下に

ある施設の各々に対して，適切な対応策を施す判断をしなければならない．土木構造物は，供用期間が長

くなるとともに劣化が進行し，その機能を維持し利用者の安全を確保するためには，的確な補修が必要と

なる．戦術レベルでは，劣化が進行した構造物に対して，その劣化の要因や状態を正確に把握し，今後の

劣化の進展速度や危険性を評価するとともに，適切な補修により機能を回復させることが求められる．こ

のためには，力学的メカニズムに基づいた劣化予測モデルが重要となる．この力学的な劣化予測モデルは，

構造物の特定の材質や劣化要因に応じた様々な研究が今日までに蓄積されてきた [2]Ä [8]．

一方，インフラの管理者が，管理する資産全体の予算計画や戦略レベルにおける補修戦略を導出する際

には，統計的な劣化予測モデルが用いられる．土木構造物はその構成要素が無数に存在し，それらが複雑

な構造を呈している．戦略レベルにおいては，それらを同時に管理する問題に直面する．構造物の劣化は，

前述したように様々な要因によってもたらされることから，多くの不確実性を含んでおり，管理者は個々の

施設の状態を詳細に把握し，それらを考慮しながら施設全体の補修戦略の最適化を図ることは容易ではな

い．土木構造物の劣化過程を確定的な一本の曲線で表現することは不可能であり，その不確実性から予測

結果よりも劣化が早く発生する施設が現実的には存在する．つまり，インフラの管理者は，土木施設の劣

化に関しての「リスク」を許容しなければならず，様々な条件下において，この劣化リスクを最小にするよ

うな戦略レベルにおける意思決定を行う必要がある．この劣化リスクへの対応を図るためには，リスクを

適切に定義し定量的な評価が求められる．このリスクは，土木構造物の将来の劣化に関しての不確実性に

起因するものであるから，その大きさを確率で表現することができよう．土木施設の劣化過程がある確率

分布に従って発生するものと仮定し，その確率的現象が起こる真の確率分布から点検によって観測された

実測データをもとに，真の分布に近似した統計的劣化予測モデルを推定する問題を考える．さらに，イン

フラの管理者は，インフラ資産のマネジメントに関して，市民に対するアカウンタビリティを達成するこ

とが求められている [9]．管理対象の施設群についての予算計画や戦略レベルにおける補修戦略に関する重

要な意思決定を行わなければならない管理者は，自らの意思決定について納得するための重要な情報を必

要とする．アセットマネジメントシステムにおいて，戦略レベルにおける意思決定，つまり資源を投資す

るタイミングに関する重要な戦略を決定するための政策変数として，劣化予測モデルが大きく影響を与え



6 第1章. 序論

る．管理者による経験的知見と専門家による総合的な判断によって導き出された点検による実測データが，

アセットマネジメントシステムにおいて意思決定を行う際の重要な判断材料となることは言うまでもない．

土木構造物の点検によって取得される実測データは，点検時点における土木構造物の損傷度を早期に発

見し，致命的な損傷や重大な事故等につながる恐れのある構造物を早急に対処することを目的として実施

される．一方，点検業務は，アセットマネジメントのサイクルにおいて重要なサブシステムを構成する要素

であり，点検によって取得された実測データは中長期的な意思決定を行う際の有用な情報を与える．土木

構造物は複雑な環境下において供用されており，その劣化過程に与える要因を特定することは難しい．し

かし，そのような複雑な環境下において供用された土木構造物を点検によって観測して得られる実測デー

タには，それらの不確実性に起因する様々な条件を含んでおり，土木構造物の現実的な劣化過程を単純化

して記述された情報に他ならない．点検業務は，戦術レベルにおける意思決定を行うための情報を獲得す

るためにも重要な行為であり，インフラの管理者にとって点検による実測データは，様々な意思決定を行

うための利用可能なデータである．これらの実測データをもとに，土木構造物の劣化過程を尤もらしく表

現し，最適補修戦略を導出するために十分な予測精度を確保した統計モデルを，戦略レベルにおける土木

構造物の劣化予測モデルとして用いるプロセス論についても，アセットマネジメントシステムの構築に重

要な条件となる．このようなことから，本研究では，アセットマネジメントシステムにおける戦略レベル

の意思決定を支えるための，統計的劣化予測モデルを，点検による実測データにより推定する手法論を提

案する．

統計的手法による劣化予測モデルに関するいくつかの研究がある．統計的手法による劣化予測モデルは，

劣化に対する不確実性を考慮するか否かによって，１）確定論的手法，２）確率論的手法に大きく分類さ

れる．前者の確定論的手法は，劣化に対する不確実性を考慮しない手法であり，Yanev,B.[10]，貝戸ら [11]

の研究がある．Yanev,B.は，ニューヨーク市が管理する橋梁の目視検査データから，平均的な劣化曲線を

算出する手法論を提案している．ここでは，橋梁の過去の補修・補強・取替えの影響を受けた点検データ

のサンプルバイアスにより，劣化予測が実際の劣化速度よりも緩やかになるという問題点を指摘している．

一方，貝戸らは，同じくニューヨーク市における橋梁の目視点検データを用いて，施設の劣化速度に着目し

た平均劣化曲線の算出方法を提案している．さらに，この手法を用いることで，過去２回の目視検査デー

タを取得することができれば，前述したサンプルバイアスに関する問題を克服できることを利点として示

している．

劣化予測モデルの統計的手法のもう一方の考え方として，確率論的手法に関する研究成果も蓄積されて

いる．マルコフ連鎖モデルを用いた劣化予測モデルの推定方法としては，小牟禮 [12]ら，内山 [13]らの研究

がある．しかし，これらの既往研究は，２時点間における状態間の推移件数というマクロなカウントデー

タに基づいて，マルコフ推移確率を推定するという手法を用いており，検査間隔が不均一な点検データを

取り扱えないという制約が生じる．一方，杉崎ら [14]は，このような目視点検の検査間隔が均一でないデー
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タを取り扱ったマルコフ連鎖モデルを提案し，マルコフ推移確率の推定のための方法論を提案している．

この手法は，検査間隔が不均一なデータを集計的に取り扱う実用的なモデルであるが，推移確率の推定に

個々の構造特性や使用環境といった固有の情報を反映することができない点に検討の余地が残されている．

本研究では，構造物の劣化過程をハザードモデルで表現する点に特徴がある．ハザードモデルは，信頼性

解析の分野で施設や機械の寿命を予測するモデルとして開発されてきたが，信頼性解析のみならず多くの

分野において適用事例が報告されている [15];[16]．ハザードモデルの推定方法についての研究成果について

も，いくつかの文献に詳しい [17];[18]．アセットマネジメントの分野においては，Shin and Madanat[19]

により，道路舗装のひび割れ開始時刻を予測するためのワイブル型劣化ハザードモデルが提案されている．

構造物の劣化過程には多くの不確実性を含んでおり，将来時点に生起する劣化を確定的に推定すること

は不可能である．将来時点に生起する構造物の劣化や故障をリスクとして捉えることができるが，この場

合，構造物の劣化や故障に対するリスクは，将来の不確実性な事象によるものであり，確率的にその大き

さを表現することは一般的である．ライフサイクル分析を行う場合，この劣化リスクとライフサイクル費

用はトレードオフの関係を示すことができ，管理基準値となる劣化リスクと予算制約と関係するライフサ

イクル費用の関係から最適な補修戦略を管理者が決定する問題は，一意的に最適解が決定されるものでは

ないケースが多く存在する．つまり，戦略レベルにおける最適補修政策は，利用者の満足度や事故，管理

瑕疵についてのリスク，財務構造等といった管理主体の総合的な判断によって決定されるものであるから，

その意思決定に用いられる管理指標としての劣化リスクやライフサイクル費用は，定量的に算出されるべ

きものと考える．ハザードモデルによる劣化予測モデルは，すべての点検データの生起確率を定義しその

モデルを推定することが可能なことから，劣化リスクの計量化の精度向上が期待できるとともに，劣化リ

スクの生起確率を定量的に表現できることから，管理者のリスクマネジメントのための有用な技術として

幅広い活躍が期待できる．しかし，このハザードモデルを用いた構造物の劣化予測に関しては，いくつか

の適用事例が報告されているものの，研究成果の蓄積や実務での適用事例に関しては検討の余地が大きく

残されている．

本研究では，アセットマネジメントの戦略レベルに視点をおき，統計的手法による確率論的な劣化予測

モデルを提案する．その際，構造物の劣化過程をハザードモデルによる定式化する．構造物の劣化予測モ

デルを確率的に表現することにより，様々な管理リスクとライフサイクル費用の関係分析等といった，戦

略レベルにおける補修戦略を検討するための最適補修モデルを提案する．

1.4 確率的劣化予測を用いた最適補修モデル

これまで，道路施設の健全度判定や診断の結果から補修工法を合理的に選択し，最適な維持補修戦略を

立案することを目的としたアセットマネジメントシステムに関する研究が数多く蓄積されている．例えば，

橋梁を対象としたマネジメントでは，米国における代表的なBMS（Bridge Management System）の１つ
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であるPONTISをはじめ，橋梁の長期的なライフサイクル費用の削減を目指したBMSが実用化されてい

る [20]．

さらには，土木施設の最適アセットマネジメント政策を求めるための最適維持補修モデルに関する研究

も蓄積されている．中でも，土木施設の劣化過程をマルコフ過程で表現し，マルコフ決定過程 [21]Ä [24]を

用いて最適維持補修政策を求めるための最適維持補修モデル [25]Ä [28]が数多く提案されている．さらに，

リアルオプション理論を用いて，マルコフ決定過程を拡張した研究事例 [29]や，最適ジャンプ制御過程を

用いた最適維持補修モデル [30]も提案されている．貝戸らは，将来時刻に発生するライフサイクル費用を

年平均費用に置き換えて評価する平均費用法を用いて最適補修政策を求めるマルコフ決定モデル [31]を提

案している．これらの研究は，いずれも確率的劣化予測モデルを用いたライフサイクル費用評価による最

適補修戦略を導出するモデルである．

しかし，これらの研究はいずれも施設単体を対象とした最適補修政策を分析することを目的としており，

多くの土木施設で構成されるシステムの最適補修新政策を対象としたものではない．例えば，橋梁はたく

さんの部材の集合により構成されている複合施設であり，各々の部材単体の補修戦略の他，点検や補修時

において部材間の関係を考慮した橋梁全体の補修戦略を検討する必要がある．さらには，舗装や上下水道，

道路照明等の付帯施設等のネットワーク施設は，グループ化された施設群を　同時に管理するようなマク

ロ的同期化戦略を検討しなければならない．このように，システムレベルまたはネットワークレベルにお

ける最適補修戦略問題は，単一施設の最適補修戦略モデルに関する研究の蓄積が必要であるが，前述した

ように，単一施設を対象とした最適補修戦略モデルは，多くの研究が蓄積されている．本研究では，単一

施設の最適補修戦略モデルを応用した，複数施設を同時に関する場合の点検・補修に関するマクロ的同期

化戦略を導出モデルを検討する．

さらに，既存の研究では，劣化過程の推移現象が過去の履歴に依存しないマルコフ決定過程モデルで表

現されているため，劣化速度が使用時間に依存するような土木施設のアセットマネジメント問題にそのま

ま適用することはできない．劣化速度が使用時間に依存するような施設のアセットマネジメントを考える

際に，まず確率論的劣化予測モデルの推定において，時間依存型の劣化予測モデルを採用し，時間に依存

した劣化確率を定量化する．さらに，時間依存型劣化予測モデルを用いた最適補修戦略モデルを，複数施

設を同時に管理するようなマクロ的同期化政策として定式化する．

1.5 本論文の構成

本論文の構成は，以下に示すとおりである．

2章において，故障の有無という状態変数のみが観測可能な土木施設の劣化過程を予測するための劣化ハ

ザードモデルを開発する．点検データを用いて劣化ハザードモデルを推定する場合，施設寿命に関する情

報が完全に利用できないことから生じる推定バイアスを克服することが課題となる．さらに，点検方法が
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ハ ザ ー ド モ デ ルの 推 定
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多 段 階 ワ イ ブ ル劣 化
ハ ザ ー ド モ デ ル

ト ン ネ ル照 明シ ス テ ム の
最 適 点 検 ・ 更 新 政 策

時 間 依 存 型 劣 化 過 程 を有 す る
シ ス テ ム の集 計 的

最 適 点 検・ 補 修モ デ ル

道 路 付 帯施 設
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ア プ リ ケー シ ョン

第第第第 2章章章章

第第第第 3章章章章

第第第第 4章章章章

第第第第 5章章章章

第第第第 6章章章章

第第第第 7章章章章
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図１－２　本論文の構成

異なれば，獲得可能な施設寿命に関する情報の特性が異なる．このため，点検方法により獲得できるデー

タの統計的性質を考慮した劣化ハザードモデルの推定方法を開発する必要がある．ここでは不完全なモニ

タリング情報に基づいて劣化ハザードモデルの推定方法を提案するとともに，劣化ハザードモデルを道路

付帯施設の劣化予測問題に適用し，その有用性を実証的に検証する．さらに推定の結果から点検スキーム

改善への示唆についても考察する．

3章では，2章にて提案したハザードモデルを多段階へ推移するモデルへ拡張し，橋梁部材の劣化予測の

ためのマルコフ推移確率モデルを推定する方法論を提案する．その際，橋梁部材の劣化状態を複数の健全

度で定量化するとともに，時間の経過により劣化が進展する過程をハザードモデルで表現する．その上で，

一定期間を隔てた時点間における健全度の推移関係を表すマルコフ推移確率を指数ハザード関数を用いて

表現できることを示す．さらに，定期的な目視検査による健全度の判定結果に基づいて，マルコフ推移確

率を推定する方法を提案する．ニューヨーク市の橋梁を対象とした実証分析により提案した方法論の有効

性を検証するとともに，サンプル数と指数ハザードモデルの推定精度の関係について考察する．

4章では，土木施設の劣化状態を複数の離散的な健全度指標で表現するとともに，劣化の進展速度が初期

時刻からの経過年数に依存するような時間依存的劣化予測モデルを提案する．具体的には，健全度間の推

移確率をワイブルハザードモデルで表現する．その上で，複数健全度に跨る継続的な劣化プロセスを，ワ

イブルハザード関数の合成により表現した多段階ワイブル劣化ハザードモデルを提案する．さらに，目視

検査により獲得できるデータを用いて，多段階ワイブルハザード関数を推定する方法論を提案する．さら

に，多段階ワイブルハザードモデルを現実の道路付帯施設の劣化データベースに基づいて推定し，劣化予

測モデルの再現精度を実証的に検討する．
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5章では，トンネル照明ランプの劣化過程が，2章にて求めるワイブル劣化ハザードモデルによって記述

できることに着目し，高速道路上の多数の照明ランプで構成されるトンネル照明システムの点検・更新プ

ロセスを集計的マルコフ過程モデルで表現する．さらに，照明ランプの点検・更新間隔と最大使用時間長

という２つの管理変数が，ライフサイクル費用及び不点リスクに及ぼす影響を分析するための最適点検・

更新モデルを定式化する．結果的に，不点リスクを管理水準として与えた場合に，ライフサイクル費用を

最小にするようなトンネル照明システムの最適点検・更新政策を求める手法論を提案する．さらに，現実

のトンネル照明システムの管理問題を対象として，ここで提案する方法論を実証的に分析する．

6章では，構造的劣化が複数の健全度で評価されるトンネル照明灯具を対象として，多くの施設で構成

されるシステム全体の劣化・補修過程を集計的マルコフ過程モデルで表現する方法論を提案する．その際，

4章にて求める施設の劣化速度が使用時間に応じて変化するような多段階ワイブル劣化ハザードモデルを

用いて個々の施設の劣化過程を表現する．そのうえで，照明灯具の故障リスクを管理水準として与えた場

合に，ライフサイクル費用を最小にするようなシステムの点検・補修間隔と，施設の健全度に応じた補修

アクションを同時に求めるような最適点検・補修モデルを定式化する．さらに，現実のトンネル照明灯具

システムの管理問題を対象として，ここで提案する方法論を実証的に分析する．

7章では，本研究で提案する確率的劣化予測を用いた最適補修モデルを搭載したマネジメントシステム

の事例として，道路付帯施設の保全問題に関して効率的なマネジメントを行うための，道路付帯施設マネ

ジメントシステムアプリケーションを開発し，その有用性を検証する．

最後に，8章において，本研究の知見を整理するとともに，本研究で残された課題をまとめる．
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第2章

劣化予測のためのハザードモデルの推定

2.1 緒言

本章では，故障の有無という状態変数のみが観測可能な土木施設の劣化過程を予測するための劣化ハザー

ドモデルを提案する．

本章では，対象とする土木施設の劣化過程を直接観測することが不可能であり，劣化過程の結果として

生起する故障の有無のみが観測可能な土木施設を対象とする．すなわち，施設の劣化状態が故障の有無と

いう２値状態として表現されるため，伝統的なハザードモデルを用いて故障が生起するまでの施設寿命を

予測することが可能である．この種の劣化予測が適用可能な事例は数多いが，本章の実証分析ではトンネ

ル照明等の道路付帯施設をとりあげる．

土木施設の使用を開始してから故障が発生するまでの期間長を当該施設の寿命と定義する．土木施設の

点検業務を通じて故障の有無に関する情報を獲得することができる．本章では，点検業務を通じて獲得で

きた施設の劣化状態（故障の有無）に関する情報をモニタリング情報と呼ぶ．しかし，点検業務は時間軸

上の限られた時刻においてのみ実施される．施設の故障時刻と点検時刻が一致する保証がない場合，施設

寿命に関する完全な情報を獲得することは不可能である．さらに，予防的な補修行為により，施設寿命に

関する完全なデータが獲得できないという問題も発生する．

本章では土木施設の劣化を予測するハザードモデル（以下，劣化ハザードモデルと呼ぶ）を不完全なモ

ニタリング情報に基づいて推定する方法論について考察する．その際，点検方法に対応した劣化ハザード

モデルの推定方法を開発する．さらに，点検方法の差異がモデルの推定精度に及ぼす影響を分析すること

とする．以下，2.2では本章の基本的な考え方を整理し，2.3では土木施設の劣化ハザードモデルを説明す

る．2.4では，モニタリング情報の不完全性を考慮した劣化ハザードモデルの推定方法を整理する．2.5で

は，劣化ハザードモデルの適用事例について述べる．

15
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2.2 本章の基本的な考え方

2.2.1 従来の研究概要

土木施設の劣化予測に関しては，数多くの研究事例がある．その中でも，貝戸 [1]は，ニューヨーク市に

おける橋梁の目視検査データを用いて，施設の劣化速度に着目した平均劣化曲線の算出方法を検討してい

る．さらに，劣化速度を確率変数と捉えて，過去の検査履歴を反映したマルコフ過程の推定方法を提案し

ている．さらに，構造物の劣化予測に関する物理的特性を反映した劣化予測モデルも，数多く開発されて

いる [2]Ä [7]．しかし，予測モデルの統計学的な推定方法に関しては，初歩的な段階にとどまっており，予測

結果の信頼性に多くの問題が残されている．一方，ハザードモデルを用いた生存時間解析に関しては，信

頼性解析など多くの分野で適用事例があり，研究成果も豊富である．ハザードモデルの推定方法に関して

も研究成果が蓄積されており，その結果は例えばLancaster等で体系化されている [8];[9]．さらに，土木工

学でも，交通行動分析の分野で自動車の保有行動分析 [10]や目的地における滞在行動分析 [11]への適用事

例がある．アセットマネジメントの分野においても，例えばShin and Madanat[12]は，道路舗装のひび割

れ開始時刻を予測するためのワイブル型劣化ハザードモデルを提案している．さらに，点検データでは多

くのひび割れが発生していない区間が存在することにより，ひび割れ開始時刻に関する完全なデータを得

ることが不可能であるという「切断データの問題」を考慮した推定方法を提案している．このように土木

構造物の劣化予測に対するハザードモデルの適用事例に関しては，いくつかの先行研究が存在するものの，

研究成果の蓄積は乏しいのが実情である．ハザードモデルは多様な土木構造物の劣化予測に適用可能であ

り，今後の研究の発展が大いに期待できる．本章では，道路照明等の道路付帯施設を分析対象としてとり

あげ，ハザードモデルを用いた劣化予測を試みる．この種の土木施設は，橋梁等の土木施設とは異なり施

設の劣化状態を「故障の有無」という２値データで表現できる点に特徴がある．したがって，伝統的なハ

ザードモデルを直接適用することが可能である．

ハザードモデルを土木施設の劣化予測に用いるにあたり留意すべき事項がいくつか存在する．第１に，土

木施設の劣化状態に関するモニタリング情報は，点検業務により獲得できる．しかし，現時点では，これ

までに十分なモニタリング情報が蓄積されているわけではなく，モニタリング情報の特性に応じた劣化ハ

ザードモデルの推定方法を開発することが必要となる．さらに，現実のアセットマネジメントでは，施設

が故障する前に施設の予防的補修や取り替えを実施する場合が少なくなく，施設寿命に関する完全なデー

タが相対的に不足している．このような施設寿命データの不完全性を考慮した推定方法が必要となる．第

２に，点検費用の合理化を図るためには，点検方法や劣化過程のモニタリング方法を合理化することが不

可欠である．このような課題を達成するためには，モニタリング情報のタイプと劣化ハザードモデルの推

定精度の関係について分析しておく必要がある．そこで，本章では代替的なモニタリングスキームに対す

る劣化ハザードモデルの推定方法を提案するとともに，異なるモニタリングスキームの下での劣化ハザー
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1
τ aτ 2

τ bτ 3τ cτ

],[ 1 aττ ],[ 2 bττ ],[ 3 cττ

時刻

注）　施設寿命サイクル [ú1; úa]，[ú2; úb]はそれぞれ施設使用期間T1 = úaÄ
ú1，T2 = úbÄú2が施設寿命ê1; ê2と一致するが，寿命サイクル [ú3; úc]は施
設寿命が観測されない不完全サイクルになっている．

図２－１　完全モニタリングスキーム

ドモデルの推定精度を比較する．第３に，モニタリングは本来施設の故障を発見し，補修するために実施

するものである．そのため，施設のモニタリングスキームは施設の補修タイミングに影響を及ぼす．した

がって，アセットマネジメント全体の合理化に資するようなモニタリングスキームを設計することが必要

となる．以上の問題意識の下に，本章ではモニタリングスキーム，モニタリング情報の不完全性，劣化ハ

ザード関数の推定精度，補修タイミングの関係を同時に考慮しながら，望ましいモニタリングスキームに

ついて分析することとする．

2.2.2 劣化ハザードモデル推定上の課題

劣化ハザードモデルを推定するためには，土木施設の故障の有無に関する時系列データの蓄積が必要と

なる．土木施設の特性に応じて，劣化過程のモニタリング方法が多様に異なる．2.4において，モニタリ

ング情報の不完全性について考察するが，ここでは理想的なモニタリング情報が獲得できた場合を想定し，

劣化ハザードモデルの推定上の課題を説明する．

いま，ある土木施設の点検・補修履歴が図２－１に示すように与えられたとしよう．時刻úはカレンダー

上の実時刻を表す．以下，実時刻のことを「時刻」と呼ぶ．同図において，ú1において施設の使用が開始さ

れ，時刻úaに施設の故障が発生し，最初の施設の寿命が終了している．つぎに，時刻ú2に施設が更新され，

時刻úbに故障が発生している．施設が使用（更新）された時刻から故障が発生する時刻までの間隔を施設

寿命と定義する．図２－１の例では，期間 [ú1; úa], および [ú2; úb]がそれぞれ１つの施設寿命サイクルと対

応している．本章では，個々の寿命サイクルを施設寿命に関する統計的サンプルと考える．さらに，各寿

命サイクルのサンプルにおける施設の使用・更新時刻を当該サイクルの初期時点と考え，サンプル時点を

t = 0に基準化する．このように個々のサンプルに固有に定義されるサンプル時点を，以下では「時点」と
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呼ぶこととする．寿命サイクルが終了する時点を終了時点Tで表す．ここで，時刻ú3に更新された施設寿

命サイクル [ú3; úc]を考えよう．時刻úcは現在時刻であり，当該施設は現在時刻で故障していないと考える．

このような寿命サイクルは現在時刻で終了しておらず，不完全サイクルを形成している．以下では，不完

全サイクルを形成しているサンプルを「不完全サンプル」と呼ぶ．一方，更新された時刻から故障が発生

するまでの完全なライフサイクルに関する情報が利用可能なサンプルを「完全サンプル」と呼ぶこととす

る．土木施設は時間軸上で寿命サイクルが繰り返される．それぞれの寿命サイクルをサンプルとして劣化

ハザードモデルを推定することになる．

いま，同種のK個の土木施設の故障の有無に関するモニタリング情報が獲得できる場合を考えよう．土

木施設k (k = 1;ÅÅÅ;K)の使用開始時点 t = 0から時点 t = Tkに至るまでのモニタリング期間を考えよう．

モニタリング期間中，施設の故障の有無に関するデータが常時得られると仮定する．このような理想的な

モニタリング情報（以下，完全モニタリング情報と呼ぶ）は，たとえばセンサー等による連続モニタリン

グを実施することにより獲得することが可能である．ここで，モニタリング期間中に対象とする土木施設

がサービスを提供していた期間長を「使用期間長」と呼び，その期間長を確率変数ykで表現しよう．一方，

初期時点から当該施設が故障する時点までの期間長を当該施設の寿命と呼び，確率変数êkで表そう．いま，

施設が故障することによりモニタリング期間が終了する（yk = Tkが成立する）場合，当該施設の使用期間

長と寿命が一致しyk = êkが成立する．一方，モニタリングの終了時点において，施設が故障していない場

合は，当該施設の寿命はモニタリング期間長Tkより長くなり，êk > Tkが成立する．この場合，使用期間

長はモニタリング期間長Tkと一致する．すなわち，施設の使用期間長ykと寿命êkの間には

(
êk = Tkならば; yk = êk

êk > Tkならば，yk = Tk
(2.2.1)

という関係が成り立つ．施設の故障によりモニタリング期間が終了すれば，施設寿命データを獲得できる．

一方，モニタリング終了時点で，施設が故障していない場合，施設寿命を観測できない．しかし，施設寿

命が少なくともモニタリング期間長Tk（使用期間長yk）よりは少なくないという情報を獲得することがで

きる．このように劣化ハザードモデルの推定においては，使用期間より長い施設寿命が観測できないとい

う観測データの切断の問題 [13];[14]が発生する．現実には，完全モニタリング情報を獲得することは不可

能に近い．例えば，定期点検により故障の有無を調査する場合には，点検時点における施設の故障の有無

に関するモニタリング情報が得られるのみである．さらに，点検業務を１回だけ実施した場合，モニタリ

ング情報はさらに不完全となる．また，施設の故障が発生する前に施設の予防的補修を実施した場合にも，

施設寿命に関するデータは不完全となる．このような不完全なモニタリング情報に基づいた劣化ハザード

モデルの推定方法に関しては，のちに2.4で議論することとする．



2.3. 劣化ハザードモデル 19

2.3 劣化ハザードモデル

2.3.1 劣化ハザードモデルの定式化

同一種類のK個の土木施設k(k = 1;ÅÅÅ;K)に対して，施設の使用が開始される初期時点 t = 0から故

障が発生してモニタリングが終了，もしくは現在時刻までの期間を当該施設のモニタリング期間と定義す

る．施設によりモニタリング期間長Tkは異なる．モニタリング期間中は，当該施設は連続して使用されて

おり，その間，当該施設の故障の有無が常時観測されていると考えよう．2.2.2で言及したように，土木施

設kがサービスを提供した使用期間長をykで表す．使用期間長の定義より，個々の施設のモニタリング期

間長と使用期間長は一致する．また，当該施設の寿命を確率変数êkで表し，確率密度関数fk(êk)，分布関

数をFk(êk)に従って分布すると仮定する．ただし，寿命êkの定義域は [0;1)である．いま，初期時点から

任意の時点 t 2 [0;1]まで，施設kが故障しないで生存する確率（以下，生存確率と呼ぶ） ~Fk(t)は，全事

象確率1から時点 tまでに施設が故障する累積故障確率Fk(t)を差し引いた値

~Fk(t) = 1Ä Fk(t) (2.3.2)

により定義できる．ここで，施設が時点 tまで生存し，かつ期間 [t; t+ Åt]中にはじめて故障する確率は

ïk(t)Åt =
fk(t)Åt
~Fk(t)

(2.3.3)

と表せる．土木施設が時点 tまで生存し，かつ当該時点で故障する確率密度ïk(t)を「劣化ハザード関数」

と呼ぼう．2.3.2で考察するように，劣化ハザード関数ïk(t)の形式を変えることにより，さまざまな種類

の劣化ハザードモデルを定式化することができる．

いま，式 (2.3.2)の両辺を tに関して微分することにより，

d ~Fk(t)

dt
= Äfk(t) (2.3.4)

を得る．この時，式 (2.3.3)は

ïk(t) =
fk(t)
~Fk(t)

= Ä
d ~Fk(t)
dt

~F (t)

=
d

dt

ê
Ä log ~Fk(t)

ë
(2.3.5)

と変形できる．ここで， ~Fk(0) = 1Ä Fk(0) = 1を考慮し，式 (2.3.5)を積分すれば
Z t

0

ïk(u)du =
Ç
Ä log ~Fk(u)

Ét
0
= Ä log ~Fk(t) (2.3.6)

を得る．したがって，劣化ハザード関数ïk(u)を用いれば，時点 tまで施設が生存する確率 ~Fk(t)は

~Fk(t) = exp

î
Ä

Z t

0
ïk(u)du

ï
(2.3.7)

と表される．このように，劣化ハザード関数ïk(u)の形式を決定すれば，施設の生存確率 ~Fk(t)を導出する

ことができる．さらに， ~Fk(t) = 1Ä Fk(t)より，施設の累積故障確率Fk(t)を求めることができる．
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2.3.2 期待寿命の定式化

劣化ハザードモデルを用いれば，アセットマネジメントにおける重要な管理情報である施設の期待寿命

を定式化できる．いま，モニタリング終了時点Tkで施設kが故障せずêk > Tkが成立している場合を考えよ

う．このとき，現時点まで当該施設が生存しているという条件の下で，今後さらにú以上の期間にわたって

当該施設を故障しないで使用できる確率 ~Fk(újTk)は

~Fk(újTk) = Prfêk ï Tk +újêk ï Tkg (2.3.8)

と定義できる．以下，確率 ~Fk(újTk)を使用延長確率と呼ぶ．施設の生存確率 ~Fk(Tk)の定義より，

Prfêk ï Tk +úg

Prfêk ï Tkg
=

~Fk(Tk +ú)
~Fk(Tk)

(2.3.9)

が成立する．式 (2.3.7)より，上式の右辺は

~Fk(Tk +ú)
~Fk(Tk)

=
exp

h
Ä
R Tk+ú
0 ïk(u)du

i

exp
h
Ä
R Tk
0 ïk(u)du

i

= exp

"
Ä

† Z Tk+ú

0
ïk(u)duÄ

Z Tk

0
ïk(u)du

!#

= exp

"
Ä

Z Tk+ú

Tk

ïk(u)du

#

と変形できる．施設の使用延長時間の期待値を求めることにより，当該施設の期待余寿命を定義できる．す

なわち，時刻Tkにおいて評価した施設kの期待余寿命 (Remaining Mean Duration）RMDk(Tk)は

RMDk(Tk) = E(êk Ä Tkjêk ï Tk) (2.3.10)

と定義できる．条件付き確率の定義より，期待余寿命は

RMDk(Tk) =
E(êk Ä Tk)

Prfêk ï Tkg
(2.3.11)

であり，施設の生存確率 ~Fk(Tk)を用いて，

RMDk(Tk) =

R1
Tk

(uÄ Tk)fk(u)du

~Fk(Tk)
(2.3.12)

と書き換えることができる．ここで， ~Fk(u) = 1ÄFk(u)よりd ~Fk(u)=du = Äfk(u)である．被積分関数を

(uÄ Tk)とfk(u) = (Ä ~Fk(u))0の積とみなせば，部分積分により

RMDk(Tk)

=

Ç
(uÄ Tk)(Ä ~Fk(u))

É1
Tk
Ä
R1
Tk

(Ä ~Fk(u))du

~Fk(Tk)

=
(uÄ Tk)(Ä ~Fk(u))ju!1 +

R1
Tk

~Fk(u)du

~Fk(Tk)
(2.3.13)
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を得る．ここで，u!1のとき ~Fk(u)! 0であることに留意すれば次式を得る．

RMDk(Tk) =
1

~Fk(Tk)

Z 1

Tk

~Fk(u)du (2.3.14)

さらに，初期時点 t = 0における施設kの期待寿命は

RMDk(0) =

Z 1

0

~Fk(u)du (2.3.15)

と表せる．

2.3.3 ワイブルハザード関数

施設特性により，施設の劣化過程は多様に異なる．いま，施設間の劣化過程の違いが施設特性により表

現されると考え，施設kの特性をR+ 1個の特性変数xrk(r = 0;ÅÅÅ; R)で定義される特性ベクトルを行ベク

トルxk = (x0k; x
1
k;ÅÅÅ; x

R
k )で表現しよう．ただし，x0k = ykは施設の使用期間長を表す．このことを明示的

に表現するために劣化ハザード関数をï(xk : í)と表記する．ただし，í= (í0;ÅÅÅ; íR)は未知パラメータ

ír (r = 0;ÅÅÅ; R)による行ベクトルである．さらに，施設kの寿命の確率密度関数，生存確率も施設特性と

未知パラメータに依存することを明示的に表すため，以後f(xk : í)， ~F (xk : í)と表記する．劣化ハザー

ド関数ï(xk : í)の関数形を特定化することにより，具体的な劣化ハザードモデルを定式化できる．ハザー

ド関数に関する議論の詳細は参考文献 [8]に譲るが，ここでは読者の便宜を図るため，本章の実証分析で用

いるワイブルハザードモデルについて簡単に説明しておこう．ワイブルハザード関数は

ï(xk : í) = ~xk~í
0
ãyãÄ1k (2.3.16)

と表すことができる．ただし，í= (í0; ~í); ~í= (í1;ÅÅÅ; íR)である．ワイブルハザード関数の場合はí0 = ã

である．また，~xk = (x1k;ÅÅÅ; x
R
k )である．ワイブルハザード関数を用いた場合，施設寿命の確率密度関数

f(xk : í)，および施設の生存確率 ~F (xk : í)は，それぞれ次式で表される．

f(xk : í) = ~xk~í
0
ãyãÄ1k exp(Ä~xk~í

0
yãk ) (2.3.17a)

~F (xk : í) = exp(Ä~xk~í
0
yãk ) (2.3.17b)

2.3.4 劣化ハザード関数の最尤推定法

完全モニタリング情報に基づいて劣化ハザード関数を推定する問題をとりあげる．いま，図２－１に示

すように，すべての施設の使用開始時点を t = 0と基準化し，施設k(= 1;ÅÅÅ;K)の使用期間の実測値をñyk

と表す．記号「ñ・」は実測値であることを表す．モニタリング期間中に施設寿命が終了した場合，使用期間

と寿命が一致しñyk = êkが成立する．一方，モニタリング終了時点で施設寿命が終了していない場合，施設

の使用期間はモニタリング期間長ñTkと一致し，施設寿命êkは観測されない．そこで，施設kの寿命がモニ
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タリング期間を越えるかどうかを表すダミー変数dpkを

dpk =

(
1 ñyk = êk î ñTkの時

0 êk > ñTk = ñykの時
(2.3.18)

と定義しよう．ダミー変数の上付き添え字pは完全モニタリング情報であることを意味する．モニタリン

グでは，施設寿命êkではなく，使用期間ñykのみが観測される．このため，使用期間データを用いて劣化ハ

ザード関数を推定する場合，観測されない寿命データに起因して生じる切断バイアスを考慮することが必

要となる．いま，施設kに関して使用期間の実測値ñyk，データの切断の有無の実測値ñdpk，施設特性の実測

値ñxkが観測されたとしよう．この時，施設kに関してモニタリング期間長により寿命êkの分布の右側が切

断する条件を考慮した条件付き確率は次式で表される．

`p( ñdpk; ñxk : í)

= f(ñxk : í)
ñdp
k Å~F (ñxk : í)1Ä

ñdp
k (2.3.19)

ただし，右辺第１項は，故障によりモニタリング期間が終了し，施設寿命がñykとなる確率を意味しており，第

２項は，施設寿命がモニタリング期間長ñTk（すなわち，使用期間長ñyk）より長くなる確率を表している．ここ

で，劣化ハザード関数ï(ñxk : í)を用いると，上記の条件付き確率は `p( ñdpk; ñxk : í) = ï(ñxk : í)
ñdp
k Å~F (ñxk : í)

と変形できる．土木施設K個それぞれの劣化現象の生起は，互いに独立に分布すると仮定すると，対数尤

度関数は

ln[L(í)] = ln
KY

k=1

`p( ñdpk; ñxk : í)

=
KX

k=1

ñdpk ln[ï(ñxk : í)]

+
KX

k=1

ln[ ~F (ñxk : í)] (2.3.20)

と表すことができる．対数尤度関数 (2.3.20)を最大にするようなパラメータ値íの最尤推定量は

@ ln[L(í̂)]

@ír
= 0; (r = 0;ÅÅÅ; R) (2.3.21)

を同時に満足するようなパラメータí̂= (í̂0;ÅÅÅ; í̂R)として与えられる．最適化条件はR+ 1次の連立非線

形方程式であり，たとえば，Newton法を基本とする逐次反復法 [15]を用いて解くことができる．さらに，

パラメータの漸近的な共分散行列の推定量Ü̂ (í̂)は，

Ü̂ (í̂) =

"
@2 lnfL(í̂)g

@í@í0

#Ä1
(2.3.22)

と表すことができる．ただし，上式 (2.3.22)の右辺は@2 lnfL(í̂)g=@ím@ínを (m;n)要素とする (R+1)Ç(R+

1)次のFisher情報行列の逆行列である．
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時刻

使用開始 故障発生

Wτ定期点検時刻；
Tτ

定期点検時刻；

AW

BW

AT

BT

A

B

図２－２　定期モニタリング情報

2.4 不完全モニタリング情報

2.4.1 モニタリング情報の不完全性

完全モニタリング情報は，各施設の使用が開始された実時刻úk0と故障が発生した実時刻ú
k
1が正確に観測

されることを想定している．土木施設の故障の有無を連続的にセンサーで常時監視する場合，完全モニタ

リング情報が獲得できよう．しかし，多くの土木施設の劣化状態を常時観測することは不可能である．現実

には，時間軸上の限られた時刻において実施される点検業務を通じて土木施設の劣化状態をモニタリング

できることが少なくない．このようなモニタリングスキームとして，ある一定の時間間隔を経て定期的に

施設を点検するモニタリングスキームを考えよう．このような定期モニタリングスキームで獲得できる情

報を定期モニタリング情報と呼ぶこととする．図２－２に示すように，カレンダー時刻úWとúTにすべての

施設の劣化状態をモニタリングするようなスキームを考える．さらに，施設が使用開始された時点を t = 0

に基準化し，サンプル時点上における２つの連続するモニタリング時点をそれぞれWk; Tk (Wk < Tk)と表

そう．この場合，２つのケースが生じうる．図中の施設Aの場合，モニタリング時点 t = WAでは故障が

発生していないが，時点 t = TAでは故障が発生している．この場合，故障が発生した正確な時刻は観測で

きないが，少なくとも期間 (WA; TA]の中のどこかの時点で故障が発生したという完全サンプルを獲得でき

る．一方，施設Bの場合，いずれのモニタリング時点WB ; TBにおいても，故障が発生していない．この場

合，施設寿命はモニタリング期間長TBよりも長いという情報のみが獲得できる不完全サンプルとなる．こ

のような定期モニタリング情報に基づく劣化ハザード関数の推定方法に関しては2.4.2で言及する．さら

に，土木施設の中には，ある１つの特定時点において実施された点検結果のみが得られる場合が少なくな

い．このようなモニタリングスキームの下で得られる情報を一斉モニタリング情報と呼ぶこととする．こ
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時刻

使用開始 故障発生

Tτ
一斉点検時刻；

C

D

図２－３　一斉モニタリング情報

の場合，図２－３に示すように，カレンダー時刻úTにおいて実施される一斉モニタリングにおいて，施設

が故障している場合（施設Ｃ），あるいは故障していない場合（施設Ｄ）のいずれかのみが観測できる．こ

のような一斉モニタリング情報に基づいた劣化ハザード関数の推定方法に関しては2.4.3で考察する．当然

のことながら，定期モニタリング情報の方が，一斉モニタリング情報よりも情報量が多い．なお，土木施

設の定期モニタリング情報を取り扱う場合，施設が故障する前に予防補修により施設を取り替える場合が

起こりえる．この場合，施設の補修時刻が，その施設寿命の終了時刻と一致する保証はない．劣化ハザー

ド関数を推定する場合，補修行為により施設寿命が途中で打ち切られることを考慮する必要がある．さら

に，施設がモニタリング時点以外に更新された時，それが故障による更新なのか，予防補修による更新な

のかという情報を記録していない場合もありえよう．このような補修行為によるモニタリング情報の不完

全性の問題は2.4.4で考察する．

2.4.2 定期モニタリング情報

時間軸上で定期的に故障の有無がモニタリングされる場合を考える．いま，時点 t = 0において施設kの

使用が開始され，時点 t =Wkと t = Tk (Tk > Wk)という２つの時点で故障の有無がモニタリングされるス

キームを考えよう．いま，時点 t =Wkで実施されたモニタリングにおいて故障が発見されず，時点 t = Tk

において実施されたモニタリングで故障が発見された場合に着目しよう．この場合，当該施設が故障した

時点を正確に把握することはできないが，少なくとも故障が発生した時点が期間 (Wk; Tk]内に含まれるこ

とは把握できる．当該の施設寿命が少なくともWkより大きく，かつ期間 (Wk; Tk]において故障する確率

ù(Wk; Tk; ~xk : í)は

ù(Wk; Tk; ~xk : í) = PrfTk ï êk ïWkg

= ~F (Wk; ~xk : í)Ä ~F (Tk; ~xk : í) (2.4.23)
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と表すことができる．つぎに，２つのモニタリング時点のいずれにおいても故障が発生していない確率は

1Äù(Wk; Tk; ~xk : í) = ~F (Tk; ~xk : í) (2.4.24)

となる．ここで，施設kが期間 (Wk; Tk]内に故障したかどうかを表すダミー変数d
f
kを

dfk =

(
1 Wk î êk î Tkの時

0 êk > Tkの時
(2.4.25)

と定義する．ダミー変数の上付き添え字fは定期モニタリングスキームを意味する．時点 ñWk; ñTkに定期モ

ニタリングが実施され，モニタリングの結果得られた故障の有無に関する実測値ñdfkが生起する条件付き確

率 `f ( ñWk; ñTk; ñd
f
k ;

ñ~xk : í)は

`f ( ñWk; ñTk; ñd
f
k ;

ñ~xk : í)

= ù( ñWk; ñTk; ñ~xk : í)
ñdf
kf1Äù( ñWk; ñTk; ñ~xk : í)g1Ä

ñdf
k (2.4.26)

と表せる．土木施設K個の劣化現象の生起は，互いに独立に分布すると仮定すれば，個々の施設の故障パ

ターンが生じる同時生起確率密度を表す対数尤度関数は次式で表すことができる．

ln[L(í)] = ln
KY

k=1

`f ( ñWk; ñTk; ñd
f
k ;

ñ~xk : í)

=
KX

k=1

ñdfk ln[ù( ñWk; ñTk; ñ~xk : í)]

+
KX

k=1

(1Ä ñdfk) ln[1Äù(
ñWk; ñTk; ñ~xk : í)] (2.4.27)

2.4.3 一斉モニタリング情報

特定の実時刻においてすべての施設に対して一斉モニタリングが実施され，個々の施設の故障の有無と

その施設の使用が開始された実時刻に関する情報が入手できるような一斉モニタリングスキームを考えよ

う．本スキームで獲得できる一斉モニタリング情報は，使用開始時刻からモニタリング時刻までの期間長

Tkと，モニタリング時刻における故障の有無に関するダミー変数

dsk =

(
1 êk î Tkの時

0 êk > Tkの時
(2.4.28)

のみである．ただし，上付き添え字 sは一斉モニタリング情報であることを表す．一斉モニタリングの結

果得られた故障の有無に関する実測値ñdskが生起する条件付き確率 `
s( ñTk; ñdsk;

ñ~xk : í)は

`s( ñTk; ñd
s
k; ñ~xk : í)

= F ( ñTk; ñ~xk : í)
ñdsk ~F ( ñTk; ñ~xk : í)1Ä

ñdsk (2.4.29)
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と表せる．上式の右辺第１項はモニタリング時刻までに施設が故障する累積確率，第２項はモニタリング

時刻まで施設が生存する確率を表す．この時，すべての土木施設の故障の有無に関するモニタリング結果

ñdskを与件とした時の同時生起密度を表す対数尤度関数は．

ln[L(í)] = ln
KY

k=1

`s( ñTk; ñd
s
k; ñ~xk : í)

=
KX

k=1

ñdsk ln[F ( ñTk; ñ~xk : í)]

+
KX

k=1

(1Ä ñdsk) ln[ ~F ( ñTk; ñ~xk : í)] (2.4.30)

と定式化できる．なお，定期モニタリング情報は，複数時点において同一施設に関する一斉モニタリング

情報が獲得できる場合に他ならない．したがって，一斉モニタリング情報は，施設の劣化状態に関するモ

ニタリングをはじめて実施した場合に獲得できる情報と考えることができる．あるいは，一定期間を経た

のちに，複数の施設を故障の有無にかかわらず一斉に更新する場合がある．このような補修方法が採用さ

れる場合，更新時点において故障の有無に関するデータが獲得されることになる．このような方法により

獲得できるモニタリング情報も一斉モニタリング情報と考えることができる．定期モニタリング情報と比

べて，一斉モニタリング情報は情報量が少ないため，劣化予測情報として用いる場合に問題が発生する場

合が少なくない．このような一斉モニタリング情報が有する問題点に関しては，2.5.4で改めて考察するこ

ととする．

2.4.4 予防補修による不完全モニタリング情報

定期モニタリングスキームにおいて，２つのモニタリング時点 t = Wkと t = Tkの間の中間時点 t = Pk

において，一部の施設が補修・更新された場合を考えよう．更新された施設に関して，施設更新の時点で

当該施設が故障していたか否かに関する情報が獲得できる場合には，時点 t = Pkにおいて施設モニタリン

グが追加的に実施されたことに他ならない．この場合，定期モニタリング情報が追加的に獲得できたと考

えればいい．しかし，施設の更新を実施したか否かに関するデータは存在するが，その施設が故障してい

たかどうかに関するデータが記載されていない場合には，施設更新時点における施設の劣化情報が入手で

きない．この場合，施設更新に先立って実施された時点Wkにおけるモニタリングにおいて，「施設が故障

していなかった」という情報のみが入手可能となる．

いま，中間時点 t = Pkで更新された施設集合をGと，中間時点Pkにおいて補修が実施されず，時点Tkに

おける定期モニタリングまで使用された施設の集合をNと表そう．施設集合Gに属する施設が時点Wkに

おける定期モニタリングまで故障しないで生存するという事象が生起する条件付き確率 `r( ñWk; ñ~xk : í)は

`r( ñWk; ñ~xk : í) = ~F ( ñWk; ñ~xk : í) (2.4.31)
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と表せる．上付き添え字 rは中間時点Pkにおいて補修が実施されたサンプルであることを表す．さらに，

各施設における故障の生起は，互いに独立に分布すると仮定すると，対数尤度関数は次式で表すことがで

きる．

ln[L(í)]

= ln
Y

k2N

`f ( ñWk; ñTk; ñ~xk : í) + ln
Y

k2G

`r( ñWk; ñ~xk : í)

=
X

k2N

ñdfk ln[ù( ñWk; ñTk; ñ~xk : í)]

+
X

k2N

(1Ä ñdfk) ln[1Äù(
ñWk; ñTk; ñ~xk : í)]

+
X

k2G

ln ~F ( ñWk; ñ~xk : í) (2.4.32)

上式において，第１項は予防保全が実施されずに完全サイクルが観測されたサンプル集合，第２項は同じく

予防保全が実施されずれに不完全サイクルが観測されたサンプル集合に対して定義された対数尤度を，第

３項は予防保全されたサンプル集合に対する対数尤度を表している．なお，予防補修が実施されたことに

よるモニタリング情報の不完全性は，定期モニタリングスキーム，一斉モニタリングスキームにおいても

発生する．以上で述べた方法は予防補修が実施されたことによるデータの不完全性を補正するための方法

であり，その適用はハザードモデル推定における部分的な問題に留まる．そこで，以下では定期モニタリ

ング情報，一斉モニタリング情報の場合をとりあげ，モニタリングスキームの不完全性が劣化ハザード関

数の推定精度に及ぼす影響を分析することとする．

2.5 適用事例

2.5.1 適用事例の概要

本章で提案した劣化ハザードモデルを，東北自動車道十和田道路事務所管内のトンネル照明不点履歴デー

タに基づいて，実際に推定してみよう．分析対象としたトンネル照明不点履歴データベースでは，1983年

から1995年に至る12年間を対象として，トンネル照明の使用開始日と不点となった日が記載されており，

トンネル照明寿命に関する完全モニタリング情報を獲得することができる．同道では，トンネル照明用光

源として，低圧ナトリウム灯及び高圧ナトリウム灯の２タイプが設置されている．さらに，トンネル照明

の種類は，基本照明と緩和照明に分類される．基本照明は，トンネル全長にわたって設置されており，前方

視認に必要な照度を与えることを目的としている．一方，緩和照明は昼間時にトンネル入り口部にてトン

ネル内外の照度差を緩和するために設置されており，屋外輝度に応じて回線が制御されている．トンネル

照明は表２－１に示すように，照明の種類により１日当たりの平均点灯時間が異なる．このような，点灯

方法が照明の寿命に影響を及ぼしている．なお，実証分析で用いるデータベースは，すべて同一メーカー

が納入した照明ランプに関するデータのみが含まれている．総サンプル数は7,145個である．以上のデータ
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表２－１ 照明種類と日平均点灯時間

昼間 夜間 深夜 非常

点灯時間/日 11.70 16.20 24.00 24.00

晴天-1 晴天-2 曇天-1 曇天-2

1.70 2.70 5.70 9.30

基本照明

緩和照明

照明種類

に基づいて劣化ハザード関数の推定を行った．その際，指数ハザード関数，ワイブルハザード関数，対数正

規ハザード関数を用いて劣化ハザードモデルを推定した．しかし，2.3.2で定式化したワイブルハザード関

数が最も良好な推定精度が得られたために，以下ではワイブルハザード関数を用いた適用事例について考

察する．同データベースは完全モニタリング情報が獲得できる理想的なデータベースである．以下，この

ようなデータベースを完全モニタリングデータベースと呼ぶ．しかし，完全モニタリングデータベースが

利用できるのは，むしろ例外的であると考えてよい．現実的には，定期モニタリング情報，あるいは一斉

モニタリング情報といった不完全モニタリング情報のみが利用可能である場合が少なくない．そこで，以

下，2.5.2において，まず完全モニタリング情報に基づいてトンネル照明に関するワイブルハザード関数

を推定した結果について分析する．その上で，完全モニタリング情報に基づいた推定結果をベンチマーク

ケースと位置づけよう．つぎに，2.5.3では，完全モニタリングデータベースに基づいて，定期モニタリン

グデータベースを人為的に作成し，ワイブルハザード関数を推定する．その結果，モニタリング情報の不

完全性に起因して，ワイブルハザード関数の推定精度がどのように低下するかを分析する．さらに，2.5.4

では，定期モニタリングの時間間隔やモニタリング開始時点からの経過年数の多寡が，ワイブルハザード

関数の推定結果に及ぼす影響について分析することとする．つぎに，2.5.5では，ある時点に１回のみ実施

された一斉モニタリング情報に基づいて，劣化ハザード関数を推定することにより生じる問題点について

考察する．最後に，2.5.6で今後のモニタリングスキームへの改善への示唆をとりまとめる．

2.5.2 完全モニタリング情報に基づく推定

完全モニタリング情報の場合，各ランプの寿命に関する情報が利用可能である．対象とするデータベー

スにおいて，施設寿命が観測されている完全サンプル数は4,348個あり，モニタリング終了時の1995年時

点で故障が観測されなかった不完全サンプル数は2,797個である．完全モニタリング情報に基づいてワイ

ブルハザード関数を推定する場合の対数尤度関数は，式 (2.3.20)より，

ln[L(í)] =
nX

k=1

ñdpk ln[~xk~í
0
ãyãÄ1k ] +

KX

k=1

ln[exp(Ä~xk~í
0
yãk )] (2.5.33)

と表すことができる．ここに，ñykはランプk (k = 1;ÅÅÅ;K)の寿命である．また，ñ~xkは，ランプkの寿命に影響
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表２－２　推定結果（完全モニタリング情報）
推定パラメータ tÄ値　
　ã̂　 1.44　 80.97　

　í̂1　 0.0107　 13.96　

　í̂2　 0.0031　 6.42　

　í̂3　 0.00029　 6.95　
対数尤度 -16,870　
初期尤度 -99,223　
尤度比 0.83　
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図２－４　生存関数（完全モニタリング情報）

を及ぼす説明変数の観測値であり，１とRÄ1個の説明変数と構成されるR次行ベクトルñxk = [1;ñx2k;ÅÅÅ;ñx
R
k ]

である．また，~í
0
= [í0; í1;ÅÅÅ; íR]0はパラメータベクトルでありí1は定数項を表す．説明変数~xkとして，

１）照明用光源のタイプ，２）点灯時間，３）点灯回数，４）ランプのトンネル内の位置を代替的な説明

変数としてとりあげた．これら説明変数の組み合わせに対して，ワイブルハザード関数を推定した．その

結果，符号条件，説明変数の有意性条件を満足する説明変数として，寿命変数ñyk以外に，最終的に

x2k =

(
1 低圧ナトリウムランプ

0 高圧ナトリウムランプ

x3k = 照明種類別の日平均点灯時間（時間=日）

という２つの説明変数を採用することとした．１階の最適化条件 (2.3.21)は連立非線形方程式として与え

られ，ニュートンラフソン法により最尤推定量を求めた．推定結果を表２－２に示す．

さらに，ワイブルハザード関数に基づいて作成した低圧ナトリウムランプの照明種類別ごとの生存関数
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図２－５　ワイブルハザード関数（完全モニタリング情報）

表２－３　期待寿命（単位：日）

低 圧 ラ ン プ 高 圧 ラ ン プ

昼 間 1 ,5 3 6 .8 1 ,7 6 8 .0

夜 間 1 ,4 6 0 .6 1 ,6 6 2 .1

深 夜 1 ,3 4 7 .9 1 ,5 1 0 .6

非 常 1 ,3 4 7 .9 1 ,5 1 0 .6

晴 天 -1 1 ,7 4 7 .6 2 ,0 7 6 .2

晴 天 -2 1 ,7 2 3 .3 2 ,0 3 9 .5

曇 天 -1 1 ,6 5 5 .2 1 ,9 3 8 .2

曇 天 -2 1 ,5 8 1 .6 1 ,8 3 1 .5

を図２－４に示している．同図には，実データに基づいた生存率の実績値も併記している．なお，実績値を

表すグラフは，図が煩雑になることを避けるために，低圧ナトリウムランプのすべての種類別の照明デー

タをプールして作成していることを断っておく．ワイブルハザードモデルでは生存関数は無限期間にわたっ

て定義され，使用期間が無限大となる時に生存確率がゼロに漸近する．しかし，生存関数を現場における

リスク管理図表として用いる場合，生存関数の漸近的な挙動に関する情報は不必要であり，ここでは通常

の道路照明マネジメントの範囲内の生存関数に関する情報のみを掲示することとした．その結果，図２－

４では，使用期間最大25ヶ月，生存確率0.2以上の範囲における生存関数のみを記載している．また，図

２－５には低圧ナトリウムランプの照明種類別のワイブルハザード関数を示している．

ワイブルハザード関数を用いてリスクマネジメント指標を求めることができるが，初期時点におけるト
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表２－４　サンプルデータの概要
Dt 完全 不完全 Chowテスト Chowテスト 期待寿命１ 期待寿命２

サンプル数 サンプル数 １ ２ （日） （日）

D8 611 1,640 220.12 231.94 819.8 805.5
D9 853 2,014 250.97 904.2
D10 1,162 2,215 290.48 320.44 931.0 900.4
D11 1,352 2,129 200.51 1,159.7
D12 1,579 2,333 180.87 201.99 1,217.9 1,177.6
D13 1,779 2,511 147.39 1,258.4
D14 2,050 2,461 147.70 169.88 1,270.8 1,239.5
D15 2,191 2,509 89.02 1,315.8
D16 2,537 2,311 115.68 145.77 1,293.8 1,267.0
D17 2,666 2,677 63.68 1,353.3
D18 2,892 2,605 47.05 65.64 1,375.1 1,349.4
D19 3,041 2,645 20.84 1,443.0
D20 3,326 2,536 18.34É 30.23 1,443.9 1,417.0
D21 3,452 2,665 4.92É 1,495.2
D22 3,837 2,429 8.97É 19.57É 1,463.8 1,433.5
D23 3,840 2,796 4.79É 1,556.2
D24 4,347 2,292 3.28É 13.02É 1,497.3 1,459.3

注)　完全サンプル数，不完全サンプル数はそれぞれのデータベースに含まれる完全サンプル，不完全サンプル
の数を表す．Chowテスト１，Chowテスト２は，それぞれ6ヶ月定期モニタリングデータベース，12ヶ月定期
モニタリングデータベースを対象としたChowテストにおける尤度比検定統計量ò(式 (2.5.40)参照)を表す．同
欄において右上添字Éは有意水準1%で帰無仮説H 0

0が棄却できないことを表す．また，期待寿命は6ヶ月，12ヶ
月定期モニタリングデータベースに基づいて推定した期待寿命RMDk(0)(式 (2.3.15)参照)のサンプル平均値を
表す．

ンネル照明の期待寿命 (2.3.15)を求めた結果を表２－３に示す．同表に示すように，低圧ナトリウムランプ

に比べて高圧ナトリウムランプの方が期待寿命が大きくなっている．さらに，照明種類別に期待寿命を比

較すれば，日平均照明時間長が長くなるほど，期待寿命が短くなる．しかし，日点灯時間の差ほど，点灯

時間による期待寿命の差異は大きくない．このことは，照明ランプの延べ点灯時間よりも，使用開始時刻

からの経過時間（使用時間）の方が，照明ランプの劣化に対して支配的な要因であることを意味している．

2.5.3 定期モニタリング情報に基づく推定

完全モニタリングデータベースは，個々のトンネル照明について使用開始日及び不点日が記録されてい

る．現実には，このような完全モニタリング情報を獲得することは容易ではなく，時間軸上の限られた時点

で実施される定期モニタリング業務を通じてモニタリング情報を獲得できる場合の方が多い．そこで，定

期モニタリングスキームとして，１）6ヶ月定期モニタリング，２）12ヶ月定期モニタリングという，点検

時間のインターバルを変化させた２種類のスキームをとりあげる．その際，完全モニタリングデータベー

スを用いて，以下のような方法で6ヶ月定期モニタリングデータベースを作成した．すなわち，1983年4月

から1995年3月までの12年間を6ヶ月ごとに合計24個の期間に分割した．それぞれの期間の期末にモニタ

リングが実施されると考える．実証分析に用いたデータベースでは，1983年4月以前に取り替えたランプ

については，更新時期が記載されていない．そこで，1983年以降に更新されたランプのみに着目する．期
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図２－６　定期モニタリング情報と生存関数（D22に基づく）

間が進むにつれて，更新時期が記載されているデータが増えていくことになる．このように更新時期が記

載されているデータがある期間 t (t = 1;ÅÅÅ; 24)内のある時点において不点になったとしよう．定期モニタ

リングにおいては，不点が生じた正確な時刻は分からない．しかし，期間 tの期末に実施される定期モニ

タリングでは，当該期間 t中に不点となったという事実が観測されることになる．定期点検時点において

不点となっている照明ランプは，一斉に取り替えられると考える．なお，実証分析で用いた完全モニタリ

ングデータベースでは，ランプが不点となった段階で直ちにランプが更新されており，ランプが更新され

た日付が記載されている．しかし，定期モニタリングの場合，モニタリング時点にはじめてランプの不点

が判明することになる．そこで，定期モニタリングデータベースを作成するにあたっては，定期モニタリ

ングが実施された日に当該ランプが更新され，当該ランプの新しいサイクルが始まることとした．このよ

うなプロセスを逐次繰り返し，第24期までの，道路照明の劣化・モニタリング・更新過程をシミュレート

した．このような定期モニタリングスキームでは，期間が進むにつれて，ランプの寿命に関するサンプル

データが逐次蓄積されるメカニズムになっている．すなわち，期間 tを対象とした定期モニタリングデータ

ベースには，当該期間までに寿命を終えたランプに関するすべてのサンプルデータがプールされることに

なる．そこで，期間 tまでに獲得されたサンプルデータをすべてプールしたようなデータベースを期間デー

タベースと呼び，データベースを記号Dt (t = 1;ÅÅÅ; 24)で表すこととする．以上の考え方に基づいて作成

した各期間データベースに対して，ワイブルハザード関数を推定した．



2.5. 適用事例 33

表２－５　推定結果（D12）
6ヶ月モニタリング 12ヶ月モニタリング

推定パラメータ tÄ値 推定パラメータ tÄ値
ã̂ 1.33　 42.74 ã̂ 1.35　 40.90

í̂1 0.0219 9.64 í̂1 0.0208　 9.17

í̂2 0.0035 2.36 í̂2 0.0038　 2.57

í̂3 0.00058 4.93 í̂3 0.00062　 5.27
対数尤度 -5,096 対数尤度 -4,059
初期尤度 -33,840 初期尤度 -32,761
尤度比 0.85 尤度比 0.88

表２－６　推定結果（D22）
6ヶ月モニタリング 12ヶ月モニタリング

推定パラメータ tÄ値 推定パラメータ tÄ値
ã̂ 1.44　 72.95 ã̂ 1.44　 71.59

í̂1 0.0117　 12.98 í̂1 0.0114　 12.89

í̂2 0.0034　 6.16 í̂2 0.0034　 5.98

í̂3 0.00033　 6.99 í̂3 0.00034　 6.99
対数尤度 -12,638 対数尤度 -9,983
初期尤度 -84,797 初期尤度 -82,065
尤度比 0.85 尤度比 0.88

同様の考え方に基づいて，12ヶ月定期モニタリングデータベースも作成した．表２－４には，各期間デー

タベースDt (t = 1;ÅÅÅ; 24)に含まれる完全サンプルと不完全サンプルの総数を記載している．以上で作成

したデータベースは，実証分析で用いた原データベースに対して，これまでに言及した方法により再構成

したデータベースである．このため，原データベースの含まれるサンプル数と，表２－４に示すサンプル

数は一致しないことを断っておく．同表には，各期間データベースを用いて6ヶ月，および12ヶ月定期モ

ニタリングデータベースを用いて推定したワイブルハザード関数の推定結果を比較した情報も示している

が，これらについては次節で考察する．なお，D1からD7の期間データベースに含まれる完全サンプル数

が極めて少ないため，同表ではこれらのデータベースに関する記載を省略している．この表より定期モニ

タリングスキームでは，期間が進むにつれて完全サンプルが蓄積されるメカニズムになっていることが理

解できる．表２－５には定期モニタリング実施後６年目のデータベースD12，表２－６は定期モニタリン

グ実施後11年目のデータベースD22を用いて推定したワイブルハザード関数を示している．同表には，6ヶ

月モニタリング，12ヶ月モニタリングデータベースに基づいた推定結果を比較している．

また，図２－６は6ヶ月，12ヶ月モニタリングデータベースD22を用いて推定した生存曲線を比較してい

る．表２－６，図２－６に示すように，定期モニタリング実施後，11年目のデータベースでは，6ヶ月モニ

タリングデータ，あるいは12ヶ月モニタリングデータのいずれを用いても，ワイブルハザード関数の推定

結果はほとんど違いがないことが読み取れる．ただし，生存期間が長くなるほど，両者の差はわずかなが

ら大きくなる傾向が読み取れる．しかし，現実の道路照明のマネジメントにおいて，多くの道路照明が交

換される期間内（例えば，2000日以内）では両者の差はほとんど存在しない．そこで，次節では各期デー



34 第2章. 劣化予測のためのハザードモデルの推定

タベースに基づいて推定したワイブルハザード関数と完全モニタリングデータベースを用いて推定したワ

イブルハザード関数の推定結果を比較し，モニタリングデータの蓄積によりワイブルハザード関数の推定

結果がどのように変化するかを分析しよう．

2.5.4 モニタリング情報の推定結果

完全モニタリングデータベースと定期モニタリングデータベースに基づく推定結果を比較しよう．いま，

例として6ヶ月定期モニタリングデータベースに基づいて推定したワイブルハザード関数のパラメータ最尤

推定量をí̂6 = (ã̂6; í̂16 ; í̂
2
6; í̂

3
6)，完全モニタリングデータベースに基づく最尤推定量をí̂

É
= (ã̂É; í̂1É; í̂2É; í̂3É)

と表そう．この時，２つのデータベースに基づいて推定したワイブルハザード関数は

ï(xk : í̂6) = (í̂16 + í̂26x
2
k + í̂36x

3
k)ã̂6y

ã̂6Ä1
k (2.5.34a)

(k = 1;ÅÅÅ;K)

ï(xk : í̂
É
) = (í̂1É+ í̂2Éx2k + í̂3Éx3k)ã̂

Éyã̂
ÉÄ1

k (2.5.34b)

(k = K + 1;ÅÅÅ;K +K 0)

と表せる．ただし，yk; x2k; x
3
k (k = 1;ÅÅÅ;K)，yk, x2k; x

3
k (k = K + 1;ÅÅÅ;K +K 0)は，それぞれ6ヶ月定

期モニタリングデータベース，完全モニタリングデータベースのサンプルデータを表す．K，K0はそれぞ

れのデータベースのサンプル数である．ここで，２つの異なるデータベースに基づく推定結果が同一か否

かを検定するために，帰無仮説H0と対立仮説H1を

(
H0 : í̂6 =and í̂

É

H1 : í̂6 6=or í̂
É (2.5.35)

と定義する．ただし，記号=andは論理式fã̂6 = ã̂Ég and fí̂16 = í̂1Ég and fí̂26 = í̂2Ég and fí̂36 = í̂3Égを意

味する．一方，記号 6=orは論理式fã̂6 6= ã̂Ég or fí̂16 6= í̂1Ég or fí̂26 6= í̂2Ég or fí̂36 6= í̂3Égを意味する．帰

無仮説H0と対立仮説H1に現れるí̂6とí̂
É
は共に最尤推定量であり，仮説検定のために通常の尤度比検定を

用ることはできない．ここでは，推定推定量間の同一性を検定するためのChowテスト [16]を用いて帰無

仮説H0を対立仮説H1に対して仮説検定を試みる．そこで，新しいパラメータr̂ = (r̂ã; r̂1; r̂2; r̂3)を

(
r̂ã = ã̂ÉÄ ã̂6 r1 = í̂1ÉÄ í̂16
r̂2 = í̂2ÉÄ í̂26 r3 = í̂3ÉÄ í̂36

(2.5.36)

と定義し，帰無仮説H0と対立仮説H1を

(
H 0
0 : r̂ =and 0

H 0
1 : r̂ 6=or 0

(2.5.37)

と書き換える．さらに，２つのデータベースをプールした新しいデータベースを定義し，サンプルk (k =

1;ÅÅÅ;K +K0)に対してワイブルハザード関数
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ï(xk; ék : í̂6; r̂) = f(í̂16 +ék r̂1) + (í̂26 +ék r̂2)x
2
k

+(í̂6
3
+ék r̂3)x

3
kg(ã̂6 +ék r̂ã)y

(ã̂6+ékr̂ã )Ä1
k (2.5.38)

を定義しよう．ただし，ékはダミー変数であり

ék =

(
0 k = 1;ÅÅÅ;K

1 k = K + 1;ÅÅÅ;K +K0
(2.5.39)

と定義する．この時，k (k = 1;ÅÅÅ;K)に対して式 (2.5.38)は式 (2.5.34a)に等しく，k (k = K+1;ÅÅÅ;K+

K0)に対して式 (2.5.34b)に等しい．新しいワイブルハザード関数 (2.5.38)においてr = 0という制約を設け

て推定した最尤推定量を~í6と表そう．この時，帰無仮説H 0
0を対立仮説H

0
1に対して検定するための尤度比

検定統計量は

ò= 2
n
ln[L(í̂6; r̂)]Ä ln[L(~í6)]

o
(2.5.40)

ln[L(í̂6; r̂)] =
K+K0X

k=1

lnff(ñxk; ék : í̂6; r̂)g

ln[L(~í6)] =
K+K0X

k=1

lnff(ñxk;ék : ~í6;0)g

ここに，ln[L(í̂6; r̂)]は制約がない（帰無仮説H 0
0の制約がない）場合の尤度を，ln[L(~í6)]は帰無仮説H 0

0の

制約下での尤度を表す．もし，検定統計量が棄却域òï ü2(100Äã)(8)に入れば，有意水準ã％で帰無仮説H0

を棄却できる．ただし，ü2(100Äã)(8)は自由度8のü2分布における臨界値であり20.09という値をとる．以

上の仮説検定を各期間データベースDt (t = 1;ÅÅÅ; 24)に基づいて推定したワイブルハザード関数に対して

実施した．その結果を表２－４に示している．12ヶ月モニタリングデータベースに対しても，同様の仮説

検定を実施したが，その結果も同表に示している．同表には，中間回線の低圧ランプを対象として，6ヶ月

モニタリング，12ヶ月モニタリングデータベースに基づいて推定したワイブルハザード関数を用いて推定

した期待寿命RMDi(0)(式 (2.3.15)参照)のサンプル平均値も示している．

同表におけるChowテスト１，Chowテスト２の欄は，それぞれ6ヶ月定期モニタリングデータベース，

12ヶ月定期モニタリングデータベースを対象としたChowテストにおける尤度比検定統計量ò(式 (2.5.40)参

照)を表している．この結果より，6ヶ月モニタリングデータベースに基づいた推定結果では，D20以降の

データベースを用いた場合には，ò< ü2(100Äã)(8) = 20:09が成立し，有意水準1％で帰無仮説H0が棄却さ

れない結果となっている．すなわち，完全データベースに基づいたワイブルハザード関数のパラメータの

推定結果とデータベースD20を用いたパラメータの推定結果が同一であるという仮説は棄却できない．同

様に，12ヶ月モニタリングデータベースを用いた推定結果では，D22以降のデータベースを用いた場合に

有意水準1％で帰無仮説H 0
0が棄却されない結果となる．いずれの点検ケースにおいても，概ね10年程度
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の期間にわたってモニタリング情報を蓄積することにより，完全情報を用いた推定結果と同程度の推定結

果が得られる．ただし，以上の結果は対象とするデータベースに対して成立する事項であり，他の道路区

間に対しても同様の知見が成立する保証はない．特に，管理対象とする道路照明数が異なれば，必要とさ

れるデータ蓄積年数は変化する．例えば，道路照明数が増加すれば，同じ経過年数でもデータベースに含

まれるサンプル数も増加することになり，データ蓄積に必要となる経過年数も少なくてすむ可能性が大き

くなろう．

2.5.5 一斉モニタリング情報

一斉モニタリング情報はある断面においてトンネル照明の点灯または不点の状態が記録された情報であ

る．前述したように，一斉モニタリング情報は，あるカレンダー時刻において，トンネル照明の故障の有

無をはじめて一斉点検した場合や，故障の有無に関わらずある一定時間間隔を経て照明ランプを一斉に更

新する場合等に得ることができる．本節では，1983年4月以降に取り替えた照明ランプに関して，取り替

えたカレンダー時刻に関する記録が保存されている状況を考えよう．その上で，1983年以降のあるカレン

ダー時刻においてトンネル照明の故障の有無を一斉に点検するようなモニタリングスキームを考えよう．

このような考え方の下に，一斉点検の時期間隔を1983年以降6ヶ月刻みで増加させたような一斉モニタリ

ングデータベース ~Dt (t = 1;ÅÅÅ; 24)を作成した．たとえば， ~Dtは1983年４月以降，6Ç tヶ月後までに取

り替えた照明ランプのみをサンプルとして，その故障の有無を1983年４月から6 Ç tヶ月後に点検した結

果を記録している．なお，最初に取り替えた時点から，一斉点検を実施するまでに照明ランプが故障して

も，当該ランプは取り替えられずに放置されると考える．表２－７には，以上のように作成した一斉モニ

タリングデータベース ~Dtと，そこに含まれるサンプルの平均期間長（照明ランプが設置された時刻から一

斉点検時刻までの期間長の平均値）を一括して整理している．さらに，各データベースに基づいてワイブ

ルハザード関数を推定した．表２－７には，以上のように推定したワイブルハザード関数の推定精度を分

析するために，式 (2.5.40)に示す尤度比検定統計量òを示している．さらに，同表には，推定したワイブル

ハザード関数を用いて求めた期待寿命も併記している．同表に示すように，一斉モニタリング情報に基づ

く場合，データベースによりワイブルハザード関数の推定結果に大きな散らばりが見られる．また，Chow

テストのための尤度比検定統計量òは大きな値を示しており，いずれのデータベースを用いた場合でも有

意水準1%で帰無仮説H 0
0は棄却されている．すなわち，一斉モニタリングデータベースを用いてワイブル

ハザード関数を推定した場合，完全データベースを用いた場合と異なった推定結果が得られることになる．

また，期待寿命の値もデータベースにより異なった値を示している．一斉モニタリングの場合，点検まで

の時間間隔が短いと完全サンプルの数が少なくなる．逆に，時間間隔が長くなれば平均期間長が長くなり，

不完全サンプル数が極端に減少する．このように点検までの時間間隔によって完全サンプル数と不完全サ

ンプル数の相対的な比率が著しく異なってしまう．その結果，推定結果がデータベースによって変動する
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表２－７　サンプルデータの概要
~Dt 平均期間長 (日) ò 期待寿命 (日)
~D8 453　 213.72 912.1
~D9 611　 251.21 930.9
~D10 693　 360.44 933.8
~D11 873　 297.07 1,301.9
~D12 960　 270.91 1,143.1
~D13 1,055　 237.88 1,096.1
~D14 1,190　 360.40 1,130.2
~D15 1,357　 270.72 1,171.0
~D16 1,513　 473.63 1,199.7
~D17 1,590　 398.32 1,267.6
~D18 1,736　 406.62 1,288.1
~D19 1,910　 357.93 1,358.8
~D20 2,072　 328.56 1,255.3
~D21 2,252　 267.24 1,273.2
~D22 2,419　 536.92 941.8
~D23 2,599　 338.37 1,083.6
~D24 2,779　 - -

結果となっている．さらに，いずれのデータベースを用いても推定したワイブルハザード関数が完全デー

タベースを用いて推定した結果と一致する保証はない．このように一斉モニタリング情報を用いてワイブ

ルハザード関数を推定する場合，推定精度において問題が残される．

2.5.6 モニタリングスキーム改善への示唆

以上の適用事例を通じて，定期モニタリング及び一斉モニタリングの実施方法と劣化ハザード関数の推

定精度の間に密接な関係が存在することが判明した．特に，定期モニタリングスキームでは，モニタリン

グの回数を重ねるについて，完全サンプルデータが蓄積される．本章でとりあげた適用事例では，6ヶ月点

検，もしくは12ヶ月点検の場合でも10年程度モニタリング情報を蓄積することにより，完全モニタリング

情報を用いた場合と同程度の推定精度を有するワイブルハザードモデルを推定できることが判明した．さ

らに，6ヶ月モニタリング情報，あるいは12ヶ月モニタリング情報を用いても推定精度に大きな差異が現れ

ていない．このことより，道路付帯施設のアセットマネジメントにおいて，劣化ハザード関数の推定とい

う目的からは，必ずしも定期モニタリングを永続的に実施する必要性はないことが理解できる．当然のこ

とながら，トンネル照明の定期モニタリングはランプの故障の有無を把握し，故障したランプ交換するこ

とを目的として実施される．劣化予測のためのデータの収集は本来のモニタリングの目的に対して，付随

的な意味しか持っていない．適用事例で明らかにしたように，半年から１年程度のモニタリング間隔を対

象としている限り，モニタリング間隔はトンネル照明の劣化ハザード関数の推定精度に大きな影響を及ぼ

さない．しかし，モニタリング間隔を長くすれば，前回のモニタリング時点から今回のモニタリング時点

までに故障するランプ数が増加する．したがって，ランプの故障に関するサービス水準を決定することに
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より，望ましいモニタリング方法を設計することが可能となる．

定期モニタリング情報は，モニタリング時点において故障したランプのみを交換することにより得るこ

とができる．しかし，トンネルによっては，一定間隔ごとにすべてのランプを同時に交換する場合の方が，

よりライフサイクル費用を抑制できる場合が起こりうる．この場合，一定間隔ごとに一斉モニタリング情

報を獲得できる．しかし，一斉モニタリング情報は2.5.5で議論したような問題点を有している．さらに，

すべてのトンネル照明を一定時間間隔で交換する場合，トンネル照明の使用期間長に関するデータがすべ

て一定値となり，使用期間長ykに関わるパラメータãの値を推定できなくなる．この問題は，多くの使用

期間長の異なるデータがプールできれば，ある程度克服することができる．しかし，本来，施設の交換タ

イミングは，ライフサイクル費用の最小化の観点に基づいて決定されるべきであり，その結果としてモニ

タリングデータが獲得できると考えるべきであろう．このように一斉モニタリングスキームでは，劣化ハ

ザード関数を推定するための完全サンプルデータが蓄積される構造になっていない．そのため，劣化予測

モデルを推定するためのモニタリング情報の収集を別途行うことが必要となる．

2.6 結言

本章では劣化状態が故障の有無という２値状態で表されるような土木施設を対象として，劣化ハザード

モデルにより施設の劣化予測を行う方法を提案した．土木施設の劣化状態は点検業務により把握できるが，

モニタリングスキームにより獲得できる劣化状態のモニタリング情報が異なることを指摘した．その際，完

全モニタリング情報，定期モニタリング情報，一斉モニタリング情報という３つの異なるモニタリングス

キームを対象として劣化ハザード関数を推定する方法を提案した．さらに，予防補修の実施により劣化状

態に関するモニタリング情報が不完全になる問題についても考察した．また，提案した劣化予測モデルを

トンネル照明という道路付帯施設の劣化予測問題に適用し，モデルの有用性を実証的に検証した．劣化ハ

ザードモデルは多くの土木施設の劣化予測に適用可能であるが，その適用範囲を拡大するためには，いく

つかの課題が残されている．

まず，本章で提案して劣化ハザードモデルは，劣化状態が故障の有無という２値状態で表される土木施

設を対象としてきたが，例えば橋梁等の土木施設の場合，劣化状態が複数のランクにより判断される場合

がある．この場合，推移状態が複数存在するようなmulti destination型劣化ハザードモデルを開発するこ

とが必要となる．この課題については，次章で提案する多段階指数ハザードモデルの適用により解決でき

よう．さらには，本章で提案した劣化予測モデルを用いて道路付帯施設の望ましいサービス水準や点検・

補修スキームを設計するための方法論を開発することが必要である．この最適点検・補修戦略を導出する

方法論については，5章で述べる．
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第3章

多段階指数ハザードモデル

3.1 緒言

2章では，２値の状態変数のみが観測可能な土木施設の劣化過程を予測するための劣化ハザードモデル

について考察した．しかし，2.6において課題として取り上げたように，橋梁等に代表される土木施設の維

持管理では，劣化状態が複数のランクにより判断される場合が多く，2章でモデル化した伝統的なハザー

ドモデルからの拡張が必要となる．本章では，土木施設の劣化の進展過程を指数ハザードモデルで表現し，

劣化予測のためのマルコフ推移確率モデルを推定する方法論を提案する．本章では，橋梁部材の劣化過程

を想定して論じている．これらの方法論は，橋梁部材以外の様々な土木施設での適用が可能である．

橋梁のアセットマネジメントでは，ライフサイクル費用の低減化が図れるような最適補修戦略を求める

ことが重要な課題である．その上で，将来時点における橋梁の補修需要を予測し，橋梁の維持補修のため

に要する予算計画を策定することが必要となる．橋梁の劣化予測モデルは，ライフサイクル費用や補修需

要を予測するために重要な役割を果たす．

橋梁部材の劣化予測モデルとして，１）過去の目視検査結果に基づいた統計的な劣化予測モデル，２）

力学的メカニズムに基づいた劣化予測モデルが提案されている．対象となる問題によって，いずれの劣化

予測モデルを用いるべきかが決定される．たとえば，橋梁群全体としてのマネジメント戦略や予算管理を

検討する場合，統計的予測モデルが必要である．一方，具体的な劣化箇所の余寿命や補修戦術を求める場

合，力学的メカニズムに基づいた予測モデルが有効であろう．このうち，本章では前者の立場から，橋梁

部材の統計的予測モデルとその推定方法を提案することとする．

橋梁部材の統計的劣化予測モデルとしてマルコフ連鎖モデルがある．マルコフ連鎖モデルでは，橋梁部

材の健全度が複数のレーティングにより表現され，橋梁部材の劣化による健全度間の時間的推移過程をマ

ルコフ推移確率を用いて表現する．マルコフ連鎖モデルは操作性が高く，米国の標準的な橋梁マネジメン

トシステムの１つであるPONTIS等をはじめとして，多くの橋梁マネジメントにおける劣化予測モデルと

して用いられている．これらの事例では，マルコフ推移確率を複数の時点で実施された目視検査により判

定された健全度の相対的な推移頻度等を用いて簡易に推定される場合が多い．しかし，目視検査による観

41
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測結果の中には橋梁の構造特性や使用環境，目視検査の時間間隔等，異なるデータ特性を持つ橋梁のデー

タが混在しており，推定したマルコフ推移確率の推定精度が不十分である場合が少なくない．

本章では，個々の橋梁部材の目視検査により判定された健全度情報に基づいて，橋梁劣化のマルコフ推

移確率を求める方法を提案する．本章では個々の橋梁部材の劣化過程をハザードモデルにより表現すると

ともに，推定されたハザードモデルに基づいてマルコフ推移確率を推定するという方法論を採用する．以

下，3.2で本章の基本的な考え方を説明する．3.3でハザードモデルを用いたマルコフ推移確率モデルを定

式化する．3.4でマルコフ推移確率の推定方法について述べ，3.5で適用事例について説明する．

3.2 本章の基本的な考え方

3.2.1 従来の研究概要

橋梁部材の劣化予測に関しては，数多くの研究事例がある．その中でも，貝戸等 [1]は，ニューヨーク市

における橋梁の目視検査データを用いて，橋梁の劣化速度に着目した平均劣化曲線の算出方法を検討して

いる．また，劣化速度を確率変数と捉えて，過去の検査履歴を反映したマルコフ推移確率の推定方法を提案

している．橋梁部材の力学的劣化メカニズムに着目した劣化予測モデルも，数多く開発されている [2]Ä [7]．

しかし，予測モデルの統計学的な推定方法に関しては，初歩的な段階にとどまっており，予測結果の信頼

性に多くの問題が残されている．また，マルコフ推移確率の推定方法に関しても研究の蓄積がある．しか

し，これらの既往の研究 [8]は，２時点間における状態間の推移件数というマクロなカウントデータに基づ

いて，マルコフ推移確率を推定するという立場をとる．このような集計的なマルコフ推移確率の推定法は

取り扱いが簡便であるが，マルコフ推移確率の推定に個々の橋梁部材の構造特性や使用環境といった固有

の情報を反映することができないという限界がある．これに対して，本章では橋梁部材に関する目視検査

の結果に基づいて，個々の橋梁部材の劣化過程をハザードモデルで表現する点に特徴がある．ハザードモ

デルは，信頼性解析の分野で施設や機械の寿命を予測するモデルとして開発され，信頼性解析のみならず

多くの分野で適用事例が報告されている．また，ハザードモデルの推定方法に関しても研究成果が蓄積さ

れており，その結果はいくつかの成書 [9];[10]に詳しい．アセットマネジメントの分野においても，例えば

Shin等 [11]は，道路舗装のひび割れ開始時刻を予測するためのワイブル型劣化ハザードモデルを提案して

いる．しかし，伝統的なハザードモデルでは，劣化状態が故障の有無という２値状態で表されるような施

設や機器を対象としており，複数の健全度を同時に取り扱う橋梁劣化予測にはそのままでは適用できない．

また，推移後の状態が複数個存在するようなmuliti destination型のハザードモデル [9]も提案されている．

しかし，橋梁の劣化過程を予測するマルコフ推移確率モデルでは，multi destination型ハザードモデルが

想定するように，ある状態から互いに排他的な状態の中の１つに推移するのではなく，劣化が順次進行す

ることにより健全度が逐次悪化していくという特性がある．このような問題意識の下に，本章では橋梁部
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健全度
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ú1 ú2 úi

ô
i
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注)　ある橋梁部材の劣化過程の例を示している．図中のカレンダー時刻
ú1; ú2; . . . ; úiに部材の健全度が１つだけ増加している．

図３－１　健全度の時間的推移

材の劣化により健全度が逐次推移していくという推移関係を，隣接する２つの健全度間での推移過程を表

す指数ハザードモデルを合成することにより表現する方法を提案する．その上で，推定したハザードモデ

ルに基づいて，橋梁部材の劣化による健全度の推移過程を表すマルコフ推移確率を推定するという２段階

の推定方法を開発する．本章で提案した推定方法に基づけば，個々の橋梁部材の確率的劣化過程を表すマ

ルコフ推移確率を推定することが可能である．さらに，それらを用いて分析対象とする橋梁部材全体の平

均的劣化過程のマルコフ推移確率も求めることが可能である．

3.2.2 健全度と定期検査スキーム

橋梁部材の劣化予測モデルを推定するためには，部材の健全度に関する時系列データを蓄積することが

必要となる．いま，ある橋梁部材の劣化に関する履歴が図３－１に示すように与えられたとしよう．同図

は，部材が補修されずに放置された時に，劣化がどのように進展するかを表したものである．現実には，部

材の劣化過程には不確実性が含まれ，しかも健全度は時間軸上の限られた時刻で実施される目視検査を通

じてのみ知ることができる．図中，時刻úはカレンダー上の実時刻（以下，時刻と呼ぶ）を表す．時刻ú0で

橋梁の供用が開始された直後から劣化が始まる．部材の健全度が I個のレーティングで記述される場合を

考えよう．部材の健全度を表すレーティングを状態変数 i (i = 1;ÅÅÅ; I)で表現しよう．部材がもっとも健

全な（劣化が進展していない）状態を i = 1で表し，状態変数 iの値が大きくなるほど，劣化が進展してい

ることを表す．i = Iの場合，当該の部材が使用限界に到達していることを表す．図３－１の例では，時間

軸上の離散時刻úi (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)において，それぞれ健全度が iから i+ 1に進展している．以下，時刻

úiは「健全度が iから i+ 1へ推移する時刻」を表す．
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注)　ある橋梁部材の劣化過程を表す４種類のサンプルパスを例示してい
る．パス２，パス３ではカレンダー時刻ú2i，ú3i に健全度が１つ進行してい
る．パス４では時刻ú4i ; ú

4
i+1に部材の健全度が１つずつ増加している．しか

し，定期検査スキームの場合，カレンダー時刻úA; úBでの健全度のみが観
測されるため，いずれの時点で健全度が変化したかを観測できない．Zは
２つの検査の間の時間長を表す．

図３－２　健全度の定期検査スキーム

橋梁の劣化過程に関する情報は，目視検査を通じて獲得できる．いま，橋梁の定期検査により，橋梁部

材の健全度に関する観測情報が獲得できる場合を考えよう．橋梁の供用開始後，定期的に目視検査されて

いれば理想的であるが，現実には継続的，かつ定期的な目視検査による観測結果を獲得することは難しい．

ここでは，時間軸上の２つの時刻úAとúBにおいて定期検査が実施された場合を考えよう．時刻úAの定期検

査により，観察対象である部材の健全度が i (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)であると判定されたとしよう．時刻úAにお

いて，将来劣化がどのように進展するかは不確実である．劣化過程として無限に多くのシナリオが考えら

れるが，現実にはその中から１つのパスが実現する．いま，図３－２に示すような４つのサンプルパスを

考えよう．パス１は，２つの定期検査時刻の間で健全度 iが変化しなかった場合を表している．パス２と

パス３では，それぞれ時刻ú2i ; ú
3
iにおいて，劣化が進展し健全度が iから i+ 1に変化している．これら２

つのパスに従った場合，時刻úBで観測された健全度は i+ 1となる．定期検査スキームでは，健全度が iか

ら i + 1へ推移した時刻ú2i ; ú
3
iはわからない．さらに，パス４は，定期検査間に時刻ú

4
i ; ú

4
i+1という２つの

時刻で健全度が変化した場合を表している．その結果，時刻úBにおいて観測された健全度は i+ 2となる．

定期検査では２つの定期検査時刻における健全度を観測できるが，健全度が変化した時刻に関する情報を

獲得することは不可能である．



3.2. 本章の基本的な考え方 45

3.2.3 マルコフ推移確率

橋梁部材の推移過程は不確実であり，将来生起する状態を確定的に予測できない．２つの時刻間におけ

る部材の健全度の不確実な推移状態をマルコフ推移確率で表現する．のちに3.3.4で言及するように，マル

コフ推移確率は任意の時間間隔に対して定義することができる．ここでは，議論を単純にするために，図

３－２に示した定期検査スキームを用いてマルコフ推移確率を定義しよう．いま，ある部材の劣化予測を行

う問題を考えよう．時刻úAで観測した当該部材の健全度を状態変数h(úA)を用いて表そう．状態変数h(úA)

は時刻úAに測定した健全度であり，観測された健全度が iであればh(úA) = iと表せる．マルコフ推移確率

は，時刻úAで観測された健全度h(úA) = iを与件とし，将来時点（たとえばúB)において健全度h(úB) = j

が生起する条件付推移確率として定義される．すなわち，

Prob[h(úB) = jjh(úA) = i] = pij (3.2.1)

と表せる．このような推移確率を健全度ペア (i; j)に対して求めれば，マルコフ推移確率行列

P =

0
BB@

p11 ÅÅÅ p1I
...

. . .
...

0 ÅÅÅ pII

1
CCA (3.2.2)

を得ることができる．マルコフ推移確率 (3.2.1)は所与の２つの時点úA，úBの間において生じる健全度間

の推移確率を示したものであり，当然のことながら，対象とする時間間隔が異なれば推移確率の値は異な

る．補修がない限り常に劣化が進行するので，pij = 0 (i > j)が成立する．また，推移確率の定義より

PI
j=1 pij = 1が成立する．すなわち，マルコフ推移確率に関して

pij ï 0

pij = 0 (i > jの時)PI
j=1 pij = 1

9
>=
>;

(3.2.3)

が成立しなければならない．状態 Iはもっとも劣化した状態を表し，補修がない限りマルコフ連鎖における

吸収状態となる．つまり，pII = 1が成立する．

なお，マルコフ推移確率は過去の劣化履歴とは独立して定義される．図３－２において，検査時刻úAに

おいて健全度が iであることは検査結果から理解できる．しかし，検査時点úAより遡って，どの時刻に健

全度が i Ä 1から iに推移したかはわからない．しかし，マルコフ推移確率モデルでは，健全度が i Ä 1か

ら iに推移した時刻に関わらず，検査時刻úAから検査時刻úBの間に推移する確率は時刻úAにおける健全度

のみに依存するという性質（マルコフ性）を満足すると仮定する．マルコフ推移確率モデルは操作性に優

れており，マルコフ推移確率モデルは橋梁群の劣化予測や補修戦略を求めるというマクロなレベルでのア

セットマネジメント戦略を検討する場合に用いられる．
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注)　カレンダー時刻úiÄ1に健全度が iÄ 1から iに変化した場合，検査が
行われる時刻úA; úBは時刻úiÄ1を起点とするサンプル時点yA,yBと対応す
る．図中の劣化サンプルパスの場合，時点yCに健全度が１つ進行する．定
期検査スキームの場合，時刻úiÄ1を観測できないため，サンプル時間軸上
の時点yA,yB ,yCも観測できない．しかし，z = yC Ä yA 2 [0; Z)であると
いう情報を用いることができる．

図３－３　劣化過程のモデル化

3.3 非集計マルコフ推移確率

3.3.1 ハザードモデルの定式化

マルコフ推移確率 (3.2.1)を個別部材の劣化過程を表すハザードモデルを用いて定義しよう．目視点検に

より獲得できる観測情報には，個別部材の健全度だけでなく部材特性や橋梁の利用状態等，個別部材に特

有な非集計データが含まれる．また，橋梁によって検査間隔が異なる場合もある．このような多様なデータ

に基づいてマルコフ推移確率を推定するためには，個別部材が有する多様性を考慮できる推定方法を開発

することが望ましい．本章では，１）対象とするサンプルが有する個別情報に基づいて部材劣化のハザー

ドモデルを推定し，２）その結果を用いてマルコフ推移確率を推定するという２段階の推定方法を提案す

る．ハザードモデルは個々の橋梁部材の劣化過程を対象とした推移確率を推定することを目的としており，

ハザードモデルで求めたマルコフ推移確率を非集計マルコフ推移確率と呼ぶこととする．なお，橋梁部材

全体を対象とした平均的な推移確率を求める方法については，のちに3.4.3で言及する．

ある橋梁部材の劣化過程をハザードモデルを用いて定式化しよう．ハザードモデルの詳細は文献 [9];[10]

に譲るが，読者の便宜を図るためにハザードモデルを簡単に紹介する．いま，橋梁部材の劣化過程を図

３－３に示すようにモデル化しよう．カレンダー時刻úiÄ1において，健全度が iÄ 1から iに推移したと考

える．ここで，カレンダー時刻úiÄ1を初期時点yi = 0とする時間軸（以下，サンプル時間軸と呼ぶ）を導

入しよう．サンプル時間軸上の時刻を，以下「時点」と呼び，カレンダー時間軸上の「時刻」とは区別す
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る．検査時刻úA，úBは，サンプル時間軸上の時点yA，yBに一致する．当然のことながら，yA = úAÄúiÄ1，

yB = úB ÄúiÄ1が成立する．なお，定期検査スキームでは健全度 iが始まったカレンダー時刻úiÄ1に関する

情報を獲得できない．したがって，サンプル時間軸上の時点yA，yBも正確に把握できない．記述の便宜上，

当面サンプル時点情報が既知であると仮定して議論を進めるが，このことは本質的な仮定ではない．次節

で議論するように，サンプル時点情報yA，yBに関する情報を用いなくても，指数ハザードモデルを推定す

ることが可能である．

いま，時刻úi（時点yC）において，健全度が iから i+ 1に推移すると考えよう．この時，当該の部材の

健全度が iに留まる期間長（以下，健全度 iの寿命と呼ぶ）はêi = úi ÄúiÄ1 = yCと表せる．健全度 iの寿

命êiは確率変数であり，確率密度関数fi(êi)，分布関数Fi(êi)に従うと仮定する．ただし，健全度 iの寿命

êiの定義域は [0;1)である．分布関数の定義より

Fi(yi) =

Z yi

0

fi(êi)dêi (3.3.4)

が成立し，分布関数Fi(yi)は健全度が iとなった初期時点yi = 0 (時刻úA)からサンプル時間軸上のある時

点yi(時刻úiÄ1 + yi)までに健全度が iから i+ 1に変化した累積確率を表す．したがって，初期時点yi = 0

からサンプル時点yi 2 [0;1)まで，健全度が iのまま推移する確率 ~Fi(yi)は，時点yiまでに健全度が iから

i+ 1に変化する累積確率Fi(yi)を用いて

Probfêi ï yig = ~Fi(yi) = 1Ä Fi(yi) (3.3.5)

と定義できる．ここで，部材の健全度が時点yiまで状態 iで推移し，かつ期間 [yi; yi + Åyi)中に水準 i+ 1

に進展する条件付き確率は

ïi(yi)Åyi =
fi(yi)Åyi

~Fi(yi)
(3.3.6)

と表せる．いま，対象とする部材の健全度が時点yiまで iの状態で推移し，かつ時点yiで i+ 1に推移する

確率密度ïi(yi)をハザード関数と呼ぶ．

3.3.2 指数ハザードモデル

橋梁部材の劣化過程がマルコフ性を満足し，ハザード関数がサンプル時間軸上の時点yiに依存せず，常

に一定値íi > 0をとると仮定する．すなわち，

ïi(yi) = íi (3.3.7)

が成立する．指数ハザード関数 (3.3.7)を用いることにより，橋梁部材の劣化過程が過去の履歴に依存しな

いというマルコフ性を表現することが可能となる．さらに，íi 6= íj (i 6= j)を仮定する．式 (3.3.5)の両辺
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をyiに関して微分すれば，

d ~Fi(yi)

dyi
= Äfi(yi) (3.3.8)

を得る．この時，式 (3.3.6)は

ïi(yi) =
fi(yi)
~Fi(yi)

= Ä

d ~Fi(yi)
dyi

~F (yi)

=
d

dyi

ê
Ä log ~Fi(yi)

ë
(3.3.9)

と変形できる．ここで， ~Fi(0) = 1Ä Fi(0) = 1を考慮し，式 (3.3.9)を積分すれば

Z yi

0

ïi(u)du =
Ç
Ä log ~Fi(u)

Éyi
0

= Ä log ~Fi(yi) (3.3.10)

を得る．ハザード関数ïi(yi) = íiを用いれば，健全度 iの寿命がyi以上となる確率 ~Fi(yi)は

~Fi(yi) = exp

î
Ä

Z yi

0

ïi(u)du

ï

= exp(Äíiyi) (3.3.11)

と表される．すなわち，指数ハザードモデルが得られる．また，式 (3.3.8)より，健全度 iの寿命分布を表

す確率密度関数fi(êi)は次式で示される．

fi(êi) = íi exp(Äíiêi) (3.3.12)

いま，カレンダー時刻úiÄ1に健全度が iに推移し，検査時刻úAまで健全度 iが継続した場合を考えよう．

すなわち，時刻úAにおける検査の結果，健全度が iであるという観測結果が得られたとする．この時，サ

ンプル時間軸上の時点yAで，健全度が iであったという条件の下で，さらに時点yAから追加的に zi (ï 0)

以上にわたって健全度 iが継続する確率 ~Fi(yA + zijêi ï yA)は

~Fi(yA + zijêi ï yA)

= Probfêi ï yA + zijêi ï yAg (3.3.13)

と定義できる．確率 ~Fi(yi)の定義 (3.3.5)より，

Probfêi ï yA + zig

Probfêi ï yAg
=

~Fi(yA + zi)
~Fi(yA)

(3.3.14)

が成立する．式 (3.3.11)より，上式の右辺は

~Fi(yA + zi)
~Fi(yA)

=
expfÄíi(yA + zi)g

exp(ÄíiyA)

= exp(Äíizi) (3.3.15)
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と変形できる．すなわち，検査時点yAにおいて健全度が iに判定され，次の検査時点yB = yA + Zにおい

ても健全度が iに判定される確率は

Prob[h(yB) = ijh(yA) = i] = exp(ÄíiZ) (3.3.16)

と表される．ただし，Zは２つの検査時点の間隔を表す．確率Prob[h(yB) = ijh(yA) = i]はマルコフ推移

確率piiに他ならない．すなわち，指数ハザード関数を用いた場合，推移確率piiはハザード率íiと検査間隔

Zのみに依存し，時点yA，yBに関する確定的な情報を用いなくても推移確率を推定することが可能となる．

3.3.3 マルコフ推移確率の導出

指数ハザード関数を用いて，検査時点yAとyBの間に健全度が iから i+1に推移する確率を求めよう．２

つの検査時点に挟まれた期間 [yA; yB)の間に，健全度が iから i + 1に移行する事象が生起するためには，

１）時点yAから時点 si = yA + zi; (zi 2 [0; Z))まで健全度が iのまま推移し，２）時点yA + ziにおいて

健全度が iから i + 1に推移し，３）時点yA + ziから時点yBまで，健全度 i + 1が継続しなければならな

い．定期検査では健全度が iから i+ 1に推移した正確な時点を把握できないが，いま健全度の推移が時点

(yA + ñzi) 2 [yA; yB)に生起したと考えよう．この時，検査時点yAにおいて健全度が iであるという条件の

下で，時点yAから時点yA + ñziまで健全度が iに留まり，時点yA + ñziで健全度が iから i + 1に推移する条

件付き確率密度 gi(ñzijêi ï yA)は

gi(ñzijêi ï yA) =
fi(ñzi + yA)

~Fi(yA)
=
íi expfÄíi(ñzi + yA)g

exp(ÄíiyA)

= íi exp(Äíiñzi) (3.3.17)

と表せる．したがって，検査時点yAで健全度が iであり，かつ時点yA + ñziにおいて健全度が iから i+1に

変化し，かつ検査時点yBにおいて健全度が i+ 1と判定される条件付き確率密度 qi+1(ñzijêi ï yA)は

qi+1(ñzijêi ï yA)

= gi(ñzijêi ï yA)Å~Fi+1(yB Ä ñzi Ä yA)

= íi exp(Äíiñzi) expfÄíi+1(Z Ä ñzi)g

= íi exp(Äíi+1Z) expfÄ(íi Äíi+1)ñzig (3.3.18)

と表せる．以上の議論では，健全度が iから i+1に推移する時点ñsi = yA + ñziを固定していた．しかし，健

全度 iの寿命êiは確率変数であり，ñziは範囲 [0; Z)の中で変化しうる．２つの検査時点yAとyBの間で健全

度が iから i+ 1に推移するマルコフ推移確率pii+1は

pii+1 = Prob[h(yB) = i+ 1jh(yA) = i]
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=

Z Z

0

qi+1(zijêi ï yA)dzi

=

Z Z

0

íi exp(Äíi+1Z) expfÄ(íi Äíi+1)zigdzi

=
íi

íi Äíi+1
fÄ exp(ÄíiZ) + exp(Äíi+1Z)g (3.3.19)

と表せる．ただし，上式において，íiとíjの大小関係に関わらずpii+1 > 0が成立する．また，íi 6= íi+1の

仮定より，1 > pii+1が成立する．以上の性質は，式 (3.3.19)の導出過程より自明であり，証明は省略する．

つぎに，２つの検査時点の間に健全度が iから j (j ï i+ 2)まで２つ以上変化する場合をとりあげよう．

健全度 jの状態が継続する期間長の分布を表す確率密度関数をfj(yj)，分布関数をFj(yj)と表そう．健全度

jの状態に関するハザード関数をïj(yj) = íjと表す．期間 [yA; yB)の間に，健全度が iから jに移行する事象

が生起するためには，１）時点yAから時点ñsi = yA + ñzi 2 [yA; yB)まで健全度が iのまま推移し，２）時点

ñsi = yA + ñziにおいて健全度が iから i+1に推移し，３）時点ñsi = yA + ñziから時点ñsi+1 = ñsi + ñzi+1 (< yB)

まで健全度 i+ 1が継続し，時点ñsi+1において健全度が i+ 2に推移する．さらに，４）時点ñsjÄ1 (< yB)に

健全度が jに推移し，時点yBまで健全度 jが継続するという事象が同時に生起しなければならない．以上

の事象が同時に生起する条件付き確率密度 qj(ñzi;ñzi+1;ÅÅÅ;ñzjÄ1jêi ï yA)は

qj(ñzi;ñzi+1;ÅÅÅ;ñzjÄ1jêi ï yA)

= gi(ñzijêi ï yA)
jÄ1Y

m=i+1

fm(ñzm) ~Fj

†
Z Ä

jÄ1X

m=i

ñzm

!

=
jÄ1Y

m=i

ím Åexp

(
Ä

jÄ1X

m=i

ímñzm Äíj(Z Ä
jÄ1X

m=i

ñzm)

)

=
jÄ1Y

m=i

ím Åexp

(
ÄíjZ Ä

jÄ1X

m=i

(ím Äíj)ñzm

)
(3.3.20)

と表せる．以上の議論では，ñzi;ÅÅÅ;ñzjÄ1を固定していた．しかし，健全度 i (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)の寿命êiは確

率変数であり，zi ï 0;ÅÅÅ; zjÄ1 ï 0 (j î I)は

0 î zi + zi+1 +ÅÅÅ+ zjÄ1 î Z (3.3.21)

を満足する範囲の中で自由な値をとる．したがって，検査時点yAとyBの間で健全度が iから j (j ï i+ 2)

に推移するマルコフ推移確率pijは若干の計算により

pij = Prob[h(yB) = jjh(yA) = i]

=

Z Z

0

Z ZÄzi

0

ÅÅÅ

Z ZÄ
PjÄ 2

m=i
zm

0

qj(zi;ÅÅÅ; zjÄ1jêi ï yA)dziÅÅÅdzjÄ1

=
jX

l=i

lÄ1Y

m=i

ím
ím Äíl

jÄ1Y

m=l

ím
ím+1 Äíl

exp(ÄílZ)

(3.3.22)
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となる（付録参照）．ただし，式 (3.3.22)より，ímとík，ím+1とíkの大小関係に関わらず1 > pij > 0が成

立する．また，piIに関しては条件 (3.2.3)より

piI = 1Ä
IÄ1X

j=i

pij (3.3.23)

が成立する．指数ハザードモデルに基づいて導出したマルコフ推移確率は以下のように整理できる．

pii = exp(ÄíiZ) (3.3.24a)

pii+1 =
íi

íi Äíi+1
fÄ exp(ÄíiZ) + exp(Äíi+1Z)g

(3.3.24b)

pij =
jX

l=i

lÄ1Y

m=i

ím
ím Äíl

jÄ1Y

m=l

ím
ím+1 Äíl

exp(ÄílZ)

(j = i;ÅÅÅ; I) (3.3.24c)

piI = 1Ä
IÄ1X

j=i

pij(i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)　 (3.3.24d)

3.3.4 マルコフ推移確率の時間的整合性

式 (3.3.24a)-(3.3.24d)に示すように，マルコフ推移確率は検査間隔Zの値に依存する．このことを明示的

に示すために，マルコフ推移確率をpij(Z)と表そう．さらに，検査間隔Zに対して定義されるマルコフ推

移確率行列をP (Z)と表す．ただし，

P (Z) =

0
BB@

p11(Z) ÅÅÅ p1I(Z)
...

. . .
...

0 ÅÅÅ pII(Z)

1
CCA (3.3.25)

である．いま，２種類の検査間隔ZとnZに着目しよう．ただし，nは整数である．マルコフ推移確率行列

P (Z)とP (nZ)は，同一の劣化現象を異なる時間間隔に対して記述したものである．したがって，２つの

マルコフ推移確率行列P (Z)，P (nZ)に対して

P (nZ) = fP (Z)gn (3.3.26)

が成立しなければならない．条件 (3.3.26)をマルコフ推移確率行列の時間的整合性条件と呼ぼう．マルコ

フ推移確率行列が時間的整合性条件を満足するためには，マルコフ推移確率pijの間に一定の数学的構造が

成立しなければならない．指数ハザードモデルを用いて導出した推移確率 (3.3.24a)-(3.3.24d)は時間的整

合性条件を満足することが理論的に保証される（付録参照）．換言すれば，推移確率 (3.3.24a)-(3.3.24d)に

含まれる検査間隔Zの値を変化させることにより，任意の時間間隔Zに対してマルコフ推移確率行列を求

めることが可能となる．
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3.4 マルコフ推移確率の推定方法

3.4.1 定期点検データの内容

同種の橋梁の部材に関するK個の定期検査データが得られたとする．検査サンプルk (k = 1;ÅÅÅ; K)には，

２個の連続する定期検査が実施されたカレンダー時刻úkAとú
k
Bと，各検査で計測された部材の健全度のレー

ティングh(úkA); h(úkB)に関する情報が記述されている．検査サンプルにより，検査間隔が異なっていても差し

支えがない．以上の検査データに基づいて，検査サンプルkの検査間隔をZk = úkBÄú
k
Aと定義する．さらに，

２つの検査時刻における劣化推移パターン情報に基づいて，ダミー変数ékij (i; j = 1;ÅÅÅ; I；k = 1;ÅÅÅ; K)

を

ékij =

(
1 h(úkA) = i; h(úkB) = jの時

0 それ以外の時
(3.4.27)

と定義する．さらに，橋梁の劣化速度に影響を及ぼす，橋梁の構造特性や使用環境を表す特性ベクトルを

xk = (xk1 ;ÅÅÅ; x
k
R)と表す．ただし，xkr (r = 1;ÅÅÅ; R)は橋梁部材サンプルkのr番目の特性変数の観測値

を表す．定期検査スキームの下で得られる検査サンプルkが有する情報はÑk = (ékij ; Z
k;xk)として整理で

きる．

一方，橋梁部材サンプルk = (k = 1;ÅÅÅ; K)の劣化過程を指数ハザード関数

ïki (y
k
i ) = íki (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)

を用いて表現しよう．健全度 Iはマルコフ連鎖の吸収状態でありpII = 1が成立するためハザード率は定義

されない．橋梁の劣化過程を特徴づけるハザード率íki (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1; k = 1;ÅÅÅ; K)は橋梁部材の特性ベ

クトルに依存して変化すると考え，ハザード率íkiを特性ベクトルx
kを用いて

íki = xkå0i (3.4.28)

と表そう．ただし，åi = (åi;1;ÅÅÅ; åi;R)は未知パラメータåi;r (r = 1;ÅÅÅ; R)による行ベクトルである．記

号 0は転置操作を表す．マルコフ推移確率の推定手順の第１段階では，検査サンプル情報Ñk (k = 1;ÅÅÅ; K)

に基づいて指数ハザード関数ïki (y
k
i ) = íkiを推定することになる．3.4.2では，指数ハザード関数を推定す

る方法について述べる．ついで，第２段階においては，推定した指数ハザード関数を用いてマルコフ推移

確率を推定することになる．本章で提案する方法論では，個別部材ごとにマルコフ推移確率を推定するこ

とが可能である．しかし，現実の橋梁マネジメントにおいて，個別の部材ごとに最適補修戦略を求めると

問題が過度に煩雑になる．このため，類似の部材を対象にして平均的なマルコフ推移確率を推定した方が

便利な場合が少なくない．そこで，3.4.3で推定した指数ハザードモデルを用いて平均的なマルコフ推移確

率を推定する方法について説明する．なお，指数ハザードモデルを用いれば，橋梁マネジメントのための

リスクマネジメント指標を導出できる．すなわち，当該レーティングにはじめて到達した時点から，劣化
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が進展して次のレーティングに進むまでの期待期間長（以下，レーティング期待寿命と呼ぶ）は，生存関

数 ~Fi(yki )を用いて

RMDk
i =

Z 1

0

~Fi(y
k
i )dy

k
i (3.4.29)

と表される [9]．ここで，指数ハザード関数を用いた生存関数 ~Fi(yki )が式 (3.3.11)で表されることに留意す

れば，レーティング期待寿命は

RMDk
i =

Z 1

0

exp(Äíki y
k
i )dy

k
i =

1

íki
(3.4.30)

と表される．

3.4.2 ハザードモデルの推定方法

検査サンプルkに関して獲得できる情報はÑk = (ñékij ; ñZ
k; ñxk)である．記号「ñ　」は実測値であることを

示す．マルコフ推移確率は指数ハザード関数を用いて式 (3.3.24a)-(3.3.24d)のように表すことができる．マ

ルコフ推移確率には各健全度におけるハザード率íki (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1; k = 1;ÅÅÅ; K)が含まれるが，ハザー

ド率は橋梁部材の特性ベクトルñxkを用いて式 (3.4.28)で表現できる．また，劣化推移確率はデータが観察

された検査間隔ñZkにも依存する．このことを明示的に表すため推移確率pijを目視検査による実測データ

( ñZk; ñxk)と未知パラメータå = (å1;ÅÅÅ;åIÄ1)の関数としてpij( ñZ
k; ñxk : å)と表そう．いま，K個の橋梁

部材の劣化現象が互いに独立であると仮定すれば，全検査サンプルの劣化推移パターンの同時生起確率密

度を表す対数尤度関数を

ln[L(å)] = ln

2
4
IÄ1Y

i=1

IY

j=i

KY

k=1

à
pij( ñZ

k; ñxk : å)
âñékij

3
5

=
IÄ1X

i=1

IX

j=i

KX

k=1

ñékij ln
Ç
pij( ñZ

k; ñxk : å)
É

(3.4.31)

と表わせる [12];[13]．検査データñékij , ñZk, ñxkはすべて確定値であり，対数尤度関数は未知パラメータåの関

数である．ここで，対数尤度関数 (3.4.31)を最大にするようなパラメータ値åの最尤推定値は

@ ln[L(å̂)]

@åi;r
= 0; (3.4.32)

(i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1; r = 1;ÅÅÅ; R)

を同時に満足するようなå̂= (å̂1;1;ÅÅÅ; å̂IÄ1;R)として与えられる．最適化条件は (I Ä 1)R次の連立非線形

方程式であり，Newton法を基本とする逐次反復法 [14]を用いて解くことができる．さらに，パラメータの

漸近的な共分散行列の推定値Ü̂ (å̂)は，

Ü̂ (å̂) =

"
@2 lnfL(å̂)g

@å@å0

#Ä1
(3.4.33)
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と表すことができる．ただし，上式の右辺の逆行列は@2 lnfL(å̂)g=@åi;r@åi0;r0を要素とする (IÄ1)RÇ(IÄ1)R

次のFisher情報行列の逆行列である．

3.4.3 マルコフ推移確率の平均化操作

マルコフ推移確率は橋梁特性xkと検査間隔Zkが与えられれば，式 (3.3.24a)-(3.3.24d)により推定できる．

検査間隔Zkを変化させることにより，任意の検査間隔に対して時間的整合性の条件を満足するようなマル

コフ推移確率行列を推定することができる．本章で提案した方法により，個々の橋梁部材ごとに，その部

材固有のマルコフ推移確率行列を推定することが可能である．しかし，数多くの橋梁全体としての劣化パ

ターンを予測する場合，個別の橋梁部材ごとの推移確率よりも，平均的な推移確率を求める方が便利な場

合が多い．そのためには，時間的整合性条件を満足するような推移確率行列の平均化操作法を開発するこ

とが必要となる．本章ではハザード率íki (k = 1;ÅÅÅ; K)に着目した平均化操作を提案しよう．いま，対象

とする橋梁部材母集団における橋梁特性の分布関数をÄ(x)と表そう．この時，母集団におけるハザード率

の期待値E[íi]は

E[íi] =

Z

Ç

xå0idÄ(x) (3.4.34)

と表せる．Çはサンプル母集団を表す．マルコフ推移確率を指数ハザード関数 (3.3.24a)-(3.3.24d)で推定す

る場合，個々のサンプルごとに定義できるハザード率íki (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1; k = 1;ÅÅÅ; K)を用いて定義され

るマルコフ推移確率行列は時間的整合性条件を満足する．したがって，平均化操作 (3.4.34)を用いて推定

したマルコフ推移確率行列も時間的整合性条件を満足する．

3.5 適用事例

3.5.1 適用事例の概要

本章で提案したモデルを，ニューヨーク市（以下，NY市と略す）が過去10年間 (1987～1996年)に実施

した目視検査結果を用いて，実際に推定する．米国では，すべての橋梁に対して少なくとも2年に一度，目

視検査を実施することが義務付けられている．NY市は2000年時点で，合計764橋の橋梁を管理している．

ちなみに，それらの平均年齢は，2000年時点で約75歳に達している．NY市では1982年よりNY州の定め

る橋梁検査マニュアル [15]に従って，上部構造25部材，下部構造22部材を対象とした目視検査を実施し

ている．検査結果は，部材ごとに健全度として7から1のレーティングで評価される．目視検査は各スパ

ンに対して実施され，同一部材が複数ある場合には複数あるレーティングの中でもっとも悪い状態のレー

ティングが当該スパンのレーティングの代表値となる．これらの目視検査の結果は，橋梁番号ごとにデー

タベースに保存され，デジタル化される．データベースにはこの他にも橋梁形式，構造諸元，所在地，ス

パン数，平均交通量などが保存されている．
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表３－１　健全度７段階評価基準 [15]
健全度 物理的な意味（床版）

1 新設状態，劣化の兆候がほとんどみられない．

2 1と3の中間
3 一部分で漏水が確認できる．（漏水を伴う

一方向ひび割れ，端部で斑点状の漏水）

4 3と5の中間
5 床版面積75%以上から漏水が確認できる．

一部分で剥離や剥落が確認できる．

桁上フランジに沿った遊離石灰が確認できる．

6 5と7の中間
7 深刻な剥落や遊離石灰が確認できる．

抜け落ちやその傾向が確認できる．

注)　NY市の健全度評価では，新設状態をレーティング７に，以降劣化が
進行するほどレーティング番号が小さくなるように健全度が表記されてい

る．

本章では，対象部材として，直接輪荷重が作用し，維持管理上の重要部材である床版を取り上げた．床

版を対象とした健全度のレーティングと物理的な意味を表３－１に示す．NY州の橋梁検査マニュアル [15]

では，床版に生じる様々な損傷（ひび割れ，剥離，漏水・遊離石灰，抜け落ち等）を損傷毎に区分せずに総

合的に評価している．一方，我が国の橋梁点検，例えば橋梁定期点検要領（案）[16]では，ひびわれ損傷を

中心に劣化メカニズムに則した5段階のレーティング評価（a～e）を与え，さらに各レーティングにはひ

びわれ幅や長さの範囲が定量的に示されているために，評価をより客観的に行うことができる．また，ひ

びわれ性状にかかわらず，剥離，鉄筋露出を生じている場合は別項目で評価し，ひびわれからの漏水，遊

離石灰や錆汁はひびわれの項目で評価する．このような差異が存在するものの，床版の損傷状態に対する

両者のレーティングを比較すると，その評価は概ね対応（2→a，3→b，4→ c，5→d，6 & 7→ e）が取れ

ている．

本章ではこのデータベースの履歴データを用いて指数ハザード関数のパラメータを推定した．橋梁の構

造特性や使用環境を表す特性変数xとして，データの利用可能性を考慮してx1 = 1：定数項，x2：平均交

通量，x3：床版面積（橋面積/スパン数）を採用した．なお，補修が実施されたり，検査誤差等の理由によ

り，定期検査によるレーティングの判定結果が従前のものより回復しているサンプルを除いた．さらに，平

均交通量，床版面積に関するデータが同時に利用可能であるサンプルのみを抽出した．その結果，指数ハ

ザードモデルの推定のために合計32,902個のサンプルで構成されるデータベースを作成した．なお，各サ

ンプルの説明変数である交通量，床版面積は対象とする総サンプル32,902 個の中の最大値を用いて規格化

している．
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表３－２　指数ハザードモデルの推定結果
健全度 サンプル数 定数項 平均交通量 床版面積

åi;1 åi;2 åi;3
1 2152 0.3289 － 1.3648

(26.144) － (2.547)
2 5605 0.2071 0.0779 0.8427

(25.432) (2.537) (5.099)
3 14780 0.1334 0.1379 －

(32.016) (8.456) －

4 13119 0.0847 0.0961 0.0755
(21.154) (6.608) (3.250)

5 4715 0.0979 － －

(21.742) － －

6 993 0.1288 0.3842 －

(6.951) (4.067) －

注）括弧内は tÄ値を表す．サンプル数の数え上げにあたり，健全度 iから
jへの推移サンプルはíiからíjまでのそれぞれの健全度に対応する指数ハ
ザードモデルの推定において用いられるため，各健全度の指数モデルの推

定に用いたサンプルとして重複して計上している．その結果，サンプル数

の総計はデータベースに含まれるデータ数（32,902個）と一致しない．

3.5.2 推定結果

上記のデータベースに基づいて，指数ハザードモデルを推定した．同データベースでは，健全度が７つの

レーティングで評価されている．健全度7の状態を除く合計6つのレーティングに対して６つの指数ハザー

ドモデルが定義される．各サンプルに対して２つの異なる時点で実施された目視検査におけるレーティン

グの結果が記述されている．指数ハザードモデル (3.4.28)を，適用事例で用いる説明変数を用いて具体的

に書き表せば，

íki = åi;1 +åi;2x
k
2 +åi;3x

k
3 (3.5.35)

(i = 1;ÅÅÅ; 6; k = 1;ÅÅÅ; K)

となる．このように指数ハザードモデルを定義すれば，６つのレーティングのそれぞれに対してåi;1; åi;2; åi;3 (i =

1;ÅÅÅ; 6)という３つの未知パラメータが存在するため，合計18個の未知パラメータが存在する．当初，18

個のパラメータすべてを用いて指数ハザードモデルを推定したが，符号条件や tÄ値が低いパラメータが存

在した．そのため，説明変数xk2 ; x
k
3の有無を変更した組み合わせのそれぞれに対して指数ハザードモデル

を推定した．その中で，符号条件を満足し，かつ説明変数の説明力に関する仮説を有意水準5%の tÄ検定

で棄却されないような説明変数の組み合わせを抽出し，対数尤度 (3.4.31)がもっとも大きくなるような説

明変数の組み合わせを選択した．表３－２には以上の手順で推定した指数ハザードモデルのパラメータの

最尤推定値å̂を示している．また，同表には各健全度の指数モデルを推定するために用いることができる

サンプル数と各説明変数の tÄ値を示している．

推定した指数ハザードモデルを用いてマルコフ推移確率行列を求めることができる．本章で提案した方
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表３－３　レーティング期待寿命

健全度 E[íi] E[RMDk
i ](年) E[RMD

k
i ]（年）

（推定結果) （数え上げ）

1 0.3074 3.25 3.49
2 0.2605 4.33 4.38
3 0.1653 6.27 6.29
4 0.1048 10.04 9.43
5 0.0866 11.55 7.64
6 0.2067 5.11 14.39

法論に基づけば，各サンプルごとにマルコフ推移確率行列を求めることができる．このようにして推定し

たマルコフ推移確率行列は膨大な量に及ぶため，3.4.3で議論した平均化操作を行うことにより平均的なマ

ルコフ推移確率行列を求めよう．さらに，本章で提案した推定方法の有効性を分析するために，簡便な数

え上げ法を用いて，マルコフ推移確率行列を推定しておこう．数え上げ法によるマルコフ推移確率ñpijは

ñpij =
h(úA) = iかつh(úB) = jである個数

h(úA) = iである個数
(3.5.36)

と定義される．ただし，数え上げ法によりマルコフ推移確率を求める場合には，検査間隔を固定する必要

がある．そこで，最も多くのサンプルデータが取れる検査間隔として2年を選択している．その結果，デー

タサンプル数は26,748個となる．また，このように作成したデータベースに含まれるサンプルの平均交通

量は0.2266，平均床版面積は0.0431である．前述したように，交通量，床版面積は総サンプル数32,902個

の中に含まれる最大値に対して基準化した値を示している．つぎに，以上のようにして再定義したデータ

ベースに対して，指数ハザード関数を推定するとともに式 (3.4.34)を用いて期待ハザード率E[íi]を求めた．

その結果を表３－３に示している．さらに，当該レーティングにはじめて到達した時点から，劣化が進展し

て次のレーティングに進むまでのレーティング期待寿命は式 (3.4.30)で表される．そこで，26,748個のサ

ンプルに対してレーティング期待寿命RMDk
iを求め，全サンプルに対して平均値E[RMDk

i ]を求めた．そ

の結果を表３－３に併記している．さらに，表３－３には数え上げにより求めた各レーティング期待寿命

E[RMD
k
i ]も併記している．レーティング期待寿命E[RMD

k
i ]は，数え上げにより求めた推移確率 (3.5.36)

を用いれば

E[RMD
k

i ] = 2ñpiI(2) +
1X

l=1

IÄ1X

m=i

(2l + 2)Åñpim(2l)ñpmI (2)

Ä
IÄ1X

m=i+1

E[RMD
k
m] (3.5.37)

と定義できる．ただし，ñpij(2l)は数え上げにより求めた推移確率行列を l乗することにより求めた2l年間の

推移確率を示している．上式の右辺第1項，第2項の和は iから Iに至る期待経過年数を表す．また，第3項

は i+ 1から I Ä 1までのレーティング期待寿命RMD
k
iの和であり，i+ 1から Iに至る期待経過年数を意味

する．すなわち，健全度 iのレーティング期待寿命E[RMD
k

i ]は，健全度 iから健全度 Iまでに到達するま
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表３－４　推定結果（推移確率行列）
健全度 1 2 3 4 5 6 7
1 0.5408 0.3485 0.0984 0.0116 0.0006 0.0000 0.0000
2 0 0.5939 0.3409 0.0606 0.0044 0.0002 0.0000
3 0 0 0.7185 0.2525 0.0273 0.0015 0.0002
4 0 0 0 0.8109 0.1731 0.0139 0.0021
5 0 0 0 0 0.8410 0.1295 0.0295
6 0 0 0 0 0 0.6614 0.3386
7 0 0 0 0 0 0 1

表３－５　数え上げによる推移確率行列
健全度 1 2 3 4 5 6 7
1 0.5382 0.3929 0.0595 0.0070 0.0018 0.0006 0.0000
2 0 0.6235 0.3272 0.0463 0.0022 0.0005 0.0002
3 0 0 0.7203 0.2557 0.0222 0.0018 0.0000
4 0 0 0 0.8046 0.1800 0.0126 0.0028
5 0 0 0 0 0.8413 0.1040 0.0547
6 0 0 0 0 0 0.8610 0.1390
7 0 0 0 0 0 0 1

での期待経過年数から，健全度 i+ 1から健全度 Iまでに到達するまでの期待経過年数を差し引いた値とし

て定義される．

本実証分析で用いたデータベースは極めて多くのサンプルを有しており，劣化が進んでいない状態（健

全度が1～3）におけるレーティング期待寿命は，本章で提案した推定方法を用いた場合と数え上げ法に基

づく場合の双方でそれほど大きな違いはない．しかし，劣化が進んだ状態（健全度4～6）ではレーティン

グ期待寿命が大きく異なっている．さらに，平均化操作により求めたマルコフ推移確率行列を表３－４に

示している．また，数え上げ法によって求めたマルコフ推移確率行列を表３－５に示している．健全度指

標が大きくなれば，１）サンプル数が相対的に少なくなること，２）サンプル属性による推移確率の差異

が大きくなること等により，平均化操作で求めた推移確率と数え上げ法によって求めた推移確率の差異が

大きくなっている．

数え上げ法に基づく場合，交通量や床版面積の違いがマルコフ推移確率に及ぼす影響を分析できない．

一方，本章で提案した方法によれば，交通量や床版面積の違いが劣化速度に及ぼす影響をモデル化できる．

そこで，交通量や床版面積を変化させることにより，劣化速度がどのように変化するかを分析しよう．マル

コフ推移確率行列に対して平均的な劣化の進展を表す劣化期待値パスを定義する．期待値パスは，ある健

全度からレーティング期待寿命RMDk
iを経ると次の健全度に推移するように，平均的な劣化の進展過程を

描いたグラフを意味する．図３－４には交通量をサンプル平均交通量0.2266，床版面積をサンプル平均面

積0.0431に設定したベンチマークケース（以下，BMケースと表す）における劣化期待値パスを示してい

る．同図では，初期時点から一定の経過年数を経るごとに健全度が悪化するような劣化過程が描かれてい

る．劣化期待値パスは，健全度が１ランク推移するのに要する経過年数がそれぞれの健全度におけるレー

ティング期待寿命に一致するような劣化過程を表現している．同図に示すように，劣化期待値パスは経過
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図３－４　劣化期待値パス（交通量の変化）
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図３－５　劣化期待値パス（床版面積の変化）
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年数に対して必ずしも上方に凸に形状を示していない．このことは健全度が離散的な状態変数として定義

される指標であり，基数的な尺度として連続的に表現される指標ではない点に起因する．健全度を判定す

る基準が変更されれば，当然のことながら劣化期待値パスの形状は異なる．

図３－４には，BMケース（交通量0.2266）に対して利用交通量を，a) 最小（交通量0:0）にした場合，

b) 0.3倍にした場合，c) 3倍にした場合，d) 最大（交通量1:0）にした場合における劣化期待値パスも示し

ている．同図に示すように，床版の劣化が進んでいない場合（健全度が1～3の場合）には，交通量の多寡

は床版の劣化に大きな影響を及ぼさない．しかし，一度劣化が進展すれば，交通量が多くなるほど劣化の

進展がより顕著に現れる．一方，図３－５は，BMケース (平均交通量0.2266，平均床版面積0.0431)に対

して，床版面積を変化させることにより，劣化速度がどのように変化するかを分析した結果を示している．

同図に示すように，床版面積が大きいほど，劣化の進展が早いことが理解できる．交通量の場合と異なり，

劣化がそれほど進展していない健全度2の段階において，すでに床版面積の大小が劣化期待値パスに影響

を及ぼしている．

3.5.3 サンプル数と推定精度

本実証分析で用いたデータベース（以下，原データベースと呼ぶ）は32,902個のサンプルを含む充実し

た内容になっている．しかし，多くの橋梁アセットマネジメントの現場では，それほど十分な目視検査サ

ンプルを獲得できない場合が少なくない．この場合，どの程度のサンプル数を確保すれば，十分な推定結

果が得られるかが問題となる．当然のことながら，指数ハザードモデルの推定精度を議論するためには，

マネジメントの対象とする橋梁に関するデータに基づいた分析が不可欠である．ここでは，１つの思考実

験として，本章で用いたデータベースの中から，データをランダムサンプリングしたデータベースを人為

的に再構成し，サンプル数の多寡が指数ハザード関数の推定結果に及ぼす影響を分析することとする．こ

れにより，NY市のデータベースの場合において，どの程度のサンプル数があれば原データベースと同様

の推定結果が得られるかを明らかにすることができる．いま，原データベースに基づいて推定した指数ハ

ザード関数のパラメータ最尤推定値をå̂と表そう．さらに，抽出データベース tに基づいて推定した最尤推

定値をå̂
t
と表そう．原データベースと抽出データベースに基づいて推定した指数ハザード関数は次式で表

される．

í̂ki = å̂i;1 + å̂i;2x
k
2 + å̂i;3x

k
3 (3.5.38a)

(i = 1;ÅÅÅ; 6; k = 1;ÅÅÅ; n)

í̂k;ti = å̂ti;1 + å̂ti;2x
k
2 + å̂ti;3x

k
3 (3.5.38b)

(i = 1;ÅÅÅ; 6; k = n+ 1;ÅÅÅ; n + n0)
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ただし，xk2 ; x
k
3 (k = 1;ÅÅÅ; n)，xk2 ; x

k
3 (k = n + 1;ÅÅÅ; n + n0)は，それぞれ原データベース，抽出データ

ベースのサンプルデータを，n，n0はそれぞれのデータベースのサンプル数である．ここで，２つのデータ

ベースをプールした新しいデータベースを定義し，サンプルk (k = 1;ÅÅÅ; n + n0)に対して指数ハザード

関数

~íki = (å̂i;1 +ékç̂i;1) + (å̂i;2 +ékç̂i;2)x
k
2

+(å̂i;3 +ékç̂i;3)x
k
3 (3.5.39)

を定義しよう．ただし，

8
><
>:

ç̂i;1 = å̂ti;1 Ä å̂i;1

ç̂i;2 = å̂ti;2 Ä å̂i;2

ç̂i;3 = å̂ti;3 Ä å̂i;3

(3.5.40)

である．ék (k = 1;ÅÅÅ; n+ n0)はダミー変数であり

ék =

(
0 k = 1;ÅÅÅ; n

1 k = n+ 1;ÅÅÅ; n+ n0
(3.5.41)

と表せる．ここで，原データベースに基づいて推定した指数ハザードモデルと，抽出データベースに基づ

いて推定した指数ハザードモデルが一致するかどうかを分析するために，推定値間å̂，å̂
t
の同一性を検定

するためのChowテスト [17]を利用しよう．すなわち，指数ハザードモデルの一致性を検定するための帰

無仮説H0と対立仮説H1を

(
H0 : ç̂i;r =and 0 (i = 1;ÅÅÅ; 6; r = 1; 2; 3)

H1 : ç̂i;r 6=or 0 (i = 1;ÅÅÅ; 6; r = 1; 2; 3)
(3.5.42)

と定義する．帰無仮説H0はすべての i = 1;ÅÅÅ; 6; r = 1; 2; 3に対して，ç̂i;r = 0が同時に成立することを要

求している．これに対して，対立仮説H1は任意の i = 1;ÅÅÅ; 6; r = 1; 2; 3に対して１つでもç̂i;r 6= 0が成立

することを意味する．抽出データベースに基づいた推定結果が，原データベースの推定結果と一致すると

いう帰無仮説H0を対立仮説H1に対して検定するための尤度比検定統計量は

ò= 2
n
ln[L(å̂; ç̂)]Ä ln[L(~å)]

o
(3.5.43)

ln[L(å̂; ç̂)] =
6X

i=1

7X

j=i

n+n0X

k=1

ñékij ln
h
pij( ñZk; ñxk : å̂; ç̂)

i

ln[L(~å)] =
6X

i=1

7X

j=i

n+n0X

k=1

ñékij ln
h
pij( ñZk; ñxk : ~å)

i

と表せる．ここに，ç̂= (ç̂1;1;ÅÅÅ; ç̂6;3)である．また，ln[L(å̂; ç̂)]は制約がない（帰無仮説H0の制約がな

い）場合の尤度を，ln[L(~å)]は帰無仮説H0の制約下での尤度を表す．~åは帰無仮説H0の下での最尤推定値

を表す．なお，表３－２に示すように，説明変数によっては指数ハザードモデルの推定値がå̂i;r = 0となっ
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図３－６　サンプル数と推定精度

ているパラメータが存在する．すなわち，指数ハザードモデル (3.5.39)において，å̂i;r 6= 0であるパラメー

タは13個存在する．異なるデータベースに対するChowテストの結果を相互に比較するために，尤度比検

定統計量の自由度を統一しておく必要がある．そこで，本章では原データベースを用いて推定した指数ハ

ザードモデルにおいてå̂i;r = 0となるパラメータに対してはå̂ti;r = 0を仮定する．すなわち，ハザードモデ

ル (3.5.39)の推定に当たっては，ç̂i;r = 0という制約を設けることとする．したがって，尤度比検定統計量

の自由度は原データベースに基づいて推定した指数ハザードモデルにおいてå̂i;r 6= 0となるパラメータ数で

ある13となる．その結果，検定統計量òが棄却域òï ü2(100Äã)(13)に入れば，有意水準ã％で帰無仮説H0を

棄却できる．ただし，ü2(100Äã)(13)は自由度13のü2分布を表す．帰無仮説H0が棄却された場合，抽出デー

タベースに基づいて推定した指数ハザードモデルは，原データベースに基づいて推定した指数ハザードモ

デルと一致しないと判断できる．いま，原データベースから抽出するサンプル数を固定しよう．抽出サン

プル数として，1000個から500個単位で4000個まで増加させた7通りのケースを設定した．その上で，抽

出サンプル数を所与とした各ケースに対して，原データベースからサンプルをランダム抽出することによ

り，合計1,000通りの抽出データベースを作成した．したがって，7ケース全体では7,000個の抽出データ

ベースが作成されたことになる．つぎに，抽出サンプル数を固定した各ケースにおける1000個の抽出デー

タベースのそれぞれに対して指数ハザードモデルを作成し，検定統計量ò（式 (3.5.43)参照）を求めた．そ

の上で，1000個の抽出データベースのそれぞれに対して求めた検定統計量òに対して，有意水準1%で仮説

H0が棄却されるか否かを分析した．いま，抽出データベースに含まれるサンプル数wに対して仮説H0が
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棄却される割合ö(w)を

ö(w) =
仮説H0が棄却されるデータベース数

総データベース数
(3.5.44)

と定義する．図３－６は抽出データベースのサンプル数wと仮説H0の棄却率ö(w)の関係を示している．そ

の結果，抽出データベースに含まれるサンプル数が多くなるにつれて，仮説H0が棄却される割合が減少す

ることが読みとれる．本実証分析に関する限り，抽出サンプル数が1000個のケースでは25.4%以上の抽出

データベースにおいて，抽出サンプル数1500個のケースでは9.6%以上の抽出データベースにおいて仮説

H0が棄却されている．すなわち，1,500個程度のサンプル数で指数ハザードモデルを推定した場合，確率

0.1程度で原データベースの推定結果とは異なる推定結果が得られる危険性が存在する．仮説H0の棄却率

を5%以下に抑えるためには，少なくとも2,000個以上程度のサンプル数を確保することが必要となる．以

上の知見は本章で用いたデータベースに対してのみ成立する事項ではあるが，本データベースの場合，原

データベースに基づく場合と同等程度の推定精度を確保するためには，目視点検の実績を相当程度（2,000

サンプル以上）に蓄積することが必要であることが理解できる．

3.6 結言

本章では橋梁部材の統計的劣化予測のためのマルコフ推移確率を推定する方法論を提案した．その際，橋

梁部材の健全度を複数の健全度で表すとともに，健全度間の推移過程を指数ハザードモデルを用いて表現

した．さらに，定期検査データに基づいて指数ハザードモデルを最尤推定する方法論を提案した．本章で

提案した方法論により，構造特性や使用環境，検査状況が異なる異質な検査データを用いて，それぞれの

橋梁部材の劣化特性を非集計的に推定することが可能となる．本章で提案した指数ハザードモデルにより，

マルコフ推移確率を任意の時間間隔に対して時間整合的に推定することが可能となる．さらに，鋼橋を対

象とした適用事例を通じて，本章で提案したマルコフ推移確率推定法の有用性を実証的に検証した．本章

で提案した方法論は鋼橋以外にも幅広い土木構造物の劣化予測に適用が可能であり，今後実証的な適用研

究を蓄積していく必要がある．そのためは，更なる劣化ハザードモデルの拡張が必要である．本章で提案

した多段階指数ハザードモデルは，構造物の劣化が過去の劣化過程に依存しないという性質を持っている

ことから，土木施設の劣化の進展速度が使用時間に依存するようなケースにはそのまま適用できない．こ

の場合，施設の劣化過程が使用時間という過去の履歴に依存するような土木施設の劣化予測モデルの開発

が必要となる．この時間依存型劣化予測モデルについては，次章で述べることにする．
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付録　数学的補足

1)　式(3.3.22)の導出過程　ñím;j = ím Äíjと置く．

式 (3:3:22)

=

Z Z

0

ÅÅÅ

Z ZÄ
PjÄ 3

m=i
zm

0

jÄ1Y

m=i

ím exp(ÄíjZÄ
jÄ2X

m=i

ñím;jzm)

Z ZÄ
PjÄ 2

m=i
zm

0
exp(ÄñíjÄ1;jzjÄ1)dziÅÅÅdzjÄ1

= Ä
1

ñíjÄ1;j

Z Z

0

ÅÅÅ

Z ZÄ
PjÄ 3

m=i
zm

0

jÄ1Y

m=i

ím exp(ÄíjÄ1Z)

exp(Ä
jÄ2X

m=i

ñím;jzm +
jÄ2X

m=i

ñíjÄ1;jzm)dziÅÅÅdzjÄ2

+
1

ñíjÄ1;j

Z Z

0

ÅÅÅ

Z ZÄ
PjÄ 4

m=i
zm

0

jÄ1Y

m=i

ím exp(ÄíjZ)

exp(Ä
jÄ3X

m=i

ñím;jzm)

Z ZÄ
PjÄ 3

m=i
zm

0

exp(ÄñíjÄ2;jzjÄ2)

dziÅÅÅdzjÄ2

第１項を整理すると，

Ä
1

ñíjÄ1;j

Z Z

0

ÅÅÅ

Z ZÄ
PjÄ 3

m=i
zm

0

jÄ1Y

m=i

ím exp(ÄíjÄ1Z)

exp(Ä
jÄ2X

m=i

ñím;jÄ1zm)dziÅÅÅdzjÄ2

= Ä
íj

ñíjÄ1;j

Z Z

0

ÅÅÅ

Z ZÄ
PjÄ 3

m=i
zm

0

jÄ2Y

m=i

ím

exp(ÄíjÄ1Z Ä
jÄ2X

m=i

ñím;jÄ1zm)dziÅÅÅdzjÄ2

= Ä
íjÄ1
ñíjÄ1;j

pijÄ1

第２項を整理すると，

Ä
1

ñíjÄ1;jñíjÄ2;j

Z Z

0
ÅÅÅ

Z ZÄ
PjÄ 4

m=i
zm

0

jÄ1Y

m=i

ím exp(ÄíjZ)

exp(Ä
jÄ3X

m=i

ñím;jzm)
h
expfÄñíjÄ2;j(Z Ä

jÄ3X

m=i

zm)g Ä 1
i

dziÅÅÅdzjÄ3

= Ä
íjÄ1íjÄ2

ñíjÄ1;jñíjÄ2;j
pijÄ2
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+
1

ñíjÄ1;jñíjÄ2;j

Z Z

0

ÅÅÅ

Z ZÄ
PjÄ 4

m=i
zm

0

jÄ1Y

m=i

ím exp(ÄíjZ)

exp(Ä
jÄ3X

m=i

ñím;jzm)dziÅÅÅdzjÄ3

上記のように展開していくと，pijは

pij = Ä
íjÄ1
ñíjÄ1;j

pijÄ1 Ä
íjÄ1íjÄ2

ñíjÄ1;jñíjÄ2;j
pijÄ2 ÄÅÅÅ

+
jÄ1Y

m=i

1
ñím;j

Z Z

0

jÄ1Y

m=i

ím exp(ÄíjZ) exp(Äñíi;jzi)dzi

= Ä
jÄ1X

k=i+1

jÄ1Y

m=k

ím
ñím;j

pik

Ä
jÄ1Y

m=i
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ñím;j

fexp(ÄíiZ)Ä exp(ÄíjZ)g

= Ä
jÄ1X

k=i+1

jÄ1Y

m=k

ím
ñím;j

pik

Ä
jÄ1Y

m=i

ím
ñím;j

pii +
jÄ1Y

m=i

ím
ñím;j

exp(ÄíjZ)

= Ä
jÄ1X

k=i

jÄ1Y

m=k

ím
ñím;j

pik +
jÄ1Y

m=i

ím
ñím;j

exp(ÄíjZ)

いま，pij(i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1; j = i;ÅÅÅ; I Ä 1)はpi;i; pi;i+1;ÅÅÅ; pi;jÄ1の線形結合になっており，上式は

pi = ÄpiAi +Ci

と表せる．ただし，pi = (pi;i; pi;i+1;ÅÅÅ; pi;IÄ1)であり，(I Ä i)Ç (I Ä i)次行列Aiは

0
BBBBB@

0 íi
ñíi;i+1

íiíi+1
ñíi;i+2ñíi+1;i+2

ÅÅÅ
QIÄ2

m=i
ím

ñím;IÄ 1

0 0 Ä íi
ñíi+1;i+2

ÅÅÅ
QIÄ2

m=i+1
ím

ñím;IÄ 1

...
...

...
. . .

...

0 0 ÅÅÅ ÅÅÅ 0

1
CCCCCA

と表せる．ãi = i+ pÄ 1，ãj = i+ q Ä 1と置けば，Aiの (p; q)成分は

Ai(p; q) =

( QãjÄ1
m=ãi

ím
ñím;ãj

p < qの時

0 p ï q

と表せる．(I Ä i)次行ベクトルCiの q要素Ci(q)は

Ci(q) =

ãjÄ1Y

m=i

ím
ñím;ãj

exp(ÄíãjZ)

である．Ai +Eの逆行列をBiとすると，その (p; q)成分は，次式が成立する．

Bi(p; q) =

( QãjÄ1
m=ãi

ím
ñím+1;ãi

p î qの時

0 p > q
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この時，pi = CiBiと表現でき，その要素pijは

pij =
IÄiX

l=1

Ci(l)Bi(l; j Ä i+ 1)

=
jÄi+1X

l=1

iÄ2+lY

m=i

ím
ñím;iÄ1+l

exp(ÄíiÄ1+lZ)

Å
jÄ1Y

m=iÄ1+l

ím
ñím+1;iÄ1+l

=
jX

k=i

kÄ1Y

m=i

ím
ñím;k

jÄ1Y

m=k

ím
ñím+1;k

exp(ÄíkZ)

2)　時間的整合性の証明　数学的帰納法を用いて，指数ハザードモデルを用いて導出したマルコフ推移

確率行列が時間的整合性条件を満足することを示す．n = 1の時は自明．n = k Ä 1の時にP ((k Ä 1)Z) =

fP (Z)gkÄ1が成立すると仮定する．このことは，pii(kZ) = pii((kÄ 1)Z)pii(Z), pij(kZ) =
Pj

h=i pih((kÄ

1)Z)phj(Z)が成立する（式展開は省略）ことより明らかである．
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第4章

多段階ワイブル劣化ハザードモデル

4.1 緒言

これまで，2章において２値状態の劣化状態をワイブルハザードモデルにて推定した．ワイブルハザード

モデルを用いてトンネル照明の劣化過程を予測する方法を提案した．このような伝統的なハザードモデル

は，故障の有無という２値データを用いて，対象とする施設の寿命分布を推定するために用いることがで

きる．さらに，3章では，複数の健全度ランクを示す橋梁のマルコフ劣化確率を指数ハザードモデルを過

程し推定する方法論を述べた．土木施設の中には，施設の劣化状態をたとえば複数のランクを用いて表現

することができる場合があり，このような土木施設の劣化過程を複数ランク間の推移確率を用いて表現す

るマルコフ連鎖モデルを提案した．マルコフ連鎖モデルは，たとえば橋梁部材の劣化予測モデルとして幅

広く適用されている [1]Ä [5]．さらに，マルコフ推移確率を推定する方法論も提案されている [6]．マルコフ

連鎖モデルは，取り扱いが簡便であるという利点があるが，一方で，ある時刻における劣化過程が過去の

履歴に依存しないという特性がある．土木施設の中には，明らかに施設の劣化過程が，過去の履歴に依存

する特性を持つ場合が少なくない．本章で対象とする道路付帯施設の場合，施設の寿命が比較的短く，使

用開始時刻からの経過年数（以下，使用時間と呼ぶ）が施設の劣化の進展速度に影響を及ぼす．このよう

な土木施設の劣化予測にマルコフ連鎖モデルを用いることには問題がある．

本章では，施設の劣化状態が複数レーティングで表現されるとともに，使用時間が劣化の進展速度に影

響を及ぼすような土木施設の劣化予測モデルを提案する．具体的には複数レーティング間の推移確率をワ

イブルハザードモデルで表現したような多段階ワイブル劣化ハザードモデルを提案する．以下，4.2で本

章の基本的な考え方を説明する．4.3でワイブルハザードモデルを用いた時間依存的な推移確率モデルを

定式化する．4.4でハザードモデルの推定方法について述べ，4.5で，道路付帯施設を対象とした適用事例

について説明する．

69
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4.2 本章の基本的な考え方

4.2.1 従来の研究概要

土木施設の劣化予測に関しては，数多くの研究事例がある．構造物の力学的劣化メカニズムに着目した

劣化予測モデル [7]Ä [12]が提案されている．個々の構造物，構造部材の余寿命や補修方法を検討するため

に，力学的メカニズムに基づく劣化予測が必要となる．しかし，これら既往研究における劣化予測モデル

の統計学的な推定方法に関しては，初歩的な段階にとどまっており，予測結果の信頼性に多くの問題が残

されている．一方，統計的な劣化予測モデルは，多くの劣化サンプルから，劣化過程の背後に存在する規

則性をモデル化することを目的とする．構造物群全体を対象としたアセットマネジメントにおいて，統計

的劣化予測モデルは構造物の補修戦略や予算配分の問題を検討するために必要となる．

ハザードモデルは，信頼性解析の分野で施設や機械の寿命を予測するモデルとして開発され，信頼性解

析のみならず多くの分野で適用事例が報告されている．また，ハザードモデルの推定方法に関しても研究

成果が蓄積されており，その結果はいくつかの成書 [13];[14]に詳しい．アセットマネジメントの分野にお

いても，例えばShin and Madanat[15]は，道路舗装のひび割れ開始時刻を予測するためのワイブル劣化ハ

ザードモデルを提案している．また，2章において，トンネル照明を対象としたワイブル劣化ハザードモデ

ルの有効性について実証的に検証した研究成果を紹介した．しかし，伝統的なハザードモデルでは，劣化状

態が故障の有無という２値状態で表されるような施設や機器を対象としており，複数の健全度を同時に取

り扱う土木施設の劣化予測にはそのままでは適用できない．推移後の状態が複数個存在するようなmuliti

destination型のハザードモデル [13]も提案されている．しかし，土木施設の劣化過程においては，multi

destination型ハザードモデルが想定するように，ある状態から互いに排他的な状態の中の１つに推移する

のではなく，劣化が進行することにより健全度が逐次変化していくという特性がある．このような問題意

識の下に，3章では，劣化過程による健全度間の垂直的な推移関係を多段階指数ハザードモデルにより記

述し，橋梁部材の劣化過程を記述するマルコフ推移確率を推定する方法を提案した．マルコフ推移確率を

用いた劣化予測モデルは操作性が高く，多くの分野に適用可能である．しかし，マルコフ推移確率は，構

造物の劣化過程が過去の劣化履歴に依存しないという性質を持っている．しかし，現実の構造物の劣化過

程が，マルコフ性を満足するという保証はない．特に，土木施設の劣化の進展速度が，その施設の使用時

間に依存する場合が少なくない．本章では劣化過程が使用時間という過去の履歴に依存するような土木施

設の劣化予測モデルを提案する．具体的には，劣化状態が複数の健全度指標で表現されるような土木施設

を対象として，健全度間の推移状態をワイブルハザード関数で表現する．さらに，推定したハザードモデ

ルに基づいて，土木施設の劣化過程を時間依存的な劣化状態確率で表現するという方法論を開発する．す

なわち，本章で提案する方法論は，まず個々の土木施設の劣化状況を表す劣化状態確率を個別に推定でき

るようなハザードモデルを作成し，それらを用いて分析対象とする土木施設全体の平均的な劣化状態確率
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注)　ある土木施設の劣化過程の例を示している．図中のカレンダー時刻
ú1; ú2; . . . ; úiに施設の健全度を表す状態変数の値が１つだけ増加している．

図４－１　健全度の時間的推移

を求めるという２段階の推定方法を採用する．

4.2.2 劣化過程とレーティング指標

ある土木施設の劣化に関する履歴が 図４－１に示すように与えられたとしよう．同図は，施設が補修さ

れずに放置された時に，劣化がどのように進展するかを表したものである．現実には，施設の劣化過程に

は不確実性が含まれ，しかも健全度は時間軸上の限られた時刻で実施される目視点検を通じてのみ知るこ

とができる．図中，時刻úはカレンダー上の実時刻（以下，時刻と呼ぶ）を表す．時刻ú0（以下，初期時刻

と呼ぶ）で土木施設の使用が開始された直後から劣化が始まる．施設の健全度が I個のレーティングで記述

される場合を考えよう．施設の健全度を表すレーティングを状態変数 i (i = 1;ÅÅÅ; I)で表現しよう．施設

がもっとも健全な（劣化が進展していない）状態を i = 1で表し，状態変数 iの値が大きくなるほど，劣化

が進展していることを表す．i = Iの場合，当該の施設が使用不可能な状態に到達していることを表す．図

４－１の例では，時間軸上の離散時刻úi (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)において，それぞれ健全度が iから i+ 1に進展

している．以下，時刻úiは「健全度が iから i+ 1へ推移する時刻」を表す．

土木施設の劣化過程に関する情報は，目視点検を通じて獲得できる．土木施設の使用開始後，対象とす

る施設の健全度を継続的に観測できれば理想的であるが，このような完全な検査情報を獲得することは難

しい．ここでは，時間軸上の時刻úAにおいて，最初の目視点検が実施された場合を考えよう．さらに，時

刻úAの目視点検により，観察対象である施設の健全度が i (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)であると判定されたとしよう．

時刻úAにはじめて目視点検が実施された場合，初期時刻ú0からどのような経路に従って劣化が進展してき

たかを確定的に把握できない．劣化過程として無限に多くのシナリオが考えられるが，現実にはその中か
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注)　ある土木施設の劣化過程を表す４種類のサンプルパスを例示してい
る．パス２，パス３ではカレンダー時刻ú21，ú31に健全度が１つ進行してい
る．パス４では時刻ú41 ; ú

4
2に施設の健全度が１つずつ増加している．しか

し，目視点検で健全度を観測する場合，カレンダー時刻úAでの健全度のみ
が観測されるため，いずれの時刻で健全度が変化したかを観測できない．

図４－２　健全度の推移パターン

ら１つのパスが実現する．いま，図４－２に示すような４つのサンプルパスを考えよう．パス１では初期

時刻から劣化が進展していない．パス２とパス３では，それぞれ時刻ú21 ; ú
3
1において，劣化が進展し健全

度が1から2に変化している．これら２つのパスに従った場合，時刻úAで観測された健全度は2となる．目

視点検では，健全度が1から2へ推移した時刻ú21 ; ú
3
1は判からない．さらに，パス４は，初期時刻から最初

の目視点検までに時刻ú41 ; ú
4
2という２つの時刻で健全度が変化した場合を表している．その結果，時刻úA

において観測された健全度は3となる．このように目視点検では検査を実施した時刻における健全度を観

測できるが，健全度が変化した時刻に関するデータを獲得することは不可能である．

4.2.3 劣化状態確率

土木施設の推移過程は不確実であり，将来生起する状態を確定的に予測できない．初期時刻から，ある

一定の使用時間 sを経過した時刻における施設の劣化状態を時間依存的な状態確率で表現する．いま，時

刻ú0で使用が開始されたある施設の劣化予測を行う問題を考えよう．初期時刻から使用時間 sが経過した

カレンダー時刻ú= ú0 + sにおける当該施設の健全度を状態変数h(s)を用いて表そう．劣化過程は，使用

開始時刻ú0から時間 sが経過した時刻において健全度h(s) = iが生起する確率（以下，劣化状態確率と呼

ぶ）を用いて記述される．すなわち，

Prob[h(s) = ijh(0) = 1] = wi(s) (4.2.1)
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と表せる．このような劣化状態確率を健全度 i (i = 1;ÅÅÅ; I)に対して定義すれば，時間依存的な劣化状態

確率ベクトル

W(s) =

0
BB@

w1(s)
...

wI(s)

1
CCA (4.2.2)

を得ることができる．ただし，健全度 Iはもっとも劣化した状態を表している．式 (4.2.1)の劣化状態確率は

時刻ú= ú0+sにおいてそれぞれの健全度が観測できる確率を示したものであり，当然のことながら，初期時

刻からの経過時間 sが異なれば劣化状態確率の値は異なる．また，劣化状態確率の定義より
PI

i=1 wi(s) = 1

が成立する．

4.3 モデルの定式化

4.3.1 ワイブルハザードモデル

式 (4.2.1)の劣化状態確率をワイブルハザードモデルを用いて定義しよう．目視点検により獲得できる観

測データには，個別施設の健全度だけでなく施設特性や土木施設の利用状態等，個別施設に特有な非集計

データが含まれる．また，土木施設によって検査間隔が異なる場合もある．このような多様なデータに基

づいて劣化状態確率を推定するためには，個別施設が有する多様性を考慮できる推定方法を開発すること

が望ましい．本章では，１）対象とするサンプルが有する個別データに基づいて施設劣化のハザードモデ

ルを推定し，２）その結果を用いて劣化状態確率を推定するという２段階の推定方法を提案する．

土木施設の劣化過程をハザードモデルを用いて定式化しよう．ハザードモデルの詳細は文献 [13];[14]に

譲るが，読者の便宜を図るためにハザードモデルを簡単に紹介する．さらに，議論を簡単にするために，施

設の劣化状態に関する完全情報が獲得できる場合を考えよう．いま，土木施設の劣化過程を図４－３に示

すようにモデル化しよう．すなわち，カレンダー時刻úiÄ1において，健全度が iÄ 1から iに推移したと考

える．ここで，カレンダー時刻úiÄ1を初期時点yi = 0とする時間軸（以下，サンプル時間軸と呼ぶ）を導

入しよう．サンプル時間軸上の時刻を，以下「時点」と呼び，カレンダー時間軸上の「時刻」とは区別す

る．サンプル時間軸上の時点yAと，カレンダー時刻úAとúiÄ1の間にはyA = úA ÄúiÄ1が成立する．

いま，時刻úiにおいて，健全度が iから i+1に推移すると考えよう．この時，当該の施設の健全度が iに

留まる期間長（以下，健全度 iの寿命と呼ぶ）はêi = úi ÄúiÄ1と表せる．健全度 iの寿命êiは確率変数であ

り，確率密度関数fi(êi)，分布関数Fi(êi)に従うと仮定する．ただし，健全度 i (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)の寿命êi

の定義域は [0;1)である．分布関数の定義より

Fi(yi) =

Z yi

0
fi(êi)dêi (4.3.3)
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注)　カレンダー時刻úiÄ1に健全度が iÄ 1から iに変化した場合，検査が
行われる時刻úAは時刻úiÄ1を起点とするサンプル時点yAと対応する．図中
の劣化サンプルパスの場合，時点yBに健全度が１つ進行する．目視点検の
場合，時刻úiÄ1を観測できないため，サンプル時間軸上の時点yA,yBも観
測できない．

図４－３　劣化過程のモデル化

が成立し，分布関数Fi(yi)は健全度が iとなった初期時点yi = 0 (時刻úiÄ1)からサンプル時間軸上のある

時点yi(時刻úiÄ1+ yi)までに健全度が iから i+1に変化した累積確率を表す．したがって，初期時点yi = 0

からサンプル時点yi 2 [0;1)まで，健全度が iのまま推移する確率 ~Fi(yi)は，時点yiまでに健全度が iから

i+ 1に変化する累積確率Fi(yi)を用いて

Probfêi ï yig = ~Fi(yi) = 1Ä Fi(yi) (4.3.4)

と定義できる．ここで，施設の健全度が時点yiまで状態 iで推移し，かつ期間 [yi; yi + Åyi)中に水準 i+ 1

に進展する条件付き確率は

ïi(yi)Åyi =
fi(yi)Åyi

~Fi(yi)
(4.3.5)

と表せる．いま，対象とする施設の健全度が時点yiまで iの状態で推移し，かつ時点yiで i+ 1に推移する

確率密度ïi(yi)をハザード関数と呼ぶ．本章の以下では，土木施設の劣化過程がワイブルハザード関数に従

うと仮定する．ハザード関数として，ワイブルハザード関数以外に多様な形式が提案されている [13];[14]．

ここでは，実証分析で選択したワイブルハザード関数を用いて議論を進める．すなわち，

ïi(yi) = íiãiy
ãiÄ1
i (4.3.6)

が成立する．íiは健全度 iに固有の定数パラメータ，ãiは劣化の加速度パラメータである．ãi > 1の場合は，

初期時点からの使用時間yiが増加するにつれて加速度的に劣化が進行することを表す．逆に，ãi < 1が成



4.3. モデルの定式化 75

立する場合は，初期劣化が進むものの，使用時間が経過するにつれて，劣化の進行の程度が小さくなる．

ãi = 1の場合は，劣化の進行速度が使用時間に依存しないことを意味する．式 (4.3.6)のワイブルハザード

関数を用いることにより，土木施設の使用時間に依存する劣化過程を表現することが可能となる．ここで，

式 (4.3.4)の両辺をyiに関して微分すれば，

d ~Fi(yi)

dyi
= Äfi(yi) (4.3.7)

を得る．この時，式 (4.3.5)は

ïi(yi) =
fi(yi)
~Fi(yi)

= Ä

d ~Fi(yi)
dyi

~F (yi)

=
d

dyi

ê
Ä log ~Fi(yi)

ë
(4.3.8)

と変形できる．ここで， ~Fi(0) = 1Ä Fi(0) = 1を考慮し，式 (4.3.8)を積分すれば

Z yi

0

ïi(u)du =
Ç
Ä log ~Fi(u)

Éyi
0

= Ä log ~Fi(yi) (4.3.9)

を得る．式 (4.3.6)のワイブルハザード関数を用いれば，健全度 iの寿命がyi以上となる確率 ~Fi(yi)は

~Fi(yi) = exp

î
Ä

Z yi

0

ïi(u)du

ï

= exp(Äíiy
ãi
i ) (4.3.10)

と表される．すなわち，ワイブルハザードモデルが得られる．また，式 (4.3.7)より，健全度 i (i = 1;ÅÅÅ; IÄ1)

の寿命分布を表す確率密度関数fi(êi)は次式で示される．

fi(êi) = íiãiê
ãiÄ1
i exp(Äíiê

ãi
i ) (4.3.11)

4.3.2 初期時刻からの劣化状態確率

時刻ú0に施設の使用が開始され（時刻ú0に健全度1が観測され），現在時刻úの健全度が iであることが

観測された場合を考えよう．この時，期間 [ú0; ú]において健全度が1から健全度 iに推移する確率はwi(s)

で表される．ただし，s = úÄú0である．

a) i = 1の場合

まず，i = 1の場合を考えよう．すなわち，時刻ú0に施設の使用が開始され，現在時刻úまで劣化が進展

せず，健全度が1に留まる場合を考える．この場合，劣化状態確率w1(s)は，式 (4.3.10)のワイブルハザー

ドモデルより

w1(s) = ~F1(s) = exp(Äí1s
ã1) (4.3.12)

と表される．
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úú0

健全度

1

i

úiÄ1 úi

ô

1+i

1−i

úA

ô
j

újÄ1

yi zi

êi

s，sA sB

úB
úú0

健全度

1

i

úiÄ1 úi

ô

1+i

1−i

úA

ô
j

újÄ1

yi zi

êi

s，sA sB

úB

注)　初期時刻ú0から時間 sが経過した時刻ú（図中ではúA）に健全度 iが観
測される．4.3.3では，２つの検査時刻úAとúBに着目する（sA = úAÄú0，
sB = úB ÄúA）．その場合，時刻úiÄ1から時刻úAまでの期間長をyi，時刻
úAから時刻úiまでの期間長を ziと表し，健全度 iの寿命をêi = yi + ziと表
す．

図４－４　初期時刻からの劣化過程と健全度の観測

b) i = 2の場合

時刻ú0に施設の使用が開始され，時刻ú1 2 [ú0; ú)に健全度が1から2に推移し，現在時刻úに健全度2が

観測される場合を考えよう．このような事象が成立するのは，１）時刻ú1 2 [ú0; ú)に，健全度が1から2に

推移し，２）期間 [ú1;ú]において，健全度が2に留まる場合である．健全度1の寿命がê1 = ú1 Äú0となる

確率密度はワイブルハザードモデルを用いてf1(ê1)と表される．ここで，健全度1の寿命ê1 (ï 0)は確率

変数であり，

0 î ê1 < s (4.3.13)

を満足する範囲の中で自由な値をとる．時刻úに健全度2が観測される確率w2(s)は，次式で表される．

w2(s) =

Z s

0

f1(ê1) ~F2(sÄê1)dê1 (4.3.14)

c) 3 î i < Iの場合

初期時刻から現在時刻までに健全度が３以上変化する場合を考えよう．このような事象は，時刻ú1;ÅÅÅ; úiÄ1 (ú0 î

ú1 î ÅÅÅî úiÄ1 < ú)において健全度が１つずつ増加し，時刻úiÄ1から時刻úまで健全度が iの水準に

留まる場合である．このような事象が生起するためには，図４－４に示すように，１）時刻ú0から時刻

ú1 = ú0 + ñê1 2 [ú0; ú)まで健全度が1のまま推移する．２）時刻ú1において健全度が1から2に推移する．
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３）時刻ú1から時刻ú2 = ú1 + ñê2 2 [ú1; ú)まで，健全度2が継続し，時刻ú2において健全度が3に推移する．

同様のプロセスを経たのちに，４）時刻úiÄ1 = úiÄ2+ ñêiÄ1 2 [úiÄ2; ú)に健全度が iに推移し，時刻úまで健

全度 iの状態に留まるという事象が同時に生起しなければならない．以上の事象が同時に生起する確率密

度 qi(ñê1; ;ÅÅÅ; ñêiÄ1)は

qi(ñê1;ÅÅÅ; ñêiÄ1) =
iÄ1Y

m=1

fm(ñêm) ~Fi(sÄ
iÄ1X

m=1

ñêm) (4.3.15)

ただし，s = úÄú0である．以上では，健全度m (m = 1;ÅÅÅ; iÄ 1)の寿命ñêmを固定してきた．しかし，確

率変数êm (ï 0)は，

0 î ê1 +ê2 +ÅÅÅ+êiÄ1 < s (4.3.16)

を満足する範囲の中で自由な値をとる．したがって，使用開始時刻から時間 sが経過した時刻ú= ú0+ sに

健全度 i (i = 3;ÅÅÅ; I Ä 1)が観測される確率wi(s)は，

wi(s) =

Z s

0

Z sÄê1

0

ÅÅÅ

Z sÄ
PiÄ 2

m=1
êm

0

qi(ê1;ÅÅÅ; êiÄ1)dê1ÅÅÅdêiÄ1 (4.3.17)

と表せる．

d) i = Iの場合

健全度 Iは劣化過程の吸収状態である．一度，健全度 Iの状態に到達した場合，施設が更新されない限り

健全度 Iの状態が継続する．劣化状態確率の定義より，健全度 Iの状態が観測される劣化状態確率は次式で

表される．

wI(s) = 1Ä
IÄ1X

m=1

wm(s) (4.3.18)

4.3.3 複数時刻における健全度の同時生起確率

複数時刻úA; úBに健全度 i; j (i î j; i; j = 1; . . . ; I Ä 1)が観測される同時生起確率を定義しよう．以下で

求める同時生起確率は，4.3.4においてアセットマネジメントのための管理指標を求める場合に用いる．あ

るいは，4.4.3に示すように，複数時刻における点検結果に基づいてハザードモデルを推定する際にも用い

ることとなる．いま，図４－４に示すように，時刻ú0に使用が開始され，時刻úAで健全度 iが観測され，時

刻úBで健全度 jが観測される事象が生起するためには，１）時刻ú0に使用が開始され，時刻úiÄ1に健全度が

iÄ 1から iに推移し，時刻úA = úiÄ1+ yiまで健全度が iのまま推移する．２）時刻úAから時刻úi = úA + zi

まで健全度 iのまま推移し，時刻úiに健全度が iから i + 1に推移する．３）時刻újÄ1までに健全度が i + 1
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から j Ä 1に推移し，時刻újÄ1に健全度が jに推移し，時刻úBまで健全度 jが継続するという事象が同時に

生起しなければならない．

いま，各時刻ú1;ÅÅÅ; újÄ1を，それぞれñú1;ÅÅÅ;ñújÄ1に固定しよう．さらに，sA = úA Äú0, sB = úB ÄúA

を定義しよう．ここで，時刻ñúiÄ1 = úA Ä ñyiに健全度が iÄ 1から iに推移したと考えよう．言い換えれば，

目視点検時刻úAにおいては，健全度 iに移行してから時間ñyiが経過している．この時，健全度 iの寿命êiが

健全度 iの下での使用時間ñyiより大きいという条件の下で，つぎの目視時刻úBにおいて健全度 jが観測され

る条件付き確率密度 gij(sB ; ñzi; ñêi+1;ÅÅÅ; ñêjÄ1jñyi)は

gij(sB ; ñzi; ñêi+1;ÅÅÅ; ñêjÄ1jñyi) =
fi(ñyi + ñzi)

~Fi(ñyi)
jÄ1Y

m=i+1

fm(ñêm) ~Fj(sB Ä ñzi Ä
jÄ1X

m=i+1

ñêm) (4.3.19)

と定義される．ここで，ñyi;ñziはそれぞれ健全度 iに移行した時刻úiÄ1から点検時刻úAまでの期間長，時刻

úAから健全度 iが終了する時刻úiまでの期間長であり，健全度 iの寿命はñêi = ñyi + ñziと表される．以上の議

論ではñzi; ñêi+1;ÅÅÅ; ñêjÄ1を固定していた．しかし，変数 zi (ï 0); êi+1 (ï 0); ÅÅÅ; êjÄ1 (ï 0)は確率変数で

あり，

0 î zi +
jÄ1X

m=i+1

êm < sB (4.3.20)

を満足する範囲の中で自由な値をとる．目視点検時刻úAにおいて健全度 iの状態で時間ñyiが経過したとい

う条件の下で，２回目の検査時刻úB = úA + sBにおいて健全度 jが観測される条件付き確率îij(sB jñyi)は

îij(sB jñyi) =

Z sB

0

Z sBÄzi

0

ÅÅÅ

Z sBÄziÄ
PjÄ 2

m=i+1
êm

0

gij(sB ; zi; êi+1;ÅÅÅ;êjÄ1jñyi)dzidêi+1ÅÅÅdêjÄ1 (4.3.21)

と表せる．以上では，ñyiを固定して議論していたが，yiは0 î yi î sAの範囲で自由な値を取る．時刻

úiÄ1 = úA Ä yiに健全度が iに推移する確率密度ëi(sA; yi)は

ëi(sA; yi) =

(Z sAÄyi

0

Z sAÄyiÄê1

0

ÅÅÅ

Z sAÄyiÄ
PiÄ 3

m0=1
êm0

0

iÄ1Y

m0=1

fm0(êm0)

dê1ÅÅÅdêiÄ2

)
~Fi(yi) (4.3.22)

êiÄ1 = sA Ä yi Ä
iÄ2X

m0=1

êm0

と表せる．この時，使用開始時刻から時間 sAが経過した後の第１回目の検査時刻úAで健全度 iが観測され，

さらにそれより時間 sBが経過した第２回目の検査時刻úB = ú0 + sA + sBにおいて健全度 jが観測される同
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時生起確率wij(sA; sB)は，

wij(sA; sB) = Prob[h(sA) = i; h(sA + sB) = j]

=

Z sA

0

ëi(sA; yi)îij(sB jyi)dyi

=

Z sA

0

Z sAÄyi

0

Z sAÄyiÄê1

0

ÅÅÅ

Z sAÄyiÄ
PiÄ 3

m0=1
êm0

0

Z sB

0

Z sBÄzi

0

Z sBÄziÄê1

0

ÅÅÅ

Z sBÄziÄ
PjÄ 2

m=i+1
êm

0

fi(yi + zi)
iÄ1Y

m0=1

fm0(êm0)
jÄ1Y

m=i+1

fm(êm)

~Fj(sB Ä zi Ä
jÄ1X

m=i+1

êm)dyidê1ÅÅÅdêiÄ2

dzidêi+1ÅÅÅdêjÄ1 (4.3.23)

êiÄ1 = sA Ä yi Ä
iÄ2X

m0=1

êm0

と表せる．なお，目視点検時刻úAにおいて健全度 Iが観測される確率は式 (4.3.18)で表される．また，検

査時刻úAにおいて健全度 i (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)が観測され，検査時刻úBにおいて健全度 Iが観測される確率

wiI(sA; sB)は

wiI(sA; sB) = wi(sA)Ä
IÄ1X

j=i

wij(sA; sB) (4.3.24)

と表される．以上のように，劣化状態確率を定義できるが，それを明示的に関数形を用いて表現すること

は不可能である．劣化状態確率を求めるためには多重積分を数値計算により求めることが必要となる．な

お，ワイブルハザード関数の加速度パラメータãiがãi = 1となる時，指数ハザード関数

ïi(yi) = íi (4.3.25)

を得る．この場合には，劣化状態確率を解析的に解くことができる．3章では，すべての健全度 iのハザー

ド関数が式 (4.3.25)の指数ハザード関数で表現できる時，任意の時点間における状態推移確率をマルコフ

推移確率で表現できることを明らかにした．このように多段階指数劣化ハザード関数は，本章で提案した

多段階ワイブル劣化ハザード関数の特殊形と考えることができる．

4.3.4 アセットマネジメントのための管理指標

多段階ワイブル劣化ハザードモデルに基づいて，土木施設のアセットマネジメントのための管理指標を

導出しよう．まず，ある健全度 iに到達した時刻úiから，劣化が進展して次の健全度 i + 1に移行するまで

の期待期間長（以下，健全度期待寿命と呼ぶ）は，生存関数 ~Fi(yi)を用いて

RMD(i) =

Z 1

0

~Fi(yi)dyi (4.3.26)
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と表すことができる [13]．ここで，ワイブルハザード関数を用いた生存関数 ~Fi(yi)が式 (4.3.10)で表される

ことに留意すれば，健全度期待寿命は

RMD(i) =

Z 1

0

exp(Äíiy
ãi
i )dyi (4.3.27)

と表される．しかし，限られた時刻に実施される目視点検により健全度を観測する場合，ある健全度に到

達した時刻úiに関するデータを獲得することができない．そこで，このような土木施設を管理する場合，初

期時刻からの使用時間 sと目視点検で観測された健全度 iに基づいて期待余寿命を定義した方が便利であ

る．まず，初期時刻から健全度 iが終了し，つぎの健全度 i+ 1に推移するまでの期待余寿命RL(i)（以下，

健全度 iまでの初期期待寿命と呼ぶ）を定義しよう．そのために，初期時刻から使用時間 sが経過した時刻

ú= ú0 + sにおいて健全度 iが終了する（健全度 i+ 1が開始する）確率密度を

öi(s) =

Z s

0

Z sÄê1

0
ÅÅÅ

Z sÄ
PiÄ 2

m=1
êm

0

iÄ1Y

m=1

fm(êm)fi(sÄ
iÄ1X

m=1

êm)dê1ÅÅÅdêiÄ1 (4.3.28)

と定義しよう．RL(i)は初期時刻から健全度 iの状態が終了するまでの期待期間長であり，

RL(i) =

Z 1

0

söi(s)ds (4.3.29)

と表すことができる．ワイブルハザード関数を用いた場合，健全度 iまでの初期期待寿命RL(i)と各健全

度の期待寿命RMD(m)の和
Pi

m=1RMD(m)が一致する保証はない．つぎに，初期時刻から時間 sAが経

過した時刻úAに健全度 iが観測されたと考えよう．式 (4.3.23)を利用すれば，目視点検時刻úA = ú0 + sA

で健全度 iが観察されたのちに，時刻úAから時間 sが経過した時刻で健全度 jが終了する条件付き確率密度

ój(sjh(sA) = i)は

ój(sjh(sA) = i)

=
1

wi(sA)

nZ sA

0

Z sAÄyi

0

Z sAÄyiÄê1

0

ÅÅÅ

Z sAÄyiÄ
PiÄ 3

m0=1
êm0

0

Z s

0

Z sÄzi

0
ÅÅÅ

Z sÄziÄ
PjÄ 2

m=i+1
êm

0

fi(yi + zi)
iÄ1Y

m0=1

fm0(êm0)

jÄ1Y

m=i+1

fm(êm)fj(sÄ zi Ä
jÄ1X

m=i+1

êm)dyidê1ÅÅÅdêiÄ2

dzidêi+1ÅÅÅdêjÄ1
o

(i î j; i; j = 1;ÅÅÅ; I Ä 1) (4.3.30)

êiÄ1 = sA Ä yi Ä
iÄ2X

m0=1

êm0
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と定義される．この時，初期時刻から時間 sAが経過した時刻で実施された目視点検で健全度 iが観測され

た時に，健全度 j (j ï i)が終了するまでの期待余寿命（以下，条件付期待余寿命と呼ぶ）RLj(h(sA) = i)

は

RLj(h(sA) = i) =

Z 1

0

sój(sjh(sA) = i)ds (4.3.31)

(i î j; i; j = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)

と表される．

4.4 モデルの推定方法

4.4.1 目視検査データの内容

同種の土木施設に関するK個の目視点検データが得られたとする．まず，検査サンプルk (k = 1;ÅÅÅ;K)

に対して，当該サンプル施設の使用が開始された初期時刻ñúk0，目視点検が実施されたカレンダー時刻ñúkAと，

検査で計測された施設の健全度のレーティングh(ñsk)に関するデータのみが獲得できる場合を考えよう．た

だし，記号「 ñ　」は実測値であることを示す．また，ñsk = ñúkAÄñúk0は検査サンプルkの使用時間である．さ

らに，検査時刻における健全度データに基づいて，ダミー変数ベクトルñé
k
= fñéki (i = 1;ÅÅÅ; I)gの各要素を

ñéki =

(
1 h(ñsk) = iの時

0 それ以外の時
(4.4.32)

と定義する．さらに，土木施設の劣化速度に影響を及ぼす土木施設の構造特性や使用環境を表す特性ベク

トルをñxk = (ñxk1 ;ÅÅÅ;ñx
k
R)と表す．ただし，ñxkr (r = 1;ÅÅÅ; R)は検査サンプルkの r番目の特性変数の観測

値を表す．検査サンプルkが有するデータはòk = (ñé
k
;ñsk; ñxk)として整理できる．

一方，検査サンプルk(k = 1;ÅÅÅ;K)の劣化過程をワイブルハザード関数

ïki (yi) = íki ãiy
ãiÄ1
i (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1) (4.4.33)

を用いて表現しよう．健全度 Iは劣化過程の吸収状態であり，lims!1 wI(s) = 1が成立するためハザード

率は定義されない．土木施設の劣化過程を特徴づけるハザード率íki (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1; k = 1;ÅÅÅ;K)は土木

施設の特性ベクトルに依存して変化すると考え，ハザード率íkiを特性ベクトルñxkを用いて

íki = ñxkå0i (4.4.34)

と表そう．ただし，åi = (åi1;ÅÅÅ; åiR)は未知パラメータåir (r = 1;ÅÅÅ; R)による行ベクトルである．記

号 0は転置操作を表す．劣化状態確率の推定手順の第１段階では，検査サンプルデータòk (k = 1;ÅÅÅ;K)

に基づいてワイブルハザード関数ïki (yi)を推定することになる．本章では，ワイブルハザード関数を推定

する方法について述べる．その際，4.4.2では，初期時刻から１回のみの点検結果が得られる場合を想定
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した推定法を提案する．さらに，4.4.3では，複数時刻の点検結果が得られる場合を対象とした推定方法

についても説明する．本章で提案する方法論では，個別施設ごとにハザード関数を推定することが可能で

ある．しかし，現実の土木施設マネジメントにおいて，個別の施設ごとに施設寿命を求めるよりも，類似

の施設を対象にして平均的な劣化状態確率を推定した方が便利な場合が少なくない．そこで，4.4.4では，

推定したワイブルハザードモデルを用いて平均的な劣化状態確率を推定する方法について説明する．

4.4.2 ワイブルハザード関数の推定

検査サンプルkに関して獲得できるデータはòk = (ñé
k
;ñsk; ñxk)である．劣化状態確率はワイブルハザー

ド関数を用いて式 (4.3.12),(4.3.14),(4.3.17),(4.3.18)のように表すことができる．ハザード率は土木施設の

特性ベクトルñxkを用いて式 (4.4.34)で表現できる．また，劣化状態確率はデータが観察された使用時間ñsk

にも依存する．このことを明示的に表すため劣化状態確率wi(ñsk)を目視点検による実測データ (ñsk; ñxk)と

未知パラメータベクトルç = fã;åi (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)gの関数としてwi(ñsk; ñxk : ç)と表そう．ただし，

ã = (ã1;ÅÅÅ; ãIÄ1)は未知パラメータãi (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)による行ベクトルである．いま，K個の土木施

設の劣化現象が互いに独立であると仮定すれば，全検査サンプルの劣化状態の分布パターンの同時生起確

率密度を表す対数尤度関数を

ln[L(ç)] = ln

"
IY

i=1

KY

k=1

à
wi(ñs

k; ñxk : ç)
âñéki

#

=
IX

i=1

KX

k=1

ñéki ln
Ç
wi(ñs

k; ñxk : ç)
É

(4.4.35)

と表わせる [16];[17]．検査データñé
k
, ñsk, ñxkはすべて確定値であり，対数尤度関数は未知パラメータベクト

ルçの関数である．ここで，式 (4.4.35)の対数尤度関数を最大にするようなパラメータ値çの最尤推定量は

@ ln[L(ç̂)]

@çir
= 0; (4.4.36)

(i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1; r = 0; 1;ÅÅÅ; R)

を同時に満足するような推定量ç̂= (ç̂10;ÅÅÅ; ç̂IÄ1R)として与えられる．ただし，ã̂i = ç̂i0，å̂i = (ç̂i1;ÅÅÅ; ç̂iR)

を表す．最適化条件は (I Ä 1)Ç (R+1)次の連立非線形方程式であり，Newton法を基本とする逐次反復法

[18]を用いて解くことができる．また，パラメータの漸近的な共分散行列の推定量Ü̂ (ç̂)は，

Ü̂ (ç̂) =

î
@2 lnfL(ç̂)g

@ç@ç0

ïÄ1
(4.4.37)

と表すことができる．ただし，上式の右辺の逆行列は@2 lnfL(ç̂)g=@çir@çi0r0を要素とする (IÄ1)(R+1)Ç

(I Ä 1)(R+1)次のFisher情報行列 [19]の逆行列である．なお，以上の計算過程において，式 (4.4.35)の対

数尤度関数に含まれる劣化状態確率wi(s)が解析的に求まらず式 (4.3.17)の多重積分の値を求めることが必

要となる．適用事例において，最尤推定量ç̂の推定精度が多重積分の計算精度に依存することが判明した．
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そこで，本章では，数値積分の計算精度を向上させるために，単積分には二重指数関数型積分公式 [19]を，

多重数値積分には，優良格子点法による多次元数値積分法 [20]を用いている．

4.4.3 複数時刻の点検データを用いた推定法

多くのアセットマネジメント現場では，初期時刻から１回の目視点検の結果のみが利用可能な場合が少

なくない．しかし，今後点検データが蓄積されれば，複数の目視点検結果が得られる可能性も起こりうる．

複数回の目視点検結果が得られる場合にも，以上の方法論を拡張することにより対応が可能である．以下

では，複数回の目視点検結果が獲得できる場合の多段階ワイブル劣化ハザードモデルの推定方法について

説明する．議論の見通しを良くするために，初期時刻から２回の検査結果が獲得できる場合を考える．３

回以上の目視点検が実施された場合も，１回目と２回目，２回目と３回目等，２回の目視点検が繰り返さ

れると考える．いま，検査サンプルk (k = 1;ÅÅÅ;K)に対して，当該サンプル施設の使用が開始された初

期時刻ñúk0と２回の目視点検が実施されたカレンダー時刻ñúkA，ñúkBと，検査で計測された施設の健全度h(ñs
k
A)，

h(ñskA + ñskB)に関するデータが獲得できると考えよう．ただし，ñskA = ñúkA Ä ñúk0 ; ñskB = ñúkB Ä ñúkAである．さら

に，ダミー変数行列ñÅ
k
= fñékij (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1; j = 1;ÅÅÅ; I)gの各要素を

ñékij =

(
1 h(ñskA) = i; h(ñskA + ñskB) = jの時

0 それ以外の時
(4.4.38)

と定義する．検査サンプルkが有するデータはÑk = ( ñÅ
k
;ñsk; ñxk)として整理できる．ただし，ñsk = (ñskA;ñs

k
B)

である．劣化状態確率はワイブルハザード関数を用いて式 (4.3.23),(4.3.24)のように表すことができる．劣

化状態確率が検査データに依存していることを明示的に示すために，劣化状態確率wij(ñskA;ñs
k
B)を目視点検

による実測データ (ñsk; ñxk)と未知パラメータçの関数としてwij(ñsk; ñxk : ç)と表そう．4.4.2で述べたよう

に，ç= fã;åi (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)gである．いま，K個の土木施設の劣化現象が互いに独立であると仮定

すれば，全検査サンプルの劣化状態の分布パターンの同時生起確率密度を表す対数尤度関数を

ln[L(ç)] = ln

2
4
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(4.4.39)

と表せる．以下，4.4.2と同様の方法で最尤推定量ç̂を求めることができる．なお，第１回目の点検で健全

度 Iが観測された時には直ちに更新が実施されると考え，式 (4.4.39)の尤度の定義に i = Iの場合が含まれ

ていないことを断っておく．

4.4.4 平均的劣化状態確率の導出

本章で提案した方法により，個々の土木施設ごとに，使用時間に依存した劣化状態確率を推定すること

が可能である．しかし，数多くの土木施設全体としての劣化パターンを予測する場合，個別の土木施設ご
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表４－１　劣化ランク評価基準

点検結果 健全度 物理的な意味

OK 1 損傷なし

B 2 損傷はあるが，機能低下が見られない

ので損傷の進行状態を観察する

A 3 損傷があり機能低下が見られ補修が必

要であるが緊急補修を要しない場合

AA 4 損傷が著しく機能的に緊急補修の必要

のある場合

との劣化状態確率よりも，平均的な劣化状態確率を求める方が便利な場合が多い．そのためには，土木施

設群（あるいは，その部分集合）を対象とした劣化状態確率の平均化操作法を開発することが必要となる．

本章ではハザード率íki (k = 1;ÅÅÅ;K)に着目した平均化操作を提案しよう．いま，対象とする土木施設母

集団における施設特性の分布関数をÄ(x)と表そう．この時，母集団におけるハザード率の期待値E[íi]は

E[íi] =

Z

Ç

xå0idÄ(x) (4.4.40)

と表せる．Çはサンプル母集団を表す．この時，平均化操作後のワイブルハザード関数は

ïi(yi) = E[íi]ãiy
ãiÄ1
i (4.4.41)

と表される．平均操作後のワイブルハザード関数を用いて，平均的劣化状態確率（式 (4.3.12),

(4.3.14),(4.3.17),(4.3.18)）およびアセットマネジメント管理指標（式 (4.3.29),(4.3.31)）を求めることがで

きる．

4.5 適用事例

4.5.1 適用事例の概要

本章で提案した多段階ワイブルハザードモデルを，日本道路公団東北支社管内のトンネル照明灯具の点

検データベースに適用した．照明灯具の材質として鋼板とステンレス鋼板（SUS）の２種類が存在する．

SUSを利用した照明灯具は，導入されてから日も浅く，十分な劣化点検データが蓄積されていない．した

がって，適用事例としては鋼板を利用した照明灯具の点検データのみを用いることとする．分析対象とし

たトンネル照明の構造検査データは，2002年4月から2003年1月までに実施された一斉点検に基づくもの

である．同データベースでは，灯具の供用開始時刻が記録されている．供用開始から，点検時刻までの平

均経過年数は約11.8年である．同点検では，各照明灯具の劣化ランクを，表４－１に示すようにOK，B，

A，AAの4段階のレーティングで評価している．本章で提案するモデルで用いる健全度との対応関係を表

４－１のように設定する．

適用事例で用いたデータベースには合計12,311個のサンプルデータが含まれている．サンプルデータの



4.5. 適用事例 85

表４－２　データサンプル数

サンプル数 平均経過年数

OK ! OK 2　 5.24年　
OK ! B 1,321　 8.31年　
OK ! A 10,238　 11.98年　

内（補修履歴なし） 6,073　 9.72年　
OK ! AA 750　 15.91年　
補正後 4,915　 15.36年　
合計 12,311　

表４－３　ハザードモデルの推定結果

多段階ワイブル劣化ハザード 多段階指数劣化ハザード

健全度 ãi åi0 åi1 E[íi] 　　ãi　　 åi0 åi1 E[íi]
1 2.039 0.548 -0.323 0.367 1.0 1.054 -0.370 0.847

（t値） (477.54) (6.14) (-3.49) - - (10.12) (-3.66) -
2 1.623 0.0812 - 0.0812 1.0 0.265 - 0.265

（t値） (469.92) (32.90) - - - (58.99) - -
3 5.709 0.000011 - 0.000011 1.0 0.0882 - 0.0882

（t値） (1486.69) (15.10) - - - (35.43) - -
初期尤度 -811,804.79　　　　　　　 -811,804.79　　　　　　　
尤度 -7,041.67　　　　　　　 -8,996.89　　　　　　　
尤度比 0.991　　　　　　　 0.989　　　　　　　

内，供用開始時刻から，一斉点検時刻までに観測された劣化ランクの推移状態を表４－２に整理している．

また，同表には，それぞれの劣化ランクの推移パターンに含まれるサンプルの供用開始時刻からの平均経

過年数も示している．推移パターンは，点検時刻において当該の劣化ランクに到達していたことを示した

ものであり，実際には点検時刻より前に遡った時刻に当該の劣化ランクに推移したと考えることができる．

したがって，表４－２に示す平均経過年数は実際の健全度期待寿命により過大になっている可能性がある．

同支所では，照明灯具の劣化が劣化ランクAAまで進行すれば補修を実施している．点検データベースに

は，補修が施された照明灯具は，ランクAまで回復すると判定されている．さらに，点検時刻で，補修を

実施しても劣化ランクが回復されないと判断された照明灯具は取り替えられる．同点検記録には，劣化ラ

ンクAと判定された灯具の中に「本体腐食損傷箇所補修並びに落下防止処置実施」と所見が記録されたサ

ンプルが4,165個存在する．したがって，推移パターン「OK!A」と分類された10,238個のサンプルの内，

6,073個のサンプルが補修の履歴がないサンプルである．補修が実施された灯具は，点検時刻までに劣化

ランクが少なくとも一度ランクAAに到達した履歴があることを示している．同表に示すように，点検時

刻にランクAAと判定されたサンプル数は750個存在する．これに補修歴のあるサンプル数を加算した補

正後のサンプル数は4,915個，平均経過年数は15.36年となる．適用事例では，以上のように補正した後の

データベースを用いることとした．
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注)　基本照明と緩和照明の健全度１の初期時刻からの経過時間y1と生存確率 ~F1(y1)の関
係を示している．

図４－５　生存確率 ~F1(y1)

4.5.2 ハザードモデルの推定

多段階ワイブル劣化ハザードモデルの推定にあたって，説明変数として，１）供用時刻から点検時刻ま

での経過時間（使用時間）ñsk，２）照明の種類（基本照明か，緩和照明），３）交通量，４）トンネル勾配

等を説明変数の候補として採用した．緩和照明はトンネル導入部，基本照明はトンネル内部の照明に用い

られており，基本照明と緩和照明の区別は，トンネル内で照明灯具が位置している場所に関する情報を表

している．以上の変数の組み合わせたすべてのケースに対して多段階ワイブル劣化ハザード関数を推定し

た．その中で，符号条件と t-検定の結果を満足し，かつ尤度比が最も大きくなるような変数の組み合わせ

を採用した．その結果，選択された説明変数としては，使用時間，および照明の種類である．これらの説

明変数を用いた場合，各健全度に対応するワイブルハザード関数は

ïki (y
k
i ) = ãi(åi0 +åi1d

k)(yki )
ãiÄ1 (i = 1; 2; 3) (4.5.42)

と表すことができる．ただし，åi0は定数項，åi1はパラメータ，dkはサンプルkが基本照明の場合にdk = 1，

そうでない場合はdk = 0となるダミー変数，ãiは加速度パラメータである．説明変数ykiはサンプルkの健

全度が iに到達した時点からの使用時間を表している．使用時間ykiを直接観測することはできないが，当

該サンプルの健全度がñiであることが観測された場合，
Pñi

m=1 y
k
m = ñskが成立する．以上のように特定した

ワイブルハザード関数を推定した結果を表４－３に一括して示している．同表に示すように，健全度１の

場合は照明の種別により劣化速度に有意な差異がみられ，基本照明のダミー変数の係数が負値を示してい
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注)　基本照明の場合を対象として，初期時刻からの使用時間 sと劣化状態確率wi(s)の
関係を示している．

図４－６　劣化状態確率wi(s)

る．このことはトンネル開口部に位置する緩和照明の方が，灯具の初期劣化速度が早いことを意味してい

る．一方，健全度２に劣化した後の劣化速度に有意な差はみられない．さらに，多段階ワイブル劣化ハザー

ドモデルの有効性を検討するために，各健全度の劣化予測のために指数ハザードモデルを用いた多段階指

数ハザード劣化モデルも推定した．その結果も表４－３に示している．4.3.3で言及したように，多段階指

数劣化ハザードモデルは，多段階ワイブル劣化ハザードモデルのパラメータãiの値を1に固定した特殊ケー

スに該当する．多段階指数劣化ハザードモデルの方が，パラメータ推定にあたって制約条件が新たに加わ

るため，推定結果の尤度比は多段階ワイブル劣化ハザードモデルの方が大きくなる．表４－３に示すよう

なサンプル特性に従って，サンプル母集団におけるハザード率の期待値E[íi]を求めた．その結果を表４－

３に併記している．多段階ワイブル劣化ハザードモデルの加速度パラメータはã1 = 2:039，ã2 = 1:623，

ã3 = 5:709となり，使用時間yki (i = 1; 2; 3)が増加するほど劣化速度が加速度的に大きくなる．

図４－５は健全度１の生存確率 ~F1(y1)を基本照明（dk = 1），緩和照明（dk = 0），それぞれについて示

したものである．緩和照明の方が次の健全度に推移する確率が高いことが分かる．また，この図を詳細に

見ると，緩和照明の約80%が健全度２に推移している時点（y1 ' 1:7）でも，基本照明の半分近くは健全

度１に留まっていることが分かる．図４－６は，照明灯具の使用時間の経過により，灯具の健全度の分布
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表４－４　管理指標

健全度期待寿命 初期期待寿命

健全度 RMD(i) RL(i)
Weibull Markov Weibull Markov

1 1.45年 1.23年 1.45年 1.27年
2 4.20年 3.77年 5.65年 5.00年
3 7.30年 11.34年 12.95年 16.34年

注）Weibullは多段階ワイブル劣化ハザードモデルを，Markovは多段階指
数劣化ハザードモデルを表す．

状態（劣化状態確率）がどのように変化するかを示している．使用時間の経過により健全度が悪化する状

態が読み取れる．使用時間6年が経過したあたりで，健全度４に到達する灯具が現れ始めるため，点検が

必要となることが理解できる．使用時間15年に到達すると，ほとんどの灯具の健全度が３もしくは４とな

り，しかも大半が健全度４の状況になっている．

4.5.3 管理指標の算定

表４－３に示す多段階ワイブル劣化ハザードモデル，多段階指数劣化ハザードモデルに基づいて，健全

度期待寿命RMD(i)と初期期待寿命RL(i)を算定した．その結果を表４－４に示している．一方，多段階

指数劣化ハザードモデルでは，各健全度期待寿命の和が初期期待寿命に一致し，
Pi

m=1RMD(m) = RL(i)

が成立する．多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いた場合，健全度が４に陥るまでの期待使用時間を

表すRL(3)は12.95年となり，表４－２に示した変化パターン1! 4の平均経過年数15.36年より短い値と

なっている．一方，多段階指数劣化ハザードモデルを用いた場合，RL(3) = 16:34となり初期期待寿命が過

大に推定されている．前述したように，多段階ワイブル劣化ハザードモデルの加速度パラメータはãi > 1

が成立する．すなわち，使用時間yki (i = 1; 2; 3)が増加するほど劣化速度が大きくなる．しかし，多段階

指数劣化ワイブルモデルでは，ハザード率は使用時間に関わらず一定値をとるため，劣化が進展した照明

灯具の期待寿命を過大推定する結果となる．前述したように，劣化過程を期待指数劣化ワイブルモデルで

表現できる場合，ある一定期間を隔てた２つの時間断面間の健全度の推移パターンをマルコフ推移確率で

表現できることになる．しかし，本適用事例の場合，指数ハザードモデルを用いると期待寿命を過大評価

することになり，照明灯具の健全度推移パターンをマルコフ推移確率行列で表現することには問題がある

ことが理解できる．つぎに，条件付期待余寿命RL3(h(sA) = i)を求めた結果を表４－５に示している．条

件付期待余寿命RL3(h(sA) = i)は，初期時刻からある使用時間 sAが経過した点検時刻で，健全度 iと判定

した照明灯具の健全度3が終了する（健全度4に移行する）までの期待余寿命を示したものである．条件

付期待余寿命に関する情報に基づいて，次回の点検時刻（あるいは取替え時刻）を判断することができる．

表４－３に示した多段階ワイブル劣化ハザードモデルでは，使用時間の経過とともに劣化速度が加速化さ
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表４－５　条件付期待余寿命RL3(h(sA) = i)

健全度 i i = 1 i = 2 i = 3
sA = 2 11.85年 10.54年 6.40年
sA = 4 － 9.94年 5.77年
sA = 6 － 9.39年 4.92年
sA = 8 － 9.02年 3.96年
sA = 10 － － 3.15年
sA = 12 － － 2.60年

注）生存確率が10%以上となる使用時間 sAについてのみ表示している．

れるため，同一の健全度が観測されても供用開始時刻からの使用時間数が長くなるほど，条件付期待余寿

命は小さくなっている．

4.6 結言

本章では土木施設の統計的劣化予測のための多段階ワイブル劣化ハザードモデルを提案した．その際，

土木施設の健全度を複数のレーティング指標で表すとともに，健全度間の推移過程をワイブルハザードモ

デルを用いて表現した．さらに，目視点検データに基づいてワイブルハザードモデルを最尤推定する方法

論を提案した．本章で提案した方法論により，構造特性や使用環境，使用時間が異なる異質な検査データ

を用いて，それぞれの土木施設の劣化過程の特性を非集計的に推定することが可能となる．さらに，本章

で提案した多段階ワイブル劣化ハザードモデルにより，初期時刻より任意の時間が継続した後の劣化状態

確率を推定することが可能となる．さらに，高速道路上に設置されている照明灯具を対象とした適用事例

を通じて，本章で提案した多段階ワイブル劣化ハザードモデルの有用性を実証的に検証した．本章で提案

した方法論は道路付帯施設以外にも幅広い土木施設の劣化予測に適用可能であり，今後実証研究を蓄積し

ていくことが必要である．たとえば，道路舗装の劣化は不確実性が大きく，本章で提案した方法論が有効

であると考える．さらには，本章で推定した多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いた，土木施設の最

適補修戦略を決定する方法論の開発が必要となる．
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第5章

トンネル照明システムの最適点検・更新政策

5.1 緒言

トンネル照明ランプの劣化過程を直接観察することは不可能であり，劣化の結果として生じた照明ラン

プの故障（以下，不点と呼ぶ）の有無のみが観測できる．さらに，照明ランプの劣化過程に不確実性が存在

し，照明ランプの寿命を確定的に把握することは不可能である．すでに，2章において，トンネル照明の劣

化過程をワイブル劣化ハザードモデルを用いて表現するとともに，照明ランプの使用を開始した時刻から

の経過時間（以下，使用時間と呼ぶ）に基づいて照明ランプが不点となる確率を求める方法論を提案した．

トンネル照明システムは，数多くの照明ランプにより構成されるシステムである．トンネル照明システ

ムの管理業務においては，照明ランプの取り替え費用だけではなく，管理業務に固有の固定費用が発生す

る．さらに，高速道路上での点検・更新業務は，走行速度の低下等の外部不経済をもたらす．このため，ト

ンネル照明システムの管理にあたっては，個々の照明ランプごとに個別に管理するよりも，多くの照明ラン

プの点検・更新のタイミングを同期化することにより，ライフサイクル費用を抑制することが可能となる．

2章において，個々の照明ランプの劣化過程をワイブル劣化ハザードモデルを用いて予測する方法を提

案した．しかし，一連の照明ランプ群で構成されるトンネル照明システムの点検・更新政策に関しては検

討していない．トンネル照明システムの点検・更新政策を検討する場合，トンネル照明システムの点検・

更新間隔と最大使用時間長が重要な政策パラメータとなる．照明ランプの不点確率を減少させるためには

点検・更新頻度を多くし，最大使用時間長を短くすることが必要となる．一方で，ライフサイクル費用の

増加を招くこととなる．このようにトンネル照明システムの不点リスクとライフサイクル費用の間にはト

レードオフの関係がある．

本章では，集計的マルコフ過程モデルを用いて，トンネル照明システムの点検・更新政策が不点リスク

とライフサイクル費用に及ぼす影響を分析する．さらに，所与の不点リスクに関する管理水準（以下，不

点リスク水準と呼ぶ）に対して，トンネル照明システムのライフサイクル費用を最小化しうる最適管理政

策を求める最適点検・更新モデルを提案する．以下，5.2では，本章の基本的な考え方を整理する．5.3で

は，トンネル照明システムの最適点検・更新モデルを定式化し，不点リスクとライフサイクル費用のトレー

93
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ドオフの関係を分析する方法論を提案する．5.4では，現実のトンネル照明ランプのアセットマネジメント

問題を対象とした実証分析について述べる．

5.2 本章の基本的な考え方

5.2.1 従来の研究概要

ハザードモデルを用いた生存時間解析に関しては，信頼性解析など多くの分野で適用事例があり，研究

成果も豊富である．ハザードモデルの推定方法に関しても研究成果が蓄積されている．しかし，これらの

研究は土木施設の統計的劣化予測を対象としたものであり，土木施設の具体的な維持・補修政策を検討す

るには至っていない．これに対して，本章では現実のデータに基づいて推定したワイブルハザードモデル

を用いて，トンネル照明システムの点検・補修戦略を求める方法論を提案する．

土木施設の最適アセットマネジメント政策を求めるための最適維持補修モデルに関しても，多くの研究

の蓄積がある．中でも，土木施設の劣化過程をマルコフ過程 [1]で表現し，マルコフ決定過程を用いて最適

維持補修政策を求めることを目的とした最適維持補修モデルが数多く提案されている [2]Ä [5]．さらに，リ

アルオプション理論を用いて，マルコフ決定モデルを拡張した研究事例 [6]や，最適ジャンプ制御過程を用

いた最適維持補修モデル [7];[8]も提案されている．これらの研究は，いずれも単体としての土木施設の最

適補修政策を分析することを目的としており，多くの土木施設で構成されるシステムの最適点検・更新政

策を対象としたものではない．さらに，劣化過程の推移現象が過去の履歴に依存しないマルコフ過程モデ

ルで表現されているため，劣化速度が使用時間に依存するような土木施設のアセットマネジメント問題に

適用できない．

本章で対象とするトンネル照明システムのアセットマネジメントにおいては，同種の数多くの照明ラン

プの劣化過程を同時に点検・更新することが必要となる．さらに，照明ランプの寿命が短く，劣化速度が

使用時間に依存するという特性がある．本章では，このような特性を持つトンネル照明システムの最適点

検・更新政策を検討するにあたり，多数の照明ランプの点検・更新政策のタイミングを一致させるような

最適同期化政策に着目することとする．さらに，劣化速度が使用時間に依存するような劣化過程が，使用

時間を状態変数として明示的にとりあげたマルコフ過程モデルで表現されることを示す．その上で，照明

ランプの点検・更新タイミングの最適同期化政策を，集計的マルコフ過程モデルを用いて分析するような

方法論を提案する．

5.2.2 トンネル照明システムの点検・更新政策

トンネル照明システムのアセットマネジメントにおいては，個々の照明ランプの更新費用だけでなく，点

検・更新業務を実施するために固定費用が発生する．さらに，点検・更新業務により，道路混雑等の外部

不経済が発生する可能性もある．したがって，トンネル照明システムを管理する場合，照明ランプの点検・
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更新のタイミングを同期化することによりライフサイクル費用を削減することが可能となる．いま，トン

ネル照明システムが数多くの同種の照明ランプで構成されており，定期的に照明ランプの不点を点検して

いる場合を考えよう．この場合，点検・更新戦略として，１）定期点検の時間間隔と，２）照明ランプの最

大使用時間長を考えることができる．定期点検の時間間隔を広げれば，点検・更新業務に付随して発生す

る固定費用を削減することができる．さらに，照明ランプの更新費用を削減することも可能となろう．一

方で，点検・更新間隔を広げれば，不点となる照明ランプの数が多くなり，不点リスクが増加する．照明

ランプの最大使用時間長に関しても，同様のトレードオフの関係が成立する．すなわち，使用時間が大き

い照明ランプほど不点となる確率が大きくなる．したがって，照明ランプが不点となる確率を抑制するた

めには，使用時間がある一定の値（最大使用時間長と呼ぶ）に到達すれば，不点の有無にかかわらず照明

ランプを取り替えることが望ましい．しかし，最大使用時間長を過度に短くすれば，照明ランプの取り替

え費用が増大し，結果としてライフサイクル費用が増加する．このように，定期点検間隔と最大使用時間

長は，5.2.3で議論するように，管理目標であるライフサイクル費用，および不点リスクに関してトレード

オフの関係が存在する．

なお，照明ランプの更新政策として，１）逐次更新ルール，２）一斉更新ルールという２つのルールを

考えることができる．前者は定期点検時に不点が判明した照明ランプのみを更新するルールである．後者

は，ある一定の期間ごとに，照明ランプをすべて更新するルールである．一斉更新ルールを採用した場合，

故障していない照明ランプも取り替えるために，逐次更新ルールを採用した場合よりも照明ランプの更新

費用は増加する．一方，点検業務を省略することができるため，点検費用の節約が可能となる．逐次更新

ルールと一斉更新ルールのいずれが望ましいかは，照明ランプの劣化特性，および点検費用・取り替え費

用等に依存して決定され，先験的に決定することはできない．しかし，一斉更新ルールは，初回の点検時

にすべての照明ランプを取り替えるルールに他ならず，逐次更新ルールにおいて点検間隔と最大使用時間

長を一致させた特殊ケースに他ならない．したがって，本章では，逐次更新ルールと一斉更新ルールを区

別せず，両方のルールを同時に考慮できるような最適点検・更新モデルを定式化することとする．

5.2.3 最適点検・更新政策

トンネル照明システムの管理水準として，ライフサイクル費用と不点リスクの２つをとりあげる．不点

リスクの管理指標に関しては，5.3.4で議論するが，ここでは簡単のために照明ランプの不点確率を用いて

不点リスクを表現しよう．一方，トンネル照明ランプの点検・更新政策として，5.2.2で議論したように，

点検・更新間隔dと最大使用時間長mdをとりあげる．すなわち，トンネル照明ランプの使用開始時点か

ら，一定の点検回数を経過した照明ランプは自動的に更新する政策を考える．この時，最大使用期間長は，

点検・更新間隔dと最大点検回数mの積mdで与えられる．ライフサイクル費用，不点確率を点検更新政

策ò= (d;m)の関数として，それぞれC(d;m)，U(d;m)と表そう．図５－１に示す破線は，点検・更新間
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U

C

注）　破線は点検・更新時間dを固定し，最大使用時間長を変化させたCÄU
曲線を表している．縦軸はライフサイクル費用Cを，横軸は不点確率Uを
表している．実線は，効率的なライフサイクル費用と不点リスク水準の組

み合わせを表した費用・リスク曲線を表示している．

図５－１　費用・リスク曲線

隔dを固定し，最大点検回数mを変化させ，管理水準であるC(d;m)とU(d;m)の関係（以下，C ÄU曲線

と呼ぶ）を例示している．同図の各破線に示すように，点検・更新間隔dを固定する限り，照明ランプの

最大使用時間長を増加させるほど，ライフサイクル費用C(d;m)は減少し，照明ランプの不点確率U(d;m)

は増加する．このようにライフサイクル費用と不点リスクの間には，最大使用時間長を介在してC Ä U曲

線に示すようなトレードオフの関係が成立する．

以上では，点検・更新間隔を固定していたが，つぎに点検・更新間隔dを変化させよう．本章における

実証分析の結果，C Ä U曲線は下に凸な形状を示すことが判明した．そこで，異なるdに対するC Ä U曲

線に対して，図５－１において実線で示すような包絡線を定義することとした．このような包絡線上の各

点は，不点リスクを所与とした時に達成可能なライフサイクル費用の最小値を示したものである．本章で

は，このような包絡線を費用・リスク曲線と呼ぶこととする．照明ランプの劣化過程に不確実性が存在す

るため，照明リスクの不点リスクを完全になくそうとすれば，ライフライクル費用の著しい増加を招くこ

とになる．したがって，現実的にはある一定水準の不点リスクを受け入れざるを得ない．不点リスクに関

する管理水準（不点リスク水準）を決定すれば，管理水準を達成するために必要となるライフサイクル費

用を最小化するような最適点検・更新政策を求めることができる．このような不点リスク水準の決定にあ

たっては，利用者の効用や管理瑕疵，さらに経営主体の財務的構造等を総合的に勘案して決定すべきであ

り，本稿の域を越えている．図５－１で示すような，費用・リスク曲線は，効率的なライフサイクル費用

と不点リスクの組み合わせを示したものであり，トンネル照明システムのアセットマネジメントの合理化

を図る上で重要な情報を提供する．
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t0 t1 t2 tèÄ1 tè tè+1・・・

ê

d
2d

ú
注）　時刻 t0; t0 + d; t0 + 2d;ÅÅÅに定期点検が実施される．サンプルとし
て取り上げた照明ランプは時刻 tに使用が開始され，時刻úに寿命が終了し
ている．しかし，定期点検時刻 tè+1 = t0+(è+1)dにおいて，ランプが不
点であることが観測される．

図５－２　点検・更新過程

5.3 最適点検・更新モデルの定式化

5.3.1 モデル化の前提条件

トンネル照明システムを構成するある照明ランプの劣化・更新履歴が図５－２に示すように与えられた

としよう．時刻 tはカレンダー上の実時刻を表す．以下，実時刻のことを「時刻」と呼ぶ．同図において，

t0においてランプの使用が開始され，時刻ú= t0 +êにランプが不点となり，最初のランプの寿命が終了し

ている．ここで，各照明ランプの使用開始時刻をその照明ランプの寿命の初期時点とするサンプル時間軸

を導入する．このように，各照明ランプに固有に定義されるサンプル時間軸上の時点を，以下では「時点」

と呼ぶこととする．図５－２の例では，サンプル時間軸上の時点êに当該の照明ランプが不点となる．この

時，ランプの寿命はêとなる．しかし，ランプの寿命が終了したか否かは，照明ランプを点検することによ

り観察することが可能である．いま，照明ランプの不点の有無を定期点検により観察する場合を考えよう．

図５－２の例では，時刻 t0; t0 + d; t0 +2d;ÅÅÅにおいて点検が実施される．ここで，初期時刻におけるカレ

ンダー時刻を t0と表し，初期時刻 t0から時間間隔dごとに刻まれた離散的時間軸

tdè= t0 +èd (è= 0; 1;ÅÅÅ) (5.3.1)

を導入しよう．ここに，添え字è(è= 0; 1; 2;ÅÅÅ)は時間間隔dの離散的時刻における時刻番号を表す．時刻

úに不点になった照明ランプは，時刻 tdè+1 = t0 + (è+ 1)dに実施される定期点検において不点が発見され

る．[ú; tdè+1]の期間は，照明ランプは不点のまま放置されることになる．定期点検時刻 t
d
è+1において，照明

ランプが不点であることが判明した場合，ランプは直ちに取り替えられ，時刻 tdè+1に新しい照明ランプの

使用が開始される．

つぎに，道路管理者が総数Nの照明ランプを同時に管理する問題を考えよう．議論を簡単にするため，
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照明ランプの種類はすべて同じであると考えよう．トンネル照明システムの点検・更新政策òを点検・更新

間隔dと最大使用時間長mdの組を用いてò= (d;m)と表そう．いま，点検・更新政策òの下で，照明ラン

プの不点の有無が，時刻 t0; td1;ÅÅÅ; t
d
è;ÅÅÅに点検される．さらに，使用時間がmd以上となる照明ランプは

すべて取り替えられると考えよう．照明ランプの寿命に不確実性が存在し，点検時点に不点が発見された

照明ランプのみが取り替えられるため，各定期点検時刻において，使用時間が異なる照明ランプが混在す

ることになる．一定の時間間隔ごとに照明ランプが点検・更新されるため，使用されているランプの使用

時間は0; d; 2d;ÅÅÅ;mdというようにdの整数倍で表される．そこで，点検時刻において使用されている照

明ランプを使用時間と対応させて分類することにより，使用時間別照明ランプ数を定義することができる．

点検時刻に不点であった照明ランプは直ちに新しい照明ランプに取り替えられているため，それらの照明

ランプの点検時刻 t0における使用時間は0となる．点検時刻 t0における使用時間別照明ランプ数を，状態

変数ベクトルnò(t0) = (nò0(t0);ÅÅÅ; n
ò
mÄ1(t0))で表そう．ただし，状態変数n

ò
j(t0)は，点検時刻 t0において

使用時間が jdであるような照明ランプの個数を表す．当然のことながら，

mÄ1X

j=0

nòj(t0) = N (5.3.2)

が成立する．この時，点検・更新ルールòの下における照明ランプの点検・更新過程は初期時刻 t0を起点と

する状態変数ベクトルの系列nò(t0);nò(td1);n
ò(td2);ÅÅÅとして表すことができる．

5.3.2 点検・更新過程のモデル化

道路管理者が点検・更新政策òを用いてN個の照明ランプを管理する問題を考えよう．すなわち，時間

間隔d，最長使用時間mdを与件と考える．ある点検時刻 tdèにおける使用時間別照明ランプ数は状態変数ベ

クトルnò(tdè) = (nò0(t
d
è);ÅÅÅ; n

ò
mÄ1(t

d
è))で表される．前述したように，状態変数n

ò
j(t

d
è) (j = 0;ÅÅÅ;mÄ 1)

は，時刻 tdèにおいて使用時間が jdの照明ランプ個数を表す．ここで，時刻 t
d
èにおける使用時間別照明ラン

プの相対頻度をôòj (t
d
è) = nòj(t

d
è)=N (j = 0;ÅÅÅ;m Ä 1)と表そう．さらに，相対頻度ベクトルをôò(tdè) =

(ôò0(t
d
è);ÅÅÅ; ô

ò
mÄ1(t

d
è))と定義する．当然のことながら，

mÄ1X

j=0

ôòj (t
d
è) = 1 (5.3.3)

が成立する．

ここで，定期点検時刻 tdèにおいて，使用時間が jdである照明ランプに着目しよう．この照明ランプが次

の定期点検時刻まで故障が生じない確率をpdjと表そう．この時，定期点検時刻 t
d
èにおいて不点が発見され

なかった使用時間 jdの照明ランプが，次の点検時刻 tdè+1においては使用時間が (j + 1)dとなる照明ランプ

の相対頻度の期待値ôòj+1(t
d
è+1)は

ôòj+1(t
d
è+1) = pdjô

ò
j (t

d
è) (5.3.4)
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と表せる．一方，定期点検時刻 tdè+1において不点が観測される照明ランプは，直ちに新しい照明ランプに

取り替えられ，点検時刻 tdè+1において使用時間が0のランプとなる．また，使用時間が (mÄ 1)dとなる照

明ランプは次の点検時刻において新しい照明ランプに取り替えられる．したがって，定期点検時刻 tdè+1に

おいて，使用時間0の照明ランプの期待頻度ôò0(t
d
è+1)は

ôò0(t
d
è+1) =

mÄ2X

j=0

(1Ä pdj )ô
ò
j (t

d
è) +ôòmÄ1(t

d
è) (5.3.5)

と表される．ここで，点検・更新間隔をdとした場合のmÇm次推移確率行列を

Pò=

0
BBBBBBB@

1Ä pd0 pd0 ÅÅÅ 0

1Ä pd1 0 ÅÅÅ 0
...

...
...

1Ä pdmÄ2 0 ÅÅÅ pdmÄ2
1 0 ÅÅÅ 0

1
CCCCCCCA

(5.3.6)

と定義しよう．初期時刻における相対頻度をôò(t0)と定義すれば，任意の定期点検時刻 tdèにおける期待相

対頻度ôò(tdè)は

ôò(tdè) = ôò(t0)(P
ò)è (5.3.7)

と表される．ここに，(Pò)èは推移確率行列P òのè回乗じた行列を意味する．点検・更新政策òに対する推

移確率行列Pòを与えれば，トンネル照明システムの劣化・更新過程は式 (5.3.7)を用いて記述することが

できる．劣化・更新過程 (5.3.7)における状態変数は，通常の最適維持補修モデルとは異なり，状態変数が

劣化状態ではなく，システム全体における使用時間別照明ランプ数に対して定義されている．このように，

本章では点検・更新過程が集計的マルコフ過程モデルとして定式化されることになる．さらに，点検・更

新過程が長期間繰り返され，長期定常状態に到達したとしよう．使用時間別照明ランプのシェアに関する

定常確率ベクトルをôò= (ôò0;ÅÅÅ; ô
ò
mÄ1)と表そう．定常確率は

ôò= ôòPò (5.3.8)

を満足するようなôòとして定義される．なお，定常確率ôò= (ôò0;ÅÅÅ;ô
ò
mÄ1)は連立方程式

ôò0 =
mÄ2X

j=0

(1Ä pdj )ô
ò
j +ôòmÄ1 (5.3.9a)

ôòj = pdjÄ1ô
ò
jÄ1 (j = 1;ÅÅÅ;mÄ 2) (5.3.9b)

mÄ1X

j=0

ôòj = 1 (5.3.9c)

を解くことにより求めることができる．



100 第5章. トンネル照明システムの最適点検・更新政策

5.3.3 推移確率の導出

照明ランプの推移確率行列P òを，2章で提案してワイブル劣化ハザードモデルを用いて導出しよう．い

ま，照明ランプの寿命を確率変数êで表し，確率密度関数f(ê)，分布関数F (ê)に従って分布すると仮定す

る．ただし，寿命êの定義域は [0;1)である．照明ランプの使用開始時点から任意の時点ê2 [0;1]まで，

照明ランプが故障しないで生存する確率（以下，生存確率と呼ぶ） ~F (ê)は，全事象確率1から時点êまでに

照明ランプが不点となる累積不点確率F (ê)を差し引いた値

~F (ê) = 1Ä F (ê) (5.3.10)

により定義できる．ここで，照明ランプが時点êまで生存し，かつ期間 [ê;ê+Åê]中にはじめて不点となる

確率は

ï(ê)Åê=
f(ê)Åê

~F (ê)
(5.3.11)

と表せる．照明ランプが使用時間êまで故障せず，使用時間êとなった時点で初めて不点となる確率密度ï(ê)

を「照明劣化ハザード関数」と呼ぼう．

いま，式 (5.3.10)の両辺をêに関して微分することにより，

d ~F (ê)

dê
= Äf(ê) (5.3.12)

を得る．この時，式 (5.3.11)は

ï(ê) =
f(ê)
~F (ê)

= Ä

d ~F (ê)
dê

~F (ê)

=
d

dê

ê
Ä log ~F (ê)

ë
(5.3.13)

と変形できる．ここで， ~F (0) = 1Ä F (0) = 1を考慮し，式 (5.3.13)を積分すれば

Z ê

0
ï(u)du =

Ç
Ä log ~F (u)

Éê
0
= Ä log ~F (ê) (5.3.14)

を得る．したがって，劣化ハザード関数ï(u)を用いれば，時点êまで照明ランプが使用可能である確率 ~F (ê)

は

~F (ê) = exp

"
Ä

Z ê

0

ï(u)du

#
(5.3.15)

と表される．この時，点検時刻 tdèで使用時間が jdであり，点検時刻 t
d
è+1においても使用可能となる確率p

d
j

は

pdj =
Prfêï (j + 1)dg

Prfêï jdg
(5.3.16)
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と定義できる．施設の生存確率 ~F (ê)の定義より，

pdj =
~F ((j + 1)d)

~F (jd)
(5.3.17)

が成立する．劣化ハザード関数ï(ê)の関数形を特定化することにより，具体的な劣化ハザードモデルを定

式化できる．ハザード関数に関する議論の詳細は，2章を参照してほしい．ここでは読者の便宜を図るた

め，本章の実証分析で用いるワイブルハザードモデルについて，再度，簡単に説明しておこう．ワイブル

ハザード関数は

ï(ê) = íãêãÄ1 (5.3.18)

と表すことができる．ここに，íはハザード率の大きさを表すパラメータ，ãは劣化過程の依存依存性を表す

パラメータである．ワイブルハザード関数を用いた場合，照明ランプの寿命分布を表す確率密度関数f(ê)，

および生存確率 ~F (ê)は，

f(ê) = íãêãÄ1 exp(Äíêã) (5.3.19a)

~F (ê) = exp(Äíêã) (5.3.19b)

と表される．さらに，点検時刻 tdèにおいて使用時間がê= jdであるランプ照明が，次の点検時刻 tdè+1まで

不点にならない確率pdjは式 (5.3.17)より，

pdj = exp[Äíf(j + 1)ãÄ jãgdã] (5.3.20)

と表される．

5.3.4 不点リスク管理指標

点検・更新政策ò= (d;m)を用いた定常状態において実現するライフサイクル費用と不点リスクを定義

しよう．推移確率行列P òが定義できれば，式 (5.3.9a)-(5.3.9c)を用いて定常確率ôòを求めることができる．

定常状態において，各定期点検時刻において発生する不点照明ランプの期待発生確率U(d;m)は式 (5.3.5)

より

U(d;m) =
mÄ1X

j=0

(1Ä pdj )ô
ò
j

= ôò0 Äô
ò
mÄ1p

d
mÄ1 (5.3.21)

と表される．期待発生確率U(d;m)は直観的に分かりやすい指標である．しかし，期待発生確率指標は数多

く繰り返される定期点検において観測される不点照明ランプのシェアの期待値を定義したものであり，現

実に各点検時刻において観測される不点照明ランプのシェアを表したものではない．各点検時刻において

観測される不点照明ランプのシェアがU(d;m)より多くなることは当然起こりうる．
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いま，点検・更新政策òの下で実現する各照明ランプの使用時間別定常確率ôòは式 (5.3.8)で定義される．

ここで，照明ランプが不点となる定常確率をôòF = ôò0 Äô
ò
mÄ1p

d
mÄ1，故障していない状態にある定常確率

をôò
F

= 1ÄôòFと表そう．さらに，各照明ランプの不点確率が互いに独立であると仮定しよう．この時，N

個の照明ランプのうち，n個の照明ランプが不点となる確率分布は２項分布

Bi(n : N;ôòF ) =N Cn(ô
ò
F )n(ôò

F
)NÄn (5.3.22)

で表される．ここで，不点照明ランプが全ランプ数Nに占める割合を表す確率変数（以下，不点照明ラン

プのシェアと呼ぶ）z = n=Nを定義しよう．各定期点検時刻において観測される不点照明ランプのシェア z

は，図５－３に示すような離散的な確率分布に従うことになる．同図では，照明ランプ総数を変化させた

３つのケースのそれぞれに対して，不点照明ランプのシェアが生起する確率分布を表したものである．こ

のような不点照明ランプのシェアの確率分布を考慮した不点リスクの管理指標としてVaR（Value at Risk）

指標を定式化しよう．いま，点検・更新政策òを採用した時に，点検時点において観測される不点ランプの

発生シェアzがある許容水準（以下，不点管理限界と呼ぶ）U以上となる確率は

Pò(z ï U) =
NX

n=[NU ]

Bi(n : N;ôòF ) (5.3.23)

と表される．ただし，[NU ]はNUを越える整数の中で最小の整数を表す．図５－３に示すように，点検時

点において観察される不点照明ランプのシェア zは，確率的に変動する．管理対象とする照明ランプ数が多

くなるほど確率変数 zの分散が小さくなることが理解できる．図中のz ï ãの領域に描かれている破線の線

分長（確率）の総和!は，ランプ総数N = 200の時に，点検時に観測される不点ランプシェアが不点管理

限界として設定したU = ãより大きくなる確率を表している．照明ランプの劣化過程に不確実性があるた

め，不点照明ランプのシェアに関する所与の不点管理限界を常に達成できるとは限らない．確率!は，照

明ランプの不点リスクを表す指標であり，不点リスク管理水準と呼ぶこととする．ここで，不点管理水準

!と点検・更新政策ò= (d;m)を所与としたVaR指標VaR!(d;m)を

VaR!(d;m) = argmax
U

à
U : Pò(z ï U) î !

â
(5.3.24)

と定義しよう．ただし，argは，式 (5.3.24)の右辺を最大にするUを指定する記号である．ここで，集合

ä!(U)を

ä!(U) =
à
(d;m)jVaR!(d;m) î U

â
(5.3.25)

と定義しよう．集合ä!(U)は，「不点リスク管理水準!の下で不点照明ランプの発生シェアを不点管理限界

U以下に抑えることが可能な点検・更新政策の集合」を表している．このように，照明ランプの不点リスク

は，不点リスク管理水準!と不点管理限界Uという２つのパラメータを用いて表現できる．なお，期待発生

頻度U(d;m)は不点リスク管理水準として0:5を採用したVaR値（VaR0:5(d;m)）に他ならない．VaRの

定義より，! < 0:5の場合，U(d;m) < VaR!(d;m)が成立する．
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注）　本図は実証分析事例（低圧ナトリウム灯，基本照明（深夜）を点検・更新政策d = 6ヶ
月，md = 24ヶ月の下で管理した場合）において定常状態におけるシェア分布を示した
ものである．図中の点ã(z = 0:11)は，N = 200の場合のVaR値VaR0:05(6; 4)を，点
å(z = 0:085)は期待発生確率U(6; 4)を表している．

図５－３　不点照明ランプのシェア分布

5.3.5 最適点検・更新モデル

最適点検・更新モデルを定式化するために，トンネル照明システムのライフサイクル費用を定義しよう．

トンネル照明システムの点検・更新過程が定常状態にあると考えよう．ここで，管理対象の照明ランプ個

数をN，照明ランプのトンネル単位延長当たりの点検費用（固定費用）をe，トンネル管理延長をL，照明

ランプ単価を c，さらに照明ランプ１個当りの交換費用をf，点検・更新時にトンネル延長に応じて発生す

る交通規制費用をhとすれば，定期点検・逐次更新ルールを時間間隔dの下で運用した場合に発生するラ

イフサイクル費用の単位期間当たり平均費用 [9]C(d;m)は

C(d;m) =
(c+ f)Nôò0 + eL+ h

dN
(5.3.26)

と表される．小林 [9]は，インフラ管理者が，点検・更新タイミングが異なる数多くの社会基盤施設を同時

に管理する場合，個別の施設に対して単位期間当たり平均費用に基づいた最適補修政策を検討することに

より，結果的に社会基盤システム全体としてのライフサイクル費用の割引現在価値の最小化を達成できる

ことを理論的に示している．本章においても，道路管理者が点検・更新タイミングが異なる数多くのトン

ネル照明システムを同時に管理する問題を対象としており，ライフサイクル費用の評価指標として，単位

期間当たり平均費用を用いることとする．5.3.4で議論したように，不点照明ランプの期待発生確率指標
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は，VaR指標の特殊ケースに相当する．したがって，トンネル照明の不点リスクをVaR指標VaR!(d;m)

を用いて定義しよう．この時，不点管理限界U，不点リスク管理水準!を所与とした時に，ライフサイクル

費用を最小にするような最適点検・更新政策òÉ(U; !)を求める最適点検・更新モデルは

min
d;m

fC(d;m)g (5.3.27a)

subject to (d;m) 2 ä!(U) (5.3.27b)

と定式化できる．前述したように，! = 0:5を採用することにより，不点リスクの管理指標として期待発生

確率を用いた最適点検・更新政策を求めることができる．

最適点検・更新モデルを用いれば，5.2.3で議論したようなC ÄU曲線，および費用リスク曲線を以下の

手順で求めることができる．すなわち，１）不点リスク管理水準!を与える（ステップ１）．不点確率を用

いて不点リスクを定義する場合，! = 0:5と設定すればいい．２）まず，dの値を固定しよう．所与の不点

管理限界Uに対して，問題 (5.3.27a),(5.3.27b)をmに関して最小化を図ることにより，不点管理限界Uの下

で達成できるライフサイクル費用の最小値を求めることができる．さらに，不点管理限界Uの値を逐次変

化させ，問題 (5.3.27a),(5.3.27b)をmに関して最小化することにより，C Ä U曲線を求めることができる

（ステップ２）．３）dの値を逐次変化させ，それに対応するC Ä U曲線を求める．さらに，C Ä U曲線群

に対する包絡線を求めることにより，費用・リスク曲線を得ることができる（ステップ３）．なお，包絡

線は不点管理限界Uの値それぞれに対して，ステップ２）で求めたC Ä U曲線の中で最小のライフサイク

ル費用を対応させることにより定義できる．

5.4 適用事例

5.4.1 適用事例の概要

本章で提案した最適点検・更新モデルを，東北自動車道十和田道路事務所管内のトンネル照明システム

のアセットマネジメント問題に適用しよう．劣化予測モデルに関しては，同事務所が有するトンネル照明

の不点履歴データに基づいて2章で推定した，ワイブル劣化ハザードモデルを用いることとする．その詳

細は2章を参照してほしい．ここでは読者の便宜を図るために，以後の実証分析で用いるワイブル劣化ハ

ザードモデルについて簡単に説明する．分析対象とするトンネル照明不点履歴データベースでは，1983年

から1995年に至る12年間を対象として，トンネル照明の使用開始日と不点となった日が記載されている．

同道では，トンネル照明用光源として，低圧ナトリウム灯及び高圧ナトリウム灯の２タイプが設置されて

いる．さらに，トンネル照明の種類は，基本照明と緩和照明に分類される．基本照明は，トンネル全長に

わたって設置されており，前方視認に必要な照度を与えることを目的としている．一方，緩和照明は昼間

時にトンネル入り口部にてトンネル内外の照度差を緩和するために設置されており，屋外輝度に応じて回
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表５－１ 照明種類と日平均点灯時間

昼間 夜間 深夜 非常

点灯時間/日 11.70 16.20 24.00 24.00

晴天-1 晴天-2 曇天-1 曇天-2

1.70 2.70 5.70 9.30

基本照明

緩和照明

照明種類

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 5 10 15 20 25

使用時間（日×100）

生
存

確
率

昼間

夜間

深夜・非常

晴天-1

晴天-2

曇天-1

曇天-2

照明種類照明種類照明種類照明種類

図５－４　生存関数（低圧ナトリウム灯）

線が制御されている．トンネル照明は表５－１に示すように，照明の種類により１日当たりの平均点灯時

間が異なる．

ワイブル劣化ハザードモデルの説明変数として，１）照明用光源のタイプ，２）点灯時間，３）点灯回

数，４）ランプのトンネル内の位置を代替的な説明変数としてとりあげた．これら説明変数の組み合わせ

に対して，ワイブルハザード関数を推定した．その結果，符号条件，t-検定により説明変数の有意性条件

を満足する説明変数として，使用時間ê以外に，最終的に

x2 =

(
1 低圧ナトリウム灯

0 高圧ナトリウム灯

x3 = 照明種類別の日平均点灯時間（時間=日）
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表５－２　費用パラメータ

パラメータ 種類 単位費用　　

c 低圧ナトリウム灯 11,000（円/灯）
高圧ナトリウム灯 12,000（円/灯）

e - 70,000（円/km）
f - 1,400（円/灯）
h ～500m 64,000（円）

501～1,000m 103,000（円）
1,001～2,000m 111,000（円）
2,001～3,000m 114,000（円）
3,001～4,000m 127,000（円）
4,001m～ 133,000（円）

注）　点検費用 e，交通規制費用hは，点検・更新１回に要する費用を示
す．また，交通規制費用hは，トンネル１個（単位は１チューブ），１方向
当たりのトンネル内規制費用であり，照明ランプの種類にかかわらず，ト

ンネル長に応じて変化する．

という２つの説明変数が採用された．その結果，推定されたワイブル劣化ハザードモデルは

ï(ê) = (0:0154 + 0:0045x2 + 0:00042x3)ê
0:44 (5.4.28)

　　　 (13:96)　 (6:42)　　 (6:95)　 (80:97)

と表される．ただし，括弧の中の数値は tÄ値を表しており，いずれのパラメータに関する tÄ値も，各説明

変数のモデルに対する説明力がないという帰無仮説は有意水準0.95で棄却される結果となっている．ワイ

ブル劣化ハザードモデルの対数尤度はÄ16; 870，初期尤度はÄ99; 223であり，尤度比は0:83である．ワイ

ブル劣化ハザードモデルに基づいて作成した低圧ナトリウム灯の照明種類別ごとの生存関数は図５－４に

示す通りである．ワイブル劣化ハザードモデル (5.4.28)を用いれば，点検・更新政策òの下で実現する推移

確率 (5.3.20)は

pdj = exp[Ä(0:0107 + 0:0031x2 + 0:00029x3)

f(j + 1)1:44 Ä j1:44gd1:44] (5.4.29)

と表すことができる．式 (5.4.29)を利用すれば，照明ランプ種別，照明タイプ（日平均点灯時間）別に，推

移確率行列P òを式 (5.3.6)を用いて定義できる．

5.4.2 費用・リスク曲線

点検・更新政策òに対して，確率行列Pòより定常確率ôòF ; ô
ò

F
を求めることができる．先に示した図５－３

は，点検・更新政策としてd = 6ヶ月，md = 24ヶ月を採用した場合の，低圧ナトリウム灯，基本照明（深夜）

の定常状態における不点照明ランプのシェア分布を示している．同図の点ã，åは，照明ランプ数N = 200

としたときのそれぞれVaR指標VaR0:05(6; 4)と不点ランプの期待発生確率U(6; 4)を示している．この図

に示すように，定常状態においても，各期に発生する不点照明ランプのシェアにリスクが存在している．さ
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注）照明ランプ数をN = 50; 100; 200とし，低圧ナトリウム灯，基本照明（深
夜）を対象とした不点リスク管理水準!とVaR値VaR!(6; 4);VaR!(12; 2)
の関係を示している．点ã; ã0はそれぞれVaR0:5(6; 4);VaR0:5(12; 2)を表
す．

図５－５　不点リスク管理水準とVaR値

らに，図５－５は低圧ナトリウム灯，基本照明（深夜）をとりあげ，照明ランプ総数をN = 50; 100; 200

と設定した場合において，VaR指標の不点リスク管理水準!とVaR値VaR!(6; 4)およびVaR!(12; 2)の関

係を示したものである．すなわち，点検・更新間隔としてd = 6; 12ヶ月に設定したケースを取り上げ，最

大使用時間長はmd = 24である．図中の点ã, ã0はそれぞれVaR0:5(6; 4);VaR0:5(12; 2)（すなわち，期待

生起頻度U(6; 4); U(12; 2)）を示している．許容確率!が小さくなるほど，VaR!が増加することが理解で

きる．また，サンプル数Nが増加するほど，!の変化に対してVaR!(6; 4);VaR!(12; 2)の変化が小さくな

ることが理解できる．ライフサイクル費用を算定するためには，式 (5.3.26)に含まれるパラメータ c; e; f; h

に関するデータが必要となる．本章では，十和田道路事務所の実績データより表５－２に示すようなデー

タを用いることとした．同表のデータの内，照明ランプは低圧ナトリウム灯か，高圧ナトリウム灯かによ

り，ランプ単価が異なっている．また，交通規制費用は点検・更新のために発生するトンネル内における１

方向当たりの規制費用を表す．規制費用は，トンネル長に応じて変化する．以上のデータに基づいて，点

検・更新間隔dとして１ヶ月刻みで，最長２年まで想定することとした．さらに，最長使用時間長mdを

表すパラメータmとしてm = 1; 2;ÅÅÅ; [60=d]という値を採用した．ここに，[60=d]は60=dを越える最小の

整数を表す．ランプ種別，照明タイプ別に，以上のように設定した点検・更新間隔dのそれぞれに対して
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注）不点リスク管理水準! = 0:05，照明ランプ数N = 100とし，低圧ナト
リウム灯，基本照明（深夜）を対象としたC ÄU曲線群を破線で示してい
る．実線は，C Ä U曲線の包絡線で表現できる費用・リスク曲線を示す．

図５－６　費用・リスク曲線

C ÄU曲線を求めた．その際，不点リスク管理指標としてVaR0:05(d;m)を採用している．図５－６は，照

明ランプ数N = 100とし，低圧ナトリウム灯，基本照明（深夜）を対象としたC Ä U曲線を示している．

C Ä U曲線は，点検・更新間隔dを固定してmを変化させた時に，ライフサイクル費用と不点リスク水準

VaR0:05(d;m)の関係がどのように変化するかを示している．同図に示すように，点検・更新区間d，およ

び最大使用時間長mdを表すパラメータmが大きくなるほど，ライフサイクル費用が小さくなるが，不点

リスクが大きくなるというトレードオフの関係が見いだせる．さらに，同図には，異なるdに対して定義

されるC ÄU曲線の包絡線である費用・リスク曲線を併記している．不点管理限界を0.1以下に抑制しよう

とすれば，ライフサイクル費用が急速に増加する．一方，不点管理限界を0.2以上に増加させても，ライフ

サイクル費用の抑制にはそれほど貢献しないことが理解できる．言い換えれば，不点確率限界が0.2以上の

場合，予算をわずかに削減しても，照明ランプの不点確率は大幅に増加することになる．

5.4.3 最適点検・更新政策

トンネル照明システムの不点リスク管理水準は，不点リスク管理水準!と不点管理限界Uを指定すること

により決定できる．これらのパラメータを変化させれば，それと対応して最適点検・更新政策も変化する．

このことを明示的に表すために最適点検・更新政策をòÉ(U;!) = (dÉ(U; !);mÉ(U; !))と表そう．図５－

７は，照明ランプ数を100個とした場合を想定し，異なる不点リスク管理水準!に対して，不点管理限界U
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注）縦軸に最適点検・更新政策òÉ(U;!)を序列化した尺度を，横軸に不点管
理限界Uを示す．本図は実証実験結果より，0:05 î U î 0:20，1 î m î 40
の範囲についてのみ例示している．括弧の中に数字は最適政策 (dÉ;mÉ)を
示している．

図５－７　不点リスク管理図（N = 100の場合）

と最適点検・更新政策òÉ(U; !)の関係を示したものである．図５－６に示したように費用・リスク曲線は，

異なる点検・更新間隔dに対して定義されたC Ä U曲線の包絡線として定義される．不点リスク管理水準

!を一定にすれば，最適点検・更新政策が同一のC Ä U曲線上に留まる限り，不点管理限界を大きくする

ことにより，最適最大使用時間長mÉが大きくなる．さらに，費用・リスク曲線が異なるC ÄU曲線の包絡

線として定義されることに着目しよう．不点管理限界をさらに大きくすれば，費用・リスク曲線を構成す

るC ÄU曲線が，より大きな最適点検・更新間隔dÉに対応するC ÄU曲線にシフトする．このように不点

管理限界を大きくすれば，最適点検・更新政策が，１）dÉが一定で，mÉが大きくなる，２）dÉが大きくな

るという順で，逐次変化することになる．そこで，図５－７では，最適点検・更新政策を，図の縦軸に示

すように順序で序列化し，不点管理限界と最適点検・更新政策の関係を示している．図中の括弧内の数字

は，最適政策 (dÉ;mÉ)を表している．同図に示すように，リスク管理水準が厳しくなる（!を小さくする，

あるいは不点管理限界Uを小さくする）ほど，点検・更新間隔dÉと最大使用時間長mÉdÉが小さくなること

が理解できる．このようにリスク管理パラメータU; !と最適点検・更新政策òÉ(U;!)の関係を表したグラ
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を表す．縦軸（左）は単位ライフサイクル費用を，縦軸（右）は最適点検・

更新政策òÉを序列化した尺度を示す．最適点検間隔を，1 î d î 10の範囲
で示し，その間は最大使用時間長mdの係数m = 0; 1;ÅÅÅ; 10の値で等間
隔に分割して表現している．破線は一括更新政策を表す．括弧内の数字は

最適政策 (dÉ;mÉ)を表す．

図５－８　照明ランプ数と単位ライフサイクル費用

フを不点リスク管理図と呼ぶ．

照明ランプ数Nが異なれば，ライフサイクル費用において固定費が占める割合が異なる．そこで，照明

ランプ数と最適点検・更新政策の関係を分析しよう．図５－８は，不点リスク管理水準を! = 0:05，不点

管理限界をU = 0:1; 0:2に固定し，照明ランプ数を変化させた時に，照明ランプ１個当たりのライフサイ

クル費用（以下，単位ライフサイクル費用と呼ぶ）がどのように変化するかを示したものである．同図に

は，照明ランプ数Nの変化により，最適点検・更新政策がどのように変化するかも併記している．また，図

５－８の縦軸は図５－７と同様に最適点検・更新政策を序列化した尺度を，横軸は照明ランプ数を対数尺

度で表現している．同図に示すように，照明ランプ数Nが十分大きくなれば，照明ランプ数Nが変化して

も，単位ライフサイクル費用，最適点検・更新政策はほとんど変化しないことが読みとれる．したがって，

実用的には十分大きなサンプル数を対象とするのであれば，所与の不点リスク管理水準!の下で適切な不

点管理限界を決定することが重要な課題となる．一方，対象とする照明ランプ数が少ない場合，点検・更

新のための固定費用の効果が現れるため，照明ランプ１個当たりの単位ライフサイクル費用は大きくなる．

また，不点照明ランプのシェアの変動が大きくなるため，ある一定の不点リスク管理水準の下で所与の不

点管理限界を達成するために，より頻繁な点検・更新が必要となる．さらに，たとえば，不点管理限界を
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夜）を対象とした場合を表す．縦軸は照明ランプ数N，横軸は不点管理限
界Uを表す．図中の斜線を施した領域では一斉更新が合理的となる．

図５－９　一斉更新政策のカバー範囲

0:5程度に設定すれば，照明ランプ数が20個以下になれば，固定費用の効果が卓越し，一斉更新政策が選

ばれることになる．

最後に，図５－９は不点リスク管理水準を! = 0:05; 0:5に設定し，最適点検・更新政策として一斉更新

政策が選択されるような照明ランプ数と不点管理限界の関係を分析した結果を示している．所与の不点管

理限界に対して，一斉更新政策と定期点検・逐次更新政策が選択される領域の境界となるような照明ラン

プ数を臨界的照明ランプ数と呼ぶこととする．図５－９の実線，および破線は，それぞれ不点管理水準を

! = 0:05; 0:5に設定した場合における不点管理限界と臨界的照明ランプ数の関係を示している．同図に示

すように，トンネル照明システムの規模が小さくなれば，点検業務を省略し，定期的に照明ランプを一斉

更新することが効率的となる．しかし，不点管理限界が小さくなれば，定期点検・逐次更新ルールが合理

的になるような臨界的照明ランプ数は小さくなる．言い換えれば，より照明ランプ数の小さいトンネルに

おいても，定期点検・逐次更新ルールを採用することが合理的となる．
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5.4.4 実用化への示唆

以上の分析結果に基づけば，今後のトンネル照明システムのアセットマネジメントの高度化に関するい

くつかの示唆を得ることができる．本章で提案した方法論に関わる今後の研究課題に関しては，8章にて

言及することとし，ここでは，今後実用的なアセットマネジメントシステムを開発する上での課題につい

て，とりまとめておく．

第１に，点検・更新政策を検討する場合，トンネル照明システムの規模が重要な管理変数となる．実証

分析の結果，トンネル照明システムの規模が小さい場合，点検業務を省略し，照明ランプの一斉更新政策

が合理的となる場合があることが判明した．本適用事例は交通需要の小さい路線のトンネル照明システム

をとりあげている．しかし，交通需要の大きい路線のトンネル照明システムの最適点検・更新政策を検討

する場合，点検・更新業務がもたらす外部不経済が大きくなり，一斉更新政策が合理的である場合も起こ

りえる．しかし，この場合においても，不点リスクを小さい水準に管理するためには，定期点検・逐次更

新政策を採用することが不可欠となることは言うまでもない．

第２に，不点リスク管理水準の決定が重要な課題となる．図５－４に示すように，低圧ナトリウム灯（基

本照明，深夜）の場合，約50ヶ月（1500日程度）で生存率が0.4程度まで低下している．一方，図５－７

あるいは図５－８に示すように，不点リスク管理水準を! = 0:05という厳しい水準を用いても，不点管理

限界を0.1以上に設定する場合，ランプ総数が100個程度以上であれば，最適な最大使用時間長mÉdÉの値

は30～50ヶ月程度となる．さらに，不点リスク管理限界Uを0.15程度に設定すれば，不点リスク管理水準

! = 0:05を用いても，最適な最大使用時間長は約60ヶ月程度となる．最大使用時間長に制約を設ける場合，

個々の照明ランプの使用を開始した時刻を記録し，かつ点検時刻において使用時間が最大使用時間長を越

える照明ランプのリストを作成することが必要となり，点検・更新業務が煩雑となる．不点リスクの管理

水準を例えば0.05に設定しても，不点管理限界を0.15程度に設定する場合，実際のトンネル照明システム

の点検・更新過程において，照明ランプが最適最大時間長まで生存する確率が小さくなるため，実用的に

は個々の照明ランプの使用時間を管理せず，点検時に不点の照明ランプのみを交換することで十分であろ

う．しかし，不点リスクの管理水準を厳しく設定する場合には，照明ランプの最大使用時間長に関する管

理が必要となる．このように本章で提案した方法論により，トンネル照明システムの管理における費用・

リスク曲線を求めることができる．なお，トンネル照明システムの点検・更新政策を一意的に決定するた

めには，不点リスク管理水準!，不点管理限界Uの値を決定することが必要となる．このようなリスク管理

パラメータの値を決定するためには，利用者の満足水準や事故リスク，管理瑕疵リスク，さらには他の道路

付帯施設のリスク管理水準，経営主体の財務構造等を総合的に勘案して決定すべき問題であり，本章の域

を越えている．この問題に関しては，将来の研究課題としたい．

第３に，点検・更新記録の蓄積方法に関して検討することが必要である．すでに，2章において，点検
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データがある程度蓄積されれば，点検・更新期間を変化させても，劣化ハザードモデルの推定精度に影響

を及ぼさないことを明らかにした．したがって，劣化ハザードモデルの更新のためには，照明ランプの使

用開始時刻と，不点ランプの取り替え時刻に関する記録を残せば十分である．そのためには，劣化モデル

の推定結果のフォローアップを実施するトンネルを選定し，上述のような点検データを蓄積することが望

ましい．さらに，2章において，一斉更新を実施する場合には，使用時間が同じ照明ランプに関するデータ

のみが記録され，データを蓄積しても劣化モデルの推定精度の向上にはつながらないことを指摘した．小

規模なトンネル照明システムでは，照明ランプの一斉取り替えを行うことにより，ライフサイクル費用を

低減することが可能となる．しかし，劣化ハザードモデルの推定精度を向上させるためには，モニタリン

グ対象となるトンネル照明システムを決定し，定期点検・逐次更新を通じて照明ランプの不点履歴に関す

るデータを蓄積することが必要である．

5.5 結言

本章ではトンネル照明ランプの劣化過程がワイブル劣化ハザードモデルにより記述できることに着目し，

多数の照明ランプで構成されるトンネル照明システムの点検・更新プロセスを集計的マルコフ過程モデル

で表現した．さらに，照明ランプの点検・更新間隔と最大使用時間長という２つの管理変数が，ライフサ

イクル費用および不点リスクに及ぼす影響を分析するための最適点検・更新モデルを定式化した．その結

果，不点リスクを管理水準として与えた場合に，ライフサイクル費用を最小にするようなトンネル照明シ

ステムの最適点検・更新政策を求めることが可能になった．また，現実のトンネル照明システムの管理問

題を対象として，本章で提案した方法論の有効性を実証的に検討した．本章で提案した方法論は，トンネ

ル照明システムに限らず，劣化過程がワイブル劣化ハザードモデルで記述されるような多くの土木施設シ

ステムのアセットマネジメントに適用可能である．今後，土木施設単体の維持管理だけでなく，多くの同

種の施設で構成されるような土木施設システムのアセットマネジメントの方法論を幅広く開発することが

必要となるが，そのためにはいくつかの研究課題が残されている．土木施設の劣化状態は本章でとりあげ

たような２値変数でなく，複数のレーティング（もしくは，健全度）で記述される場合が少なくない．す

でに4章にて，複数レーティングを考慮した多段階ワイブル劣化ハザードモデルを提案しているが，この

ような複数レーティングを用いた集計的アセットマネジメントモデルを開発することが必要となる．この，

複数レーティングを用いた集計的アセットマネジメントモデルについては，次章において開発する．
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第6章

時間依存型劣化過程を有するシステムの集計的最

適点検・補修モデル

6.1 緒言

本章では，舗装，上下水道，道路付帯施設等のように，数多くの同種類の施設や機器（以下，施設と呼

ぶ）で構成される土木施設群（以下，システムと呼ぶ）の点検・補修問題をとりあげる．すでに5章にお

いて，トンネル照明ランプを対象とした最適補修政策の点検・更新政策を求める方法論を提案した．次に，

施設の劣化水準が複数の健全度で表現されるような土木施設を対象とした最適補修政策を決定する方法論

について述べる．このような特性を有するシステムの管理業務にあたっては，個々の施設の補修費用だけ

ではなく，点検・補修を実施するために固定費用が発生する．固定費用の中には，管理業務に伴う外部不

経済も含まれる．このため，システムの管理にあたっては，個々の施設ごとに個別に管理するよりも，多

くの施設の点検・補修のタイミングを同期化することにより，ライフサイクル費用を抑制することが重要

となる．

従来より，単一部材や単一施設を対象とした最適補修政策に関しては数多くの研究が蓄積されている．

さらに，施設の劣化過程の不確実性を考慮した最適補修モデルも提案されている．そこでは，部材や施設

の健全度を複数の離散的なレーティング指標で表現し，健全度間の推移確率を用いて劣化過程を表現する．

数多くの同種の施設で構成されるシステムにおいて，すべての施設の劣化が一様に進展するわけではない．

個々の施設の劣化過程には不確実性が存在する．システム全体の劣化・補修過程をモデル化する場合，個々

の施設の不確実な劣化過程を集計化し，システム全体の平均的な劣化・補修過程をモデル化することが必

要となる．以下，システム全体の平均化した劣化・補修過程の最適点検・補修政策を求めるモデルを集計

的最適点検・補修モデルと呼ぶ．

土木施設の劣化過程を記述するためにマルコフモデルが用いられることが多い．マルコフモデルは操作

性に優れており，マルコフ決定モデルを用いて容易に最適補修政策を求めることができる．単純マルコフ

モデルは，土木施設の劣化過程が過去の使用履歴に依存せず，毎期ごとに独立な推移確率で表されること

を前提としている．しかし，土木施設の劣化過程が単純マルコフモデルに従う保証はない．例えば，4章で
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示したように，照明施設を対象とした場合に劣化予測モデルとしてワイブル型ハザードモデルを用いた非

斉次マルコフモデルが適切であり，単純マルコフモデルを用いた場合，施設の寿命を過大に評価するケー

スが存在する．特に，施設寿命が短く，頻繁に補修や更新が行われるシステムの点検・補修政策を検討す

る場合，推移確率が使用履歴に依存するような非斉次マルコフモデルで表現することが望ましい．

以上の問題意識に基づいて，本章では施設の劣化過程を，健全度間の推移確率が施設の使用時間に依存

して変化するようなシステムの劣化過程を多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて表現する．その上

で，最適な定期点検間隔や個々の施設の最適補修政策を求めるような集計的最適点検・補修モデルを提案

することとする．以下，6.2では本章の基本的な考え方を整理し，6.3では集計的最適点検・補修モデルを

定式化する．6.4では，多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて劣化過程を表現する．6.5では，トン

ネル照明灯具を対象とした適用事例について述べる．

6.2 本章の基本的な考え方

6.2.1 従来の研究概要

土木施設の最適アセットマネジメント政策を求めるための最適維持補修モデルに関しても，多くの研究

の蓄積がある．しかし，これらの研究は，いずれも単体としての土木施設の最適アセットマネジメント政

策を分析することを目的としたものであり，多くの土木施設で構成されるシステムの最適点検・補修政策

を分析できないという限界がある．さらに，劣化過程が過去の履歴に依存しない単純マルコフモデルで表

現されているため，劣化速度が使用時間に依存するような土木施設のアセットマネジメント問題に適用で

きない．

一方，最適点検・補修モデルを現実のアセットマネジメント問題に適用するに当たっては，施設の劣化

予測モデルが重要となる．マルコフ型決定モデルを用いる場合，マルコフ推移確率行列の推定が重要とな

る．既に，3章において，劣化状態が複数の健全度で表現されるような土木施設に着目し，多段階指数劣

化ハザードモデルを用いて劣化過程をマルコフ推移確率行列で表現する方法を提案した．推定した劣化確

率を用いることで，単純マルコフモデルを体系的に推定することが可能になった．さらに，4章において，

施設の使用時間に依存して健全度間の劣化速度が変化するような多段階ワイブル劣化ハザードモデルを提

案した．本章では，この4章において推定した多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて，劣化速度が

使用時間に依存するような施設の劣化過程を，健全度間の推移確率が使用時間に依存するような非斉次マ

ルコフモデルとして表現する．

また，従来の最適補修モデルが単一の部材や施設の補修政策を取り扱っているのに対して，多数の施設

で構成される土木施設のアセットマネジメントを実施するためには，土木施設を構成する施設の点検・補

修政策のタイミングを一致させるような最適同期化政策を求めることが必要となる．このような観点から，
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5章において，トンネル照明ランプを対象とした集計的な最適点検・補修モデルを提案した．そこでは，ト

ンネル照明ランプの不点リスク確率を所与の水準以下に維持しつつ，ライフサイクル費用を最小にするよ

うなトンネル照明ランプの点検・更新政策を求める方法論を提案した．しかし，施設の劣化水準が複数の健

全度で表現されるような土木施設システムを対象とする場合には，点検・更新間隔と健全度に応じた最適

補修政策の最適な組み合わせを同時に決定することが必要となる．さらに，施設の最適更新間隔を決定す

るためには，伝統的な単純マルコフモデルの枠組みを越えて，劣化推移確率が使用時間に依存して変化す

るような非斉次マルコフモデルを開発することが必要となる．以上の問題意識の下に，本章では，１）多

段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて非斉次マルコフモデルを定式化するとともに，２）同種の多数

の施設の点検・補修タイミングの最適同期化政策を求めるための集計的最適点検・補修モデルを提案する．

6.2.2 システムの点検・補修政策

数多くの施設で構成されているシステムの点検・補修政策を検討する場合，個々の施設の点検・補修政

策だけでなく，数多くの施設の点検・補修のタイミングの同期化政策を検討することが必要となる．本章

では，対象とするシステムを構成する施設の点検や補修を時間軸上における同一時刻において一斉に実施

するような問題を考える．すなわち，一斉点検において補修が認められた施設に関しては，点検時刻に施

設の補修・更新も一斉に実施されると考える．この場合，点検・補修政策òは，１）定期点検・補修の時間

間隔と，２）施設の健全度に応じた補修アクションの双方が含まれる．いま，カレンダー時間軸上に等間

隔に設けられた離散的な時刻において点検を実施し，必要な場合には施設の補修・更新も同時に実施する

ような管理業務を考えよう（図６－１参照）．以下，カレンダー時刻のことを「時刻」と呼ぶ．初期時刻

td0を起点とする離散的時間軸

tdè= td0 +èd (è= 0; 1;ÅÅÅ) (6.2.1)

を導入しよう．ここに，添え字è(è= 0; 1; 2;ÅÅÅ)は時間間隔dの離散的時刻における時刻番号を表す．時間

間隔dは政策変数であり，時間間隔dを設定すれば，初期時刻 td0を起点とする離散的時間軸が一意的に決

定される．つぎに，施設の健全度が I個の離散的なレーティング指標 i (i = 1;ÅÅÅ; I)で表現されていると考

える．健全度 i = 1の場合，施設がもっとも健全な状態を表している．逆に，i = Iの場合，劣化がもっと

も進んだ状態を表す．劣化・補修過程は不確実であるが，図６－１は１つの劣化・補修パスをサンプルとし

て例示している．当該施設は時刻 t0に使用が開始され，時間とともに劣化が進展している．健全度が離散

的なレーティング指標で表されるため，健全度は時間とともに段階的に変化するが，ここでは劣化・補修

過程を直感的に理解するために連続的な曲線で表現している．図の事例では，時刻 taと tbに行われた補修

により健全度が２から１まで回復しているが，その後の劣化によって再び健全度２に劣化した時点では補

修が実施されない．さらに，時刻 tcにおいて健全度 iが観測されて，再び補修が実施され健全度が i00に回復
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t0 ta tb tc

1

2

i00

i

I

健全度

tdè

図６－１　劣化・補修過程

している．このように，補修実施の有無が，過去の補修履歴に影響を受けることになる．つまり，施設は

補修によって健全度が回復するが，その補修の繰返し回数には制限があり，当該健全度での補修回数が繰

返し制限を越えると，より劣化が進んだ状態での補修が適用される．この補修の繰返し制限回数Lは，各

健全度で実施される補修工法に対してそれぞれ適用されると考えよう．ただし，健全度 Iは最悪の水準であ

り，時刻 tdに，健全度が Iまで劣化した施設は直ちに取り替えられ，健全度は1に推移する．このように補

修内容は，補修が実施されるときの健全度 i，過去に補修が実施された時点での健全度kと，その健全度ま

で回復した過去の補修回数 l，及び補修後の健全度の回復水準 i00を用いて表現することができる．そこで，

補修履歴k (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2)，l (l = 0;ÅÅÅ; L)を持つ施設に対する点検・補修政策òの補修アクションを，

補修履歴k (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2)，l (l = 0;ÅÅÅ; L)，健全度 i (i = k;ÅÅÅ; I)に対して補修後に回復する健全度

i00 (k î i00 î i)を表す対応関係

ëò(k; l; i) =

(
i 補修しない時

i00 健全度 i00に回復する時
(6.2.2)

を用いて定義する．ただし，上付き添え字òは，点検・補修政策òを構成する補修アクションであることを

表している．また，健全度 Iの場合，施設が取り替えられ i00 = 1となる．補修により，健全度 I Ä 1に回復

することがないため，補修履歴kはk = 1;ÅÅÅ; I Ä 2の間の値をとる．施設の補修政策は，補修アクション

ベクトル

ëò= (ëò(1; 0; 1);ÅÅÅ; ëò(1; 0; I);ÅÅÅ; ëò(1; L; I);

ÅÅÅ; ëò(2; 0; 2);ÅÅÅ; ëò(I Ä 2; L; I)) (6.2.3)
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により表現できる．さらに，点検・補修政策ò2 Ñは，点検時間間隔dと補修アクションëòの組ò= (d;ëò)

で定義される．ただし，Ñは点検・補修政策の集合を表す．システムの更新政策として，１）定期点検時点

において健全度が Iに達した施設のみを，点検時点において逐次更新する政策（以下，逐次更新ルールと呼

ぶ），２）ある一定の期間ごとに，システムを構成するすべての施設を（健全度にかかわらず）一括して

取り替える政策（以下，一括更新ルールと呼ぶ）という，２種類の更新政策を考えることができる．一括

更新ルールを採用した場合，劣化が進展していない施設も取り替えるため，逐次更新ルールを採用した場

合よりもシステムの更新費用は増加する．一方，一括更新ルールは，更新作業のために発生する規制の回

数が減少するため，社会的費用の低減効果が期待できる．逐次更新ルールと一括更新ルールのいずれが望

ましいかは，システムの劣化特性や補修・更新費用，さらに社会的費用等の外部費用に依存する．しかし，

一括更新ルールは，逐次更新ルールにおいて，健全度 Iに達した施設を直ちに更新えずに，一括更新が実施

される時刻まで更新を見送る特殊ケースに他ならない．以下では，基本的に逐次更新ルールを採用する場

合を想定し，最適点検・補修モデルを定式化する．更新アクションを修正することにより容易に一括更新

ルールに関しても分析できることを付記しておく．

6.2.3 劣化・補修過程

管理者が点検・補修政策ò2 Ñを用いて，N個の施設で構成されるシステムを管理する問題を考えよ

う．いま，時刻 tdèÄ1において点検・補修が実施された直後の施設n (n = 1;ÅÅÅ; N)の状態を状態変数

!n(tdèÄ1) = (kn(tdèÄ1); ln(t
d
èÄ1); in(t

d
èÄ1);mn(tdèÄ1)) (n = 1;ÅÅÅ; N)を用いて表そう．ここに，状態変数

を構成するkn(tdèÄ1); ln(t
d
èÄ1); in(t

d
èÄ1);mn(tdèÄ1)は，それぞれ時刻 t

d
èÄ1の点検・補修後に定義される当

該施設の直近の（回復健全度で定義される）補修履歴，その回復健全へ補修回復された回数，施設の健

全度，直近の更新後の点検回数である．つぎに，時刻 tdèに点検が実施される．点検後（補修アクション

が実施される前）の施設状態を，!0n(t
d
è) = (k0n(t

d
è); l

0
n(t

d
è); i

0
n(t

d
è);m

0
n(t

d
è)) (n = 1;ÅÅÅ; N)と表す．た

だし，k0n(t
d
è) = kn(tdèÄ1); l

0
n(t

d
è) = ln(tdèÄ1)，m

0
n(t

d
è) = m0n(t

d
èÄ1) + 1が成立する．i0n(t

d
è)は時刻 t

d
èの

点検で観測された施設の健全度を表す．つぎに，補修アクションëòに従って，補修アクションが実施さ

れる．補修アクションはëò(k0n(t
d
è); l

0
n(t

d
è); i

0
n(t

d
è)) = i00n(t

d
è)と表される．その結果，施設状態は状態変数

!00n(t
d
è) = (k00n(t

d
è); l

00
n(t

d
è); i

00
n(t

d
è);m

00
n(t

d
è)) (n = 1;ÅÅÅ; N)で表される．ここに，k00n(t

d
è)は

k00n(t
d
è) =

(
k0n(t

d
è) 補修しない時

i00n(t
d
è) 補修する時

(6.2.4)
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と定義される．すなわち，k00n(t
d
è)は，１）時刻 t

d
èにおいて補修をしなかった場合は，時刻 t

d
è以前に実施され

た補修アクション時の健全度を，２）補修を実施した場合は，補修後の健全度を表す．さらに，l00n(t
d
è)は，

l00n(t
d
è) =

8
>>>>>><
>>>>>>:

l0n(t
d
è) 補修しない時

l0n(t
d
è) + 1 健全度k0n(t

d
è)に回復

する時

0 k00n(t
d
è) > k

0
n(t

d
è)が成立する

時，もしくは取り替えた時

(6.2.5)

と定義できる．すなわち，l00n(t
d
è)は，１）時刻 t

d
èにおいて補修をしなかった場合は，時刻 t

d
è以前に実施さ

れた補修の回数を，２）l0n(t
d
è) < Lであり，かつ補修により健全度がk

0
n(t

d
è)に回復した場合は，時刻 t

d
è以

前に実施された補修の回数に，時刻 tdèにて実施した補修回数を加える．３）健全度がk
00
n(t

d
è) > k

0
n(t

d
è)に回

復，もしくは取り替えた時には補修の履歴回数を0に修正する．なお，時刻 tdèで施設nの健全度が Iと判定

された場合，施設は更新され補修履歴はk00n(t
d
è) = 1に更新される．また，m00n(t

d
è)は，直近の更新アクショ

ンが実施されてからの点検回数を表しており，

m00n(t
d
è) =

(
0 取り替える時

m0n(t
d
è) + 1 それ以外の時

(6.2.6)

と表される．なお，過去に更新の履歴がない場合は，その施設の使用が開始されてからの点検回数を表す．

定期点検・補修スキームの下では，一定の時間間隔dごとに点検・補修されるため，点検時点に観測される

使用時間は0; d; 2d;ÅÅÅ;mdというようにdの整数倍の値をとる．したがって，前回の補修アクションから

の点検回数がmであることは，前回の補修・更新時刻からmdが経過していることを意味する．また，点

検回数mが上限値Mに到達した施設は直ちに更新されると考える．この仮定は，逐次更新ルールにおいて

状態変数の数を有限個に制約するための仮定であるが，Mの値が十分に大きければ，施設の使用時間がM

に到達する確率が微少になるため，実用的には問題ないと考える．このように，システムの劣化・補修過

程は，１）時刻 tdèÄ1の補修後の状態変数ベクトル!(tdèÄ1) = (!1(tdèÄ1);ÅÅÅ;!N (tdèÄ1))，２）時刻 t
d
èの点検

後に観測される状態変数ベクトル!0(tdè)，３）時刻 t
d
èの補修後に定義される状態変数ベクトル!

00(tdè)を用

いて記述できる．時刻 tdèと t
d
è+1間の劣化・補修過程を考える場合，!(tdè)は!

00(tdè)を用いて定義される．

6.2.4 ライフサイクル費用とリスク管理水準

数多くの施設で構成されるシステムを定期的に点検・補修する場合，定期点検の時間間隔dの設定が重

要な課題となる．定期点検・補修の間隔が大きくなれば，点検・補修業務に付随して発生する点検費用を

削減することができる．一方で，点検・補修間隔を広げれば，その間に施設の劣化が進行する可能性があ

る．施設の健全度が比較的良好な段階で予防的補修を実施すれば，施設の更新が生じるまでの期間長（施

設の寿命）が長くなり，結果的に補修費用の削減につながる可能性がある．のちに，6.3.5において議論す

るように，本章では点検・補修政策の効率性を点検・補修に要する点検費用と，施設の予防的補修に要す
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注）　実線は点検間隔dとライフサイクル費用CëÉ(d)の関係を，破線は点
検間隔dと故障リスクÖ

ëÉ(d)
K の関係を表している．縦軸（左）はライフサ

イクル費用を，縦軸（右）は故障リスクを表している．本図は，6.5適用

事例において実際に分析した結果から，逐次更新ルールの補修政策ò5に基
づく点検間隔，ライフサイクル費用，故障リスクの関係を図示したもので

ある．

図６－２　ライフサイクル費用と故障リスク

る補修費用の総和で評価する．図６－２は，点検間隔dとライフサイクル費用Cë
É(d)の関係を示している．

ここに，ライフサイクル費用Cë
É(d)は，所与の点検間隔dに対してライフサイクル費用を最小にするよう

な最適補修アクションëÉ(d)を採用した場合に達成可能なライフサイクル費用を意味している．本章の実

証分析でとりあげたトンネル照明システムでは，点検間隔dを大きくするほどライフサイクル費用が小さ

くなるという関係が見いだされている．

一方，土木施設システムを管理する場合，ライフサイクル費用だけでなく，システムのサービス水準で

ある施設の健全度分布を同時に管理することが重要である．本章の実証分析では，高速道路トンネルの照

明灯具の管理問題をとりあげる．照明灯具が高速道路上に落下した場合，重大な事故の発生につながる可

能性がある．このため，健全度 Iの照明灯具が存在する確率をある一定の管理水準以下に抑制することが望

ましい．図６－２には，点検間隔と健全度 Iの施設が発生する確率Ö
ëÉ(d)
I の関係を併記している．ただし，

Ö
ëÉ(d)
I は，点検間隔dを所与とした時の最適補修アクションëÉ(d)を採用した時に点検時点において健全度

Iの施設が発生する確率（以下，故障リスクと呼ぶ）を表す．図に示すように，点検・補修間隔dが大きく

なれば，故障リスクが大きくなる．このような観点から，本章では施設管理者がリスク管理水準Uを設定

し，所与のリスク管理水準の下でライフサイクル費用を最小にするような最適点検・補修政策òÉ(U)を求
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める問題を定式化することとする．

6.3 最適点検・補修モデルの定式化

6.3.1 モデル化の前提条件

システムの点検・補修政策òの下で実現するシステムの劣化・補修過程は，それぞれの施設の点検結果，

補修履歴を用いて記述することができる．しかし，システムを構成する施設数が多くなれば，劣化・補修

過程をシステムを構成する施設それぞれの点検結果や補修履歴を用いて記述すると，のちに示す推移確率

行列の次元数が膨大になるという問題が生じる．また，ライフサイクル費用を最小化するような最適点検・

補修政策を検討する際，このような個別施設ごとの点検・補修履歴に関する詳細な情報は必要ではない．そ

こで，個別施設に関する点検・補修履歴に関する情報を集計化し，システムの平均的な劣化・補修過程を

モデル化しよう．

点検・補修政策òの下で，各施設の健全度 i00n(t
d
è) (n = 1;ÅÅÅ; N)が，時刻 tdè (i = 0; 1; 2;ÅÅÅ)に点検され

る．各施設の劣化過程に不確実性が存在するため，点検時刻において，健全度や使用時間が異なる施設が

混在することになる．システムを構成する施設を過去の補修履歴，補修履歴についての繰返し回数，現在

の健全度，前回の補修時刻からの経過時間と対応させて分類することにより，補修履歴別，補修履歴につい

ての繰返し回数別，健全度別，点検回数別施設数を定義することができる．時刻 tdèにおいて補修アクショ

ンを実施した直後における補修履歴別，補修履歴についての繰返し回数別，健全度別，点検回数別施設数

を，行ベクトル

nò(tdè) = (nò1010(t
d
è);ÅÅÅ; n

ò
101(MÄ1)(t

d
è); n

ò
1110(t

d
è);ÅÅÅ;

nò111(MÄ1)(t
d
è)); n

ò
1211(t

d
è));ÅÅÅ; n

ò
1L1(MÄ1)(t

d
è);

nò1220(t
d
è));ÅÅÅ; n

ò
1L(IÄ1)(MÄ1)(t

d
è));

ÅÅÅ; nò(IÄ2)L(IÄ1)(MÄ1)(t
d
è)) (6.3.7)

を用いて表そう．ただし，変数nòklim(tdè) (k = 1;ÅÅÅ; IÄ2; l = 0;ÅÅÅ; L; i = k;ÅÅÅ; IÄ1; m = 0;ÅÅÅ;MÄ1)

は，点検時刻 tdèにおいて補修履歴がk，補修履歴kの繰返し補修回数が l，健全度が i，直近の補修アクショ

ンからの点検回数がm（経過時間がmd）となる施設の個数を表す．また，Mは十分大きな整数を表し，点

検回数mの上限値を表す．点検回数mがM Ä 1に到達した場合，つぎの点検・補修時点 tdè+1で自動的に新

しい施設に更新されると考える．当然のことながら，

IÄ2X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MÄ1X

m=0

nòklim(tdè) = N (6.3.8)

が成立する．この時，点検・補修ルールòの下における施設の劣化・補修過程は初期時刻 t0を起点とする状

態変数ベクトルの系列nò(t0);nò(td1);n
ò(td2);ÅÅÅとして表すことができる．ここで，各施設状態が生起する
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相対頻度をôòklim(tdè) = nòklim(tdè)=N (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l = 0;ÅÅÅ; L; i = k;ÅÅÅ; I Ä 1; m = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)

と表し，相対頻度ベクトルを行ベクトルôò(tdè) = (ôò1010(t
d
è);ÅÅÅ; ô

ò
(IÄ2)L(IÄ1)(MÄ1)(t

d
è))で定義する．この

時，次式が成立する．

IÄ2X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MÄ1X

m=0

ôòklim(tdè) = 1 (6.3.9)

6.3.2 劣化過程のモデル化

各施設の健全度は I個の健全度で表現される．施設が更新された時刻（あるいは補修された時刻）から，

施設の劣化が進展する．このような施設の劣化過程は健全度間の時間的推移状態として記述できる．いま，

時間間隔dごとに等間隔に点検時刻が設定された離散的時間軸 (6.2.1)を考える．ある点検時刻 tdèにおいて，

補修アクション実施後に，施設の補修履歴，補修の繰返し回数，健全度，点検回数に関するデータが更新

されたとしよう．以上のデータに基づいて，つぎの点検時刻 tdè+1における健全度を予測する問題を考える．

当面の間，施設の補修や更新を考慮せず，施設の劣化過程のみに着目する．

いま，時刻 tdèの補修アクション実施後に補修履歴k，繰返し回数 l，健全度 i，点検回数mとなる施設に着

目しよう．さらに，当該時刻の施設状態を４つの状態変数の組 (k; l; i;m) (k = 1;ÅÅÅ; IÄ2; l = 0;ÅÅÅ; L; i =

k;ÅÅÅ; IÄ1; m = 0;ÅÅÅ;MÄ1)で表そう．つぎに，時刻 tdè+1（点検を実施し，補修アクションを実施する前の

段階）における施設状態を状態変数の組 (k0; l0; i0;m0) (k0 = 1;ÅÅÅ; IÄ2; l0 = 0;ÅÅÅ; L; i0 = k0;ÅÅÅ; I; m0 =

0;ÅÅÅ;M )と表す．これらの施設状態の間の推移確率をpk
0l0i0m0

klim (d)と表そう．劣化過程の特性から，推移

確率pk
0l0i0m0

klim (d)の中には推移パターンとして生起しえず，推移確率が0となるものが存在する．推移確率

pk
0l0i0m0

klim (d)は点検・補修間隔dに依存する．以下では，記述の簡便化を図るために点検間隔dを省略する．

時刻 tdèから時刻 t
d
è+1の間で，生起する推移状態として，１）健全度が iのまま推移し，使用時間がmdから

(m+ 1)dに推移するケース，２）健全度が i0 (i0 > i)に変化し，使用時間も (m+ 1)dに変化する場合，が

起こりうる．それぞれのケースに対応する推移確率をpkli(m+1)klim ，pkli
0(m+1)

klim と表そう．健全度 I，点検回数

Mは吸収状態であり，施設を更新されない限り健全度 I，あるいは点検回数Mの状態に留まる．すなわち，

pklI(m+1)klIm = 1，pkliMkliM = 1 (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l = 0;ÅÅÅ; L; i = k;ÅÅÅ; I; m = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)が成立すると

考える．それ以外の推移確率はすべて0となる．推移確率の定義より，

IX

i0=i

pkli
0(m+1)

klim = 1 (6.3.10)

(k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l = 0;ÅÅÅ; L; i = k;ÅÅÅ; I Ä 1;

m = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)

が成立する．ここで，施設の推移状態に関する理解を容易にするために，推移確率行列を定義しよう．補
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修履歴k，繰返し回数 lの施設に着目しよう．推移確率行列pkkll (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l = 0;ÅÅÅ; L)を

pkkll =

0
BBBBB@

pkkllkk pkkllk(k+1) ÅÅÅ pkkllkI

0kkll(k+1)k pkkll(k+1)(k+1) ÅÅÅ pkkll(k+1)I
...

...
. . .

...

0kkll(IÄ1)k 0kkll(IÄ1)(k+1) ÅÅÅ pkkll(IÄ1)I

1
CCCCCA

(6.3.11)

と定義しよう．ただし，0kkllii0 (i = k + 1;ÅÅÅ; I Ä 1; i0 = k;ÅÅÅ; I Ä 1)は0を要素とする (M + 1)ÇM行列

である．さらに，行列pkkll を構成する対角ブロック行列p
kkll
ii は，同一の健全度 iの間における推移確率を表

現したものであり，

pkkllii =

0
BBBBBBB@

pkli1kli0 0 ÅÅÅ 0

0 pkli2kli1 ÅÅÅ 0
...

. . .
...

0 0 ÅÅÅ pkliMkli(MÄ1)

0 0 ÅÅÅ 1

1
CCCCCCCA

(6.3.12)

と表される．また，それ以外のブロック行列pkkllii0 (i = k;ÅÅÅ; I Ä 1; i0 = i+ 1;ÅÅÅ; I)は

pkkllii0 =

0
BBBBBBB@

pkli
01

kli0 0 ÅÅÅ 0

0 pkli
02

kli1 ÅÅÅ 0
...

. . .
...

0 0 ÅÅÅ pkli
0M

kli(MÄ1)

0 0 ÅÅÅ 0

1
CCCCCCCA

(6.3.13)

と表される．さらに，補修履歴k，繰返し回数 lごとに定義された推移確率行列pkkll (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l =

0;ÅÅÅ; L)を対角ブロック行列とする推移確率行列pを

p =

0
BBBBBBBB@

p1100 ÅÅÅ 0110L ÅÅÅ 0
1(IÄ2)
0L

...
. . .

...
. . .

...

011L0 ÅÅÅ p11LL ÅÅÅ 0
1(IÄ2)
LL

...
. . .

...
. . .

...

0
(IÄ2)1
L0 ÅÅÅ 0

(IÄ2)1
LL ÅÅÅ p

(IÄ2)(IÄ2)
LL

1
CCCCCCCCA

(6.3.14)

と定義しよう．ただし，非対角ブロック行列0kk
0

ll0 (k; k0 = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l; l0 = 0;ÅÅÅ; L)はすべての要素を0

とする行列である．

6.3.3 劣化・補修過程のモデル化

施設管理者が点検・補修政策òを用いてN個の施設を同時に管理する問題を考えよう．いま，定期点検

時刻 tdèにおいて，定期点検・補修が実施され，補修アクション実施後の補修履歴k，繰返し回数 l，健全度
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i，点検回数mの施設に着目しよう．この施設の劣化が，推移確率行列pに従って進展し，次の定期点検時

刻 tdè+1において補修履歴k
0(= k), 繰返し回数 l0(= l)，健全度 i0 (i î i0 î I), 点検回数m0 = m+ 1が観測

されたとしよう．さらに，時刻 tdè+1において，補修アクションë
ò(k0; l0; i0)が実施され，状態 (k00; l00; i00;m00)

へ推移すると考えよう．施設の劣化・補修過程をモデル化するためには，時点 tdèの補修アクション実施後

の状態 (k; l; i;m)から，時点 tdè+1における補修アクション実施後の状態 (k00; l00; i00;m00)への推移状態を表

す確率P k00l00i00m00

klim (ò)を定義することが必要となる．そこで，まず時点 tdè+1の点検により観測された状態

(k0; l0; i0;m0)から，補修アクション実施後の状態 (k00; l00; i00;m00)への推移状態を

qk
00l00i00m00

k0l0i0m0 (ò) =

8
>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>><
>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>:

1 ëò(k0; l0; i0) = i0 = i00;

l0 = l00 î L; k0 = k00;

m00 = m0 + 1の時

1 ëò(k0; l0; i0) = k0 = i00 6= i0;

k0 = k00; l00 = l0 + 1 î L;

m00 = m0 + 1の時

1 ëò(k0; l0; i0) = i00 6= i0;

i00 = k00 > k0; l0 = L;

l00 = 0;m00 = m0 + 1の時

1 k0 = I; k00 = 1; i00 = 1;

l = 0;m00 = 0の時

1 m0 =M Ä 1; k00 = 1; i00 = 1;

l = 0;m00 = 0の時

0 それ以外の時

(6.3.15)

　 (k0; k00 = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; i0 = k0;ÅÅÅ; I;

　 l; l00 = 0;ÅÅÅ; L; i00 = k00;ÅÅÅ; I Ä 1;

　m;m00 = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)

と表そう．式 (6.3.15)の右辺の内，最上段のケースは，時刻 tdè+1において補修が実施されず点検回数のみ

がm00 = m0 + 1に推移する場合を表す．第２段目は補修により，健全度が i0から i00 = k0 (i0 > i00)に回復

し，補修履歴がk00 = k0に，繰返し回数が l00 = l0 + 1に，点検回数がm00 = m+ 1に推移することを表す．

第３段目は補修の回数が上限Lに到達したため健全度k0に回復することを見送り，かつ健全度が i0まで劣

化した段階で補修することにより i00 (i0 > i00 > k0)に回復し，補修履歴がk00 = i00に，繰返し回数が l00 = 0

に，点検回数がm00 = m+1に推移することを表す．第４段目は点検により健全度 Iが観測され，更新が行

われるケースであり，補修履歴がk00 = 1，繰返し回数が l00 = 0，健全度が i00 = 1，点検回数がm00 = 0に

更新されることを表す．第５段目は施設の使用時間が上限Mに到達したため施設が更新され，補修履歴が

k00 = 1，健全度が i00 = 1，繰返し回数が l00 = 0，点検回数がm00 = 0に更新されることを表す．最下段は，

該当する推移パターンが存在しない場合に該当している．時刻 tdèから時刻 t
d
è+1間における健全度の推移確

率pk
0l0i0m0

klim と，式 (6.3.15)に示す補修後の推移パターン qk
00l00i00m00

k0l0i0m0 (ò)を用いれば，点検・補修政策òの下に
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おける時刻 tdèと時刻 t
d
è+1の間における健全度推移確率P

k00l00i00m00

klim (ò)を表現できる．

ここで，一度過去に補修によりある健全度kに回復した場合には，その健全度kからさらに劣化し健全度

i (i > k)が観測されない限り，補修が実施されないという補修履歴の制約を考慮しよう．このような補修履

歴の制約を表現するために，時刻 tdèにある健全度 iに回復した場合，時刻 t
d
è+1においても健全度が iに留ま

る場合，補修は実施されないと考える．したがって，点検・補修政策òの下における推移確率P k00l00i00m00

klim (ò)

は

P k00l00i00m00

klim (ò) =

8
>>>>>>><
>>>>>>>:

pkli(m+1)klim

8
><
>:

k00 = k; i = i00

l00 = l

m00 = m+ 1の時Pi00

i0=i p
k0l0i0m0

klim qk
00l00i00m00

k0l0i0m0 (ò)n
それ以外の時

(6.3.16)

(k; k00 = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; i = k;ÅÅÅ; I Ä 1; l; l00 = 0;

ÅÅÅ; L; i00 = k00;ÅÅÅ; I Ä 1; m;m00 = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)

と定義できる．推移確率 (6.3.16)を用いて，施設の劣化・補修過程を記述することができる．まず，劣化・

補修過程においては，時刻 tdè+1において，１）補修が実施されない，２）補修が実施される，３）施設を

取り替える，という３つのケースが起こりうる．いま，時刻 tdè+1における補修アクション実施後の補修履

歴k00 (k00 = 1;ÅÅÅ; I Ä 2)，繰返し補修回数 l00 (l00 = 0;ÅÅÅ; L)，健全度 i00 (i00 = k00;ÅÅÅ; I Ä 1)，点検回数

m00 (m00 = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)の相対頻度はôòk00l00i00m00(tdè+1)と表される．まず，時刻 t
d
è+1において補修が実施

されない場合を考えよう．この時，施設の劣化過程は

ôòk00l00i00m00(tdè+1) =
i00X

i=1

P k00l00i00m00

k00l00i(m00Ä1)(ò)ô
ò
k00l00im00(tdè)

(6.3.17)

　 (k00 = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l00 = 0;ÅÅÅ; L; i00 = k00;ÅÅÅ;

　 I Ä 1; m00 = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)

と表せる．つぎに，定期点検時刻 tdè+1に補修が実施される場合を考えよう．補修が実施され健全度がk
00に

回復する場合，補修履歴と健全度が伴にk00に，繰返し回数が l00にそれぞれ更新され，点検回数はm00に更

新される．施設の劣化・補修過程は

ôòk00l00k00m00(tdè+1) =

k00X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MÄ1X

m=0

P k00l00k00m00

klim (ò)ôòklim(tdè)

(6.3.18)
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と表される．最後に，施設が更新された場合，補修履歴，繰返し回数，健全度，点検回数がすべて0に更

新される．したがって，劣化・補修過程は次式で表される．

ôò1010(t
d
è+1) =

IÄ2X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MÄ1X

m=0

P 1010klim(ò)ôòklim(tdè)

(6.3.19)

6.3.4 劣化・補修過程の行列表記

計算過程の便宜を図るため，以上の式 (6.3.17)-(6.3.19)で表される劣化・補修過程を行列表記の形でとり

まとめよう．そのために，点検・補修政策òの下での推移確率行列P (ò)と，それを構成する補修履歴間の

推移パターン (k; k00)及び繰返し回数間の推移パターン (l; l00)に対する推移確率行列P kk00

ll00 (ò)，さらに健全

度 (i; i00)間の推移パターンを表す推移確率行列P kk00ll00

ii00 (ò)を定義しよう．以下，本節では表記の簡略化の

ために点検・補修政策òを表す記号 (ò)をすべて省略する．まず，推移確率行列Pを次式のように定義する．

P =

0
BBBBBBBB@

P 11
00 ÅÅÅ P 11

0L ÅÅÅ P
1(IÄ2)
0L

...
. . .

...
. . .

...

P 11L0 ÅÅÅ P 11
LL ÅÅÅ P

1(IÄ2)
LL

...
. . .

...
. . .

...

P
(IÄ2)1
L0 ÅÅÅ 0

(IÄ2)1
LL ÅÅÅ P

(IÄ2)(IÄ2)
LL

1
CCCCCCCCA

(6.3.20)

劣化過程を表す推移確率行列 (6.3.14)と異なり，補修アクションが行使されると補修履歴が更新されるため，式

(6.3.20)の対角上方ブロック行列P kk00

ll00 (k = 1;ÅÅÅ; IÄ2; k00 = k+1;ÅÅÅ; IÄ2; l; l00 = 0;ÅÅÅ; L)は必ずしもゼ

ロ行列とならない．また，対角下方ブロック行列の中で，ブロック行列P k1
l0 (k = 1;ÅÅÅ; IÄ2; l = 0;ÅÅÅ; L; k =

1; l = 0の時を除く)は，施設の更新パターンを表し，ゼロ行列にはならない．それ以外の対角下方ブロック行

列はゼロ行列となる．推移確率行列 (6.3.20)のブロック行列の内容について，１）対角ブロック行列P kk
ll (k =

1;ÅÅÅ; IÄ2; l = 0;ÅÅÅ; L)，２）対角下方ブロック行列P k1
ll00 (k = 2;ÅÅÅ; IÄ2; l; l00 = 0;ÅÅÅ; L; k = 1; l = 0の

時を除く)，３）対角上方ブロック行列P kk00

ll00 (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; k00 = k + 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l; l00 = 0;ÅÅÅ; L)の

順にその内容を表記しよう．

a)対角ブロック行列P kk
ll

推移確率行列 (6.3.20)の対角ブロック行列P kk
ll (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l = 0;ÅÅÅ; L)は，補修履歴が更新され

ない劣化・補修過程を表す．この対角ブロック行列は健全度間の推移関係を表すブロック行列で構成され

ており，

P kk
ll =

0
BBBBB@

P kkll
kk P kkll

k(k+1) ÅÅÅ P kkll
k(IÄ1)

0kkll(k+1)k P kkll
(k+1)(k+1) ÅÅÅ P kkll

(k+1)(IÄ1)

...
...

. . .
...

0kkll(IÄ1)k 0kkll(IÄ1)(k+1) ÅÅÅ P kkll
(IÄ1)(IÄ1)

1
CCCCCA

(6.3.21)
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と表記することができる．対角ブロック行列P kkll
ii は，同一の健全度 i (i = k;ÅÅÅ; I Ä 1)の間における推移

確率を表現したものであり，

P kkll
ii =

0
BBBBBBB@

P kli1
kli0 0 ÅÅÅ 0

0 P kli2
kli1 ÅÅÅ 0

...
...

. . .
...

0 0 ÅÅÅ P
kli(MÄ1)
kli(MÄ2)

0 0 ÅÅÅ 0

1
CCCCCCCA

(6.3.22)

と表される．第MÄ1行は点検回数が上限Mに到達するため施設が取り替えられる事象と対応している．対

角ブロック行列 (6.3.22)以外の対角ブロック行列，および対角上半ブロック行列P kkll
ii00 (i = k;ÅÅÅ; IÄ1; i00 =

i;ÅÅÅ; I Ä 1)に関しては

P kkll
ii00 =

0
BBBBBBB@

P kli001
kli0 0 ÅÅÅ 0

0 P kli002
kli1 ÅÅÅ 0

...
...

. . .
...

0 0 ÅÅÅ P kli00(MÄ1)
kli(MÄ2)

0 0 ÅÅÅ 0

1
CCCCCCCA

(6.3.23)

となる．一方，式 (6.3.21)を構成する対角下方ブロック行列P
kkl(l+1)
ik (i = k+1;ÅÅÅ; IÄ1; l = 0;ÅÅÅ; LÄ1)

は，補修履歴kの更新を伴わない（健全度 iから健全度kへの）補修パターンを示したブロック行列であり，

P
kkl(l+1)
ik =

0
BBBBBBB@

P k(l+1)k1
kli0 0 0 ÅÅÅ 0

P k(l+1)k2
kli1 0 0 ÅÅÅ 0

...
...

...
. . .

...

P k(l+1)k(MÄ1)
kli(MÄ2) 0 0 ÅÅÅ 0

0 0 0 ÅÅÅ 0

1
CCCCCCCA

(6.3.24)

と表される．

b)対角下方ブロック行列P k1
l0

推移確率行列 (6.3.20)の対角下方ブロック行列P k1
l0 (k = 2;ÅÅÅ; I Ä2)は，施設の更新が伴う劣化・補修過

程を表しており，

P k1
l0 =

0
BBBBB@

P k1l0
k1 0k1l0k2 ÅÅÅ 0k1l0k(IÄ1)

P k1l0
(k+1)1 0k1l0(k+1)2 ÅÅÅ 0k1l0(k+1)(IÄ1)
...

...
. . .

...

P k1l0
(IÄ1)1 0k1l0(IÄ1)2 ÅÅÅ 0k1l0(IÄ1)(IÄ1)

1
CCCCCA

(6.3.25)
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と表記することができる．ブロック行列 (6.3.25)の第２列以降のブロック行列はすべて0を要素とするブ

ロック行列である．第１列のブロック行列P k1l0
i1 (i = k;ÅÅÅ; I Ä 1)は施設の更新パターンを表しており，

P k1l0
i1 =

0
BBBBB@

P 1010kli1 0 0 ÅÅÅ 0

P 1010kli2 0 0 ÅÅÅ 0
...

...
...

. . .
...

P 1010kli(MÄ1) 0 0 ÅÅÅ 0

1
CCCCCA

(6.3.26)

と表される．

c)対角上方ブロック行列P kk00

ll00

推移確率行列 (6.3.20)の対角上方ブロック行列の中でブロック行列P kk00

l0 (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 3; k00 = k +

1;ÅÅÅ; I Ä 2; l = 0;ÅÅÅ; L)は，施設の補修履歴の変化を伴う補修パターンを表しており，

P kk00

l0 =

0
BBBBBBBB@

0kk
00l0

kk ÅÅÅ P kk00l0
kk00 ÅÅÅ 0kk

00l0
k(IÄ1)

...
...

. . .
...

0kk
00l0

k00k ÅÅÅ P kk00l0
k00k00 ÅÅÅ 0kk

00l0
k00(IÄ1)

...
...

. . .
...

0kk
00l0

(IÄ1)k ÅÅÅ P kk00l0
(IÄ1)k00 ÅÅÅ 0kk

00l0
(IÄ1)(IÄ1)

1
CCCCCCCCA

(6.3.27)

と表記できる．ブロック行列 (6.3.27)の第1列以外のブロック行列はすべて0を要素とするブロック行列で

ある．第k00列のブロック行列P kk00l0
ik00 (i = k;ÅÅÅ; I Ä 1)は補修履歴の更新を伴う施設の補修パターンを表し

ており，

P kk00l0
ik00 =

0
BBBBBBB@

P k000k001
kli0 0 0 ÅÅÅ 0

P k001k002
kli1 0 0 ÅÅÅ 0

...
...

...
. . .

...

P k000k00(MÄ1)
kli(MÄ2) 0 0 ÅÅÅ 0

0 0 0 ÅÅÅ 0

1
CCCCCCCA

(6.3.28)

と表される．

以上で定義した点検・補修政策òの下における推移確率行列P (ò)を用いて劣化・補修過程をモデル化しよ

う．以下の議論では，点検・補修政策を表す記号 (ò)を明示的に表記する．初期時刻における相対頻度ôò(td0)

を与件とすれば，任意の定期点検時刻 tdèにおける補修アクションを行使する直前の期待相対頻度~ôò(tdè)は

~ôò(tdè) = ôò(td0)fP (ò)gmÄ1p (6.3.29)

と表される．ここに，fP (ò)gmÄ1は推移確率行列P (ò)をm Ä 1回乗じた行列を意味する．点検・補修政

策òに対する推移確率行列P (ò)を与えれば，式 (6.3.29)を用いてシステムの平均的な劣化・補修過程を記

述することができる．通常のマルコフ過程モデル [1]Ä [5]と異なり，劣化・補修過程 (6.3.29)における状態

変数は，個々の施設の健全度ではなく，システム全体における補修履歴別，健全度別，点検回数別期待相
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対頻度を用いて定義されている．このように，本章ではシステムの平均的な劣化・補修過程を集計的マ

ルコフモデルを用いて定式化する点に特徴がある．いま，劣化・補修過程が長期間繰り返され，長期定

常状態に到達したとしよう．補修履歴別，健全度別，点検回数別施設シェアに関する定常確率ベクトル

ôò= (ôò1010;ÅÅÅ; ô
ò
(IÄ2)L(IÄ1)(MÄ1))は

ôò= ôòP (ò) (6.3.30)

を満足するôòとして定義される．なお，点検・補修政策òによっては，定常確率の中にôòklim = 0が成立す

る（当該の状態に論理的に到達しない）状態変数 (k; l; i;m)が存在する可能性がある．言い換えれば，推

移確率行列P (ò)の中にすべての要素が0となる行と列が存在する場合がある．この時，推移確率行列の中

で，該当する行と列を削除した縮約行列を作成することが必要となる．このような推移行列の縮約化と定

常確率の算出方法に関しては，改めて6.5.2で言及する．

6.3.5 最適点検・補修モデル

最適点検・補修モデルを定式化するために，システムのライフサイクル費用を定義しよう．システムの

劣化・補修過程が，点検・補修政策òの下で定常状態にあると考えよう．小林は，数多くの同種類の施設を

更新して，無限期間にわたり継続的に利用する場合，平均費用最小化原則に従って最適政策を求めること

により，結果的にシステム全体のライフサイクル費用の割引現在価値の最小化を達成できることを理論的

に示している [9]．したがって，本章では，定常状態におけるライフサイクル費用を１施設当たりの単位期

間当たりの平均費用で評価することとする．いま，施設の劣化水準を i0から i00 (1 î i00 < i0 î I Ä 1)へ修

復するための補修費用を ci
00

i0 と表そう．ただし，補修費用は条件

ci
00

i0 î ÅÅÅî c
i00

l î ÅÅÅî ci
00

IÄ1 î c
1
I (6.3.31)

(i0 î l î I Ä 1; i0 = 2;ÅÅÅ; I Ä 1)

を満足すると仮定する．ただし，c1Iは更新費用である．条件 (6.3.31)は補修前の劣化水準が悪い方が，同

一の劣化水準に回復するための費用が大きくなることを意味する．点検・補修政策òの下で補修履歴k0，補

修回数 l0，健全度 i0の施設に対して補修アクションëò(k0; l0; i0) = i00を採用した場合の補修費用は ci
00

i0 と表せ

る．補修が実施されない場合（ëò(k0; l0; i0) = i0が成立する場合），ci
0

i0 = 0が成立する．

まず，逐次更新ルールを用いた場合の最適点検・補修モデルを定式化しよう．点検時刻 tdèにおいて補修

履歴k，繰返し回数 l，健全度 i，点検回数mの施設が，時刻 tdm+1まで劣化が進展し，時刻 t
d
è+1において補

修政策òの下で発生する期待補修費ECò
klimは

ECò
klim =

IÄ2X

k0

IÄ2X

k00=1

LX

l0=0

LX

l00=0

IÄ1X

i00=k00

IX

i0=k0

MÄ1X

m0=0

MÄ1X

m00=0

pk
0l0i0m0

klim qk
00l00i00m00

k0l0i0m0 (ò)ci
00

i0
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　 (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; i = k;ÅÅÅ; I Ä 1;

　 l = 0;ÅÅÅ; L; m = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)

と表される．定常状態における健全度別，繰返し補修回数別，点検回数別，補修履歴別施設の相対頻度ôò=

(ôò1010;ÅÅÅ; ô
ò
(IÄ2)L(IÄ1)(MÄ1))を用いれば，補修アクションë

òの下で発生する期待補修費用Ròは

Rò=
IÄ2X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MÄ1X

m=0

ECò
klimô

ò
klim (6.3.32)

と表せる．ここで，管理対象の施設個数をN，単位距離当たりの点検費用を e，点検・更新時にトンネル延

長に応じて発生する交通規制費用をh，規制によって発生する利用者の時間損失や走行損失で定義される

社会的費用を sとしよう．点検・更新政策ò= (d;ëò)の下で，時間間隔dごとに点検し，補修アクションëò

を適用した場合に発生する１施設・１年間当たりの単位ライフサイクル費用 [6]C(d;ëò)は

C(d;ëò) =
NRò+ eL+ h+ s

dN
(6.3.33)

と表される．点検間隔dが変化すれば，各点検時刻において健全度 Iの施設が観測される相対頻度が変化す

る．そこで，施設のリスク管理のために，点検・更新政策òの下で実現する健全度 Iの定常確率（本章では，

故障リスクと呼んでいる）Öò
Iを用いよう．健全度 Iが観測される定常確率ÖI(d;ëò)は

ÖI(d;ë
ò) =

IÄ1X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MÄ1X

m=0

pklI(m+1)klim ôòklim

(6.3.34)

と表される．施設のリスク管理水準をUと表そう．この時，故障リスクÖI(d;ëò)を，リスク管理水準U以

下に抑えることが可能な点検・更新政策の集合ä(U)を

ä(U) =
à
(d;ëò)jÖI(d;ë

ò) î U
â

(6.3.35)

と定義しよう．この時，リスク管理水準Uを所与とした時に，ライフサイクル費用を最小にするような最

適点検・補修政策òÉ(U)を求める最適点検・補修モデルは

min
d;ëò

à
C(d;ëò)

â
(6.3.36a)

subject to (d;ëò) 2 ä(U) (6.3.36b)

と定式化できる．問題 (6.3.36a),(6.3.36b)の最適政策はリスク管理水準Uを所与とした場合の条件付き最適

政策であり，òÉ(U)と表すこととする．

一括更新ルールを用いる場合，一括更新を実施した時刻にすべての施設の健全度が1に更新されるた

め，定常確率を用いることができない．一括更新が実施された時刻における健全度の相対頻度をôò(td0) =
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(1; 0;ÅÅÅ; 0)と表そう．この時，一括更新時刻から，m (m = 1;ÅÅÅ;M )回目の点検を実施する時刻におけ

る健全度の期待相対頻度ベクトルをôò(tdè) = (ôò1010(t
d
è);ÅÅÅ; ô

ò
(IÄ2)L(IÄ1)(MÄ1)(t

d
è))と表そう．期待相対頻

度は

ôò(tdè) = ôò(td0)fP (ò)gm (6.3.37)

により定義される．すなわち，一括更新時刻からの使用時間に依存して期待相対頻度ôò(tdè)が定義される

ことになる．いま，２つの連続する更新時刻の間に実施される点検回数をM Ä 1，点検間隔をdとすれば，

連続する２つの一括更新時刻の間の時間間隔はMdと表せる．この時，一括更新間隔Mdを所与として，補

修アクションëòを実施した場合に発生する期待補修費用 ~Ròは

~Rò=
IÄ2X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MX

m=1

ECò
klimô

ò
klim(tdè) (6.3.38)

と表せる．また，単位ライフサイクル費用 ~C(d;ëò)は

~C(d;ëò) =
N ~Rò+ eL+ h+ s

dN
(6.3.39)

と表される．さらに，M回目の点検時刻（一括更新時刻）における故障リスク~ÖI(M;d;ëò)は

~ÖI(M;d;ë
ò) =

IÄ1X

k=1

LX

l=0

ôòklIM (tdè) (6.3.40)

となる．故障リスク~ÖI(d;ëò)を，リスク管理水準U以下に抑えることが可能な点検・更新政策の集合~ä(U)

を

~ä(U) =
n
(M;d;ëò)j~ÖI(M;d;ë

ò) î U
o

(6.3.41)

と定義しよう．この時，リスク管理水準Uを所与とした時に，ライフサイクル費用を最小にするような最

適点検・補修政策òÉ(U)と最適一括更新間隔を求める最適点検・補修モデルは

min
M;d;ëò

n
~C(M;d;ëò)

o
(6.3.42a)

subject to (M;d;ëò) 2 ~ä(U) (6.3.42b)

と定式化できる．なお，一括更新ルールを用いた最適点検・補修モデル (6.3.42a),(6.3.42b)を適用する際に

は，健全度 Iに到達した段階で直ちに更新を実施するという制約を緩和しておく必要がある．

6.4 ハザードモデルと推移確率

6.4.1 ハザードモデル

推移確率pklii
0(m+1)

klim を多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて導出しよう．本章で用いる多段階ワ

イブル劣化ハザードモデルは，4章にて提案したモデルにに基づいている．しかし，最適点検補修モデル
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tdi
ú

d

健全度

j

j + 1

új

ô

újÄ1

j Ä 1

yA

yB

ñyj ñzj

ñêi

tdi+1

注)　時刻úiÄ1に健全度が i Ä 1から iに変化した場合，点検が行われる時
刻 tdèは時刻úiÄ1を起点とするサンプル時点yAと対応する．図中の劣化サン
プルパスの場合，時点yBに健全度が１つ進行する．目視点検の場合，時刻
úiÄ1を観測できないため，サンプル時間軸上の時点yA,yBも観測できない．
時刻úiÄ1から時刻 tdèまでの期間長をyi，時刻 tdèから時刻úiまでの期間長を
ziと表し，健全度 iの寿命をêi = yi + zi(= yB)と表す．

図６－３　劣化過程のモデル化

で用いるために，多段階ワイブル劣化ハザードモデルを若干加工することが必要となる．そこで，本章の

以下では，改めて，多重ワイブル劣化ハザードモデルを用いて推移確率を導出する過程を簡単にとりまと

めることとする．いま，システムを構成するある施設の劣化過程を図６－３に示すようにモデル化しよう．

さらに，議論を簡単にするために，当面の間，離散時間軸ではなく，同図に示すような連続的時間軸を考え

よう．さらに，不必要な混乱を避けるために，連続時間軸上の時刻は変数úで表す．離散時間軸上で定義さ

れる時刻 tdèも，図６－３に示すように同じ連続時間軸上の１つの離散的な時刻を表しているが，離散時間

軸上の時刻に関しては，いままでどおり変数 tを用いて表記する．さて，時刻úiÄ1において，健全度が iÄ1

から iに推移したと考える．ここで，さらに時刻úiÄ1を初期時点yi = 0とする時間軸（以下，サンプル時間

軸と呼ぶ）を導入しよう．サンプル時間軸上の時点を，以下「時点」と呼び，連続時間軸上の「時刻」と

は区別する．サンプル時間軸上の時点yAと，時刻 tdèと時刻úiÄ1の間にはyA = tdèÄúiÄ1が成立する．いま，

時刻úi（時点yi+1 = 0）において，健全度が iから i+1に推移すると考えよう．この時，当該の施設の健全

度が iに留まる期間長（以下，健全度 iの寿命と呼ぶ）はêi = úi ÄúiÄ1と表せる．健全度 iの寿命êiは確率

変数であり，確率密度関数fi(êi)，分布関数Fi(êi)に従うと仮定する．ただし，健全度 i (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)

の寿命êiの定義域は [0;1)である．分布関数の定義より

Fi(yi) =

Z yi

0
fi(êi)dêi (6.4.43)
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が成立し，分布関数Fi(yi)は健全度が iとなった初期時点yi = 0 (時刻úiÄ1)からサンプル時間軸上のある

時点yi(時刻úiÄ1+ yi)までに健全度が iから i+1に変化した累積確率を表す．したがって，初期時点yi = 0

からサンプル時点yi 2 [0;1)まで，健全度が iのまま推移する確率 ~Fi(yi)は，時点yiまでに健全度が iから

i+ 1に変化する累積確率Fi(yi)を用いて

Probfêi ï yig = ~Fi(yi) = 1Ä Fi(yi) (6.4.44)

と定義できる．ここで，施設の健全度が時点yiまで状態 iで推移し，かつ期間 [yi; yi + Åyi)中に水準 i+ 1

に進展する条件付き確率は

ïi(yi)Åyi =
fi(yi)Åyi

~Fi(yi)
(6.4.45)

と表せる．いま，対象とする施設の健全度が時点yiまで iの状態で推移し，かつ時点yiで i+ 1に推移する

確率密度ïi(yi)をハザード関数と呼ぶ．ワイブルハザード関数は

ïi(yi) = íiãiy
ãiÄ1
i (6.4.46)

と表せる [10]Ä [12]．ここに，íiは健全度 iに固有の定数パラメータ，ãiは劣化の加速度パラメータである．

ワイブルハザード関数 (6.4.46)を用いれば，健全度 iの寿命がyi以上となる確率 ~Fi(yi)は

~Fi(yi) = exp

î
Ä

Z yi

0
ïi(u)du

ï

= exp(Äíiy
ãi
i ) (6.4.47)

と表される．すなわち，ワイブル劣化ハザードモデルが得られる．また，健全度 i (i = 1;ÅÅÅ; I Ä 1)の寿

命分布を表す確率密度関数fi(êi)は次式で示される．

fi(êi) = íiãiê
ãiÄ1
i exp(Äíiê

ãi
i ) (6.4.48)

6.4.2 多段階ワイブル劣化ハザードモデル

時刻 tdèÄmに更新が実施され健全度が1に回復した施設の時刻 tdè = tdèÄm + mdにおける健全度の分布

を多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて表現しよう．いま，時刻 tdèÄmに補修・更新により健全度

k (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2)に回復した施設が，使用時間mdを経過したのちに，健全度が i (k î i î I)に推移す

る確率をöki(m)と表そう．

a) i = kの場合

時刻 tdèÄmに健全度kに回復し，時刻 t
d
èまで使用期間mdの間，劣化が進展せず，健全度がkに留まる確率

は，ワイブル劣化ハザードモデル (6.4.47)を用いて

wkk(m) = ~Fk(md) = expfÄík(md)
ãkg (6.4.49)
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と表される．

b) i = k + 1の場合

時刻 tdèÄmに健全度kに回復し，時刻úk = tdèÄm +êk 2 [tdèÄm; t
d
è)に健全度がkからk + 1に推移し，時刻

tdèまで健全度kのまま推移する場合を考える．健全度kの寿命がêkとなる確率密度はワイブルハザードモデ

ルを用いてfk(êk)と表される．健全度kの寿命êkは確率変数であり，0 î êk < mdを満足する間で自由な

値をとる．したがって，時刻 tdèに健全度k+1が観測される確率は，ワイブル劣化ハザードモデルを合成し

た多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて

wk(k+1)(m) =

Z md

0
fk(êk) ~Fk+1(mdÄêk)dêk (6.4.50)

と表される．

c) i > k + 1の場合

時刻 tdèÄmに健全度kに回復し，時刻úk;ÅÅÅ; úiÄ1 (tdèÄm î úk î ÅÅÅî úiÄ1 < t
d
è)において，健全度が１つ

ずつ増加し，時刻úiÄ1から時刻 tdèまで健全度 iに留まる場合を考える．このような事象が生起する同時生起

確率密度hi(êk;ÅÅÅ; êiÄ1)は

hi(êk;ÅÅÅ; êiÄ1) =
iÄ1Y

v=k

fv(êv) ~Fi(mdÄ
iÄ1X

v=k

êv) (6.4.51)

となる．健全度kの寿命êv (v = k;ÅÅÅ; iÄ 1)は確率変数であり，0 î
PiÄ1

v=kêv < mdを満足する間で自由

な値をとる．したがって，時刻 tdèに健全度 iが観測される確率は，多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用

いて

wki(m) =

Z md

0

Z mdÄêk

0

ÅÅÅ

Z mdÄ
PiÄ 2

v=k
êv

0

hi(êk;ÅÅÅ; êiÄ1)dêk ÅÅÅdêiÄ1 (6.4.52)

と表せる．

d) i = Iの場合

健全度 Iは劣化過程の吸収状態である．一度，健全度 Iの状態に到達した場合，施設が更新されない限り

健全度 Iの状態が継続する．劣化状態確率の定義より，健全度 Iの状態が観測される推移確率は次式で表さ

れる．

wkI(m) = 1Ä
IÄ1X

i=k

öki(m) (6.4.53)
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6.4.3 推移確率のモデル化

推移確率行列pを構成する推移確率pkli
0(m+1)

klim を多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて表現するた

めには，補修履歴k，点検回数mの施設が時刻 tdèに健全度 i (k î i)であるという条件の下で，時刻 t
d
è+1に

健全度 i0が観測される条件付き確率を定義しなければならない．そこで，まず時刻 tdèに点検回数m，健全度

i (i = k; . . . ; I)，時刻 tdè+1に，点検回数m+1，健全度 i0 (i î i0)が同時に観測される同時生起確率を定義し

よう．いま，時刻 tdèÄmに補修により健全度kに回復した施設に着目しよう．時刻 t
d
èにおける使用時間はmd

である．時刻 tdèで健全度 iが観測され，時刻 t
d
è+1で健全度 i

0が観測される事象が生起するためには，１）時

刻údiÄmに補修が実施され健全度kに回復し（施設が更新された場合には，健全度が1に更新され），その後，

時刻úiÄ1までに健全度がkから iに推移し，時刻 tdè= úiÄ1 + yiまで健全度が iのまま推移する．２）時刻 tdè

から時刻úi = tdè+ ziまで健全度 iのまま推移し，時刻úiに健全度が iから i+1に推移する．３）時刻úi0Ä1ま

でに健全度が i+ 1から i0に推移し，時刻 tdè+1まで健全度 i
0が継続するという事象が同時に生起しなければ

ならない．ここで，tdèÄ t
d
èÄm = md, tdè+1 Ä t

d
è= dであることに留意しよう．さらに，時刻úiÄ1 = tdèÄ yi

に健全度が iÄ 1から iに推移したと考えよう．この時，時刻úiÄ1 = tdèÄ yiに健全度 iに移行し，点検時刻

tdèに健全度 iが観測されたという条件の下で，各健全度が期間長 zi; êi+1;ÅÅÅ; êi0Ä1だけ継続し，次の点検時

刻 tdè+1 = tdè+ dにおいて健全度 i0が観測される条件付き確率密度 gii0(zi; êi+1;ÅÅÅ; êi0Ä1jyi)は

gii0(zi; êi+1;ÅÅÅ;êi0Ä1jyi) =
fi(yi + zi)

~Fi(yi)

i0Ä1Y

v=i+1

fv(êv) ~Fi(dÄ zi Ä
i0Ä1X

v=i+1

êv) (6.4.54)

と定義される．ここで，yi; ziはそれぞれ健全度 iに移行した時刻úiÄ1から点検時刻 tdèまでの期間長，時刻

tdèから健全度 iが終了する時刻úiまでの期間長であり，健全度 iの寿命はêi = yi + ziと表される．以上の議

論では zi; êi+1;ÅÅÅ; êi0Ä1を固定していた．しかし，変数zi (ï 0); êi+1 (ï 0); ÅÅÅ; êi0Ä1 (ï 0)は確率変数で

あり，

0 î zi +
i0Ä1X

v=i+1

êv < d (6.4.55)

を満足する範囲の中で自由な値をとる．時刻 tdèにおいて「健全度 iの状態で時間yiがすでに経過していた」

という条件の下で，つぎの点検時刻 tdè+1において健全度 iが観測される条件付き確率îii0(djyi)は

îii0(djyi) =

Z d

0

Z dÄzi

0
ÅÅÅ

Z dÄziÄ
Pi0Ä 2

v=i+1
êv

0

gii(zi; êi+1;ÅÅÅ; êi0Ä1jyi)dzidêi+1ÅÅÅdêi0Ä1 (6.4.56)

と表せる．以上では，yiを固定して議論していたが，yiも0 î yi î mdの範囲で自由な値を取る．補修によ

り健全度がkに回復してから劣化が進展し，時刻úiÄ1 = tdèÄ yiに健全度が iに推移する確率密度ù
k
i (md; yi)
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は

ùki (md; yi) =

(Z mdÄyi

0

Z mdÄyiÄêk

0

ÅÅÅ

Z mdÄyiÄ
PiÄ 1

v0=k
êv0

0

iÄ1Y

v0=k

fv0(êv0)

dêkÅÅÅdêiÄ1

)
~Fi(yi) (6.4.57)

と表せる．この時，補修により健全度kに回復してから，使用時間mdが経過した点検時刻 tdèで健全度 iが

観測され，さらにそれより時間dが経過した点検時刻 tdè+1 = tdèÄm + (m + 1)dにおいて健全度 i0が観測さ

れる同時生起確率wk
ii0(md; (m+ 1)d)は，

wk
ii0(md; (m+ 1)d)

=

Z md

0

ùki (md; yi)îij0(djyi)dyi

=

Z md

0

Z mdÄyi

0

Z mdÄyiÄêk

0
ÅÅÅ

Z mdÄyiÄ
PiÄ 3

v0=k
êv0

0

Z d

0

Z dÄzi

0

Z dÄziÄêk

0

ÅÅÅ

Z dÄziÄ
Pi0Ä 2

v=i+1
êv

0

fi(yi + zi)
iÄ1Y

v0=k

fv0(êv0)
i0Ä1Y

v=i+1

fv(êv)

~F 0i (dÄ zi Ä
i0Ä1X

v=i+1

êv)dyidêk ÅÅÅdêiÄ1

dzidêi+1ÅÅÅdêi0Ä1 (6.4.58)

と表せる．なお，点検時刻 tdèにおいて健全度 Iが観測される確率w
k
I (md)は式 (6.4.53)より，wk

I (md) =

ökI(m)で表される．また，時刻 tdèÄmにおいて，補修（更新）が実施され健全度k (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2)に復

帰したのちに，点検時刻 tdèにおいて健全度 i (i = k;ÅÅÅ; I Ä 1)が観測され，点検時刻 tdè+1において健全度

Iが観測される確率wk
iI(md; (m+ 1)d)は

wk
iI(md; (m+ 1)d) = öki(m)

Ä
IÄ1X

i0=i

wk
ii0(md; (m+ 1)d) (6.4.59)

と表される．この時，式 (6.4.58),(6.4.59)より，点検時刻 tdèにおいて補修履歴k，健全度 i，点検回数mの

施設が，点検時点 tdè+1において補修履歴k，健全度 i
0，点検回数m+ 1の状態に推移する確率pkli

0(m+1)
klim は

pkli
0(m+1)

klim =
wk
ii0(md; (m+ 1)d)

öki(m)
(6.4.60)

と表される．このように，推移確率は式 (6.4.60)を用いて定義できるが，推移確率を明示的に関数形を用

いて表現することは不可能であり，数値計算により多重積分を解くことが必要である．本章では，数値積
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表６－１　劣化ランク評価基準
点検結果 健全度 物理的な意味

OK 1 損傷なし

B 2 損傷はあるが，機能低下が見られない

ので損傷の進行状態を観察する

A 3 損傷があり機能低下が見られ補修が必

要であるが緊急補修を要しない場合

AA 4 損傷が著しく機能的に緊急補修の必要

のある場合

5 更新が必要な場合

分の計算精度を向上させるために，単積分には二重指数関数型積分公式を，多重数値積分には，優良格子

点法による多次元数値積分法 [13]を用いている．

6.5 適用事例

6.5.1 適用事例の概要

本章で提案した最適点検・補修モデルを，トンネル照明灯具のアセットマネジメント問題に適用しよう．

本節では，日本道路公団東北支社管内のトンネル照明システムを対象とした適用事例について考察する．実

証分析で用いるデータベースは4章に詳しいが，ここでは簡単に紹介しておく．同支社が管理する照明灯

具の材質として鋼板とステンレス鋼板（SUS）の２種類が存在する．SUSを利用した照明灯具は，導入さ

れてから日も浅く，十分な劣化点検データが蓄積されていない．したがって，適用事例としては鋼板を利

用した照明灯具を対象とする．照明灯具の健全度は，表６－１に示すようにOK，B，A，AAの4段階の

レーティングで評価されている．本章で提案するモデルで用いる健全度との対応関係を表６－１のように

設定する．なお，本適用事例では，のちに5.5.2で述べるように，モデル計算の便宜上，日本道路公団が

用いている４段階のレーティングに対して，新たに「更新が必要な場合 (k = 5)」という新たなレーティン

グを付け加えている．

多段階ワイブル劣化ハザードモデルの説明変数として，１）供用時刻から点検時刻までの経過時間（使

用時間）ñyk，２）照明の種類（基本照明か，緩和照明），３）交通量，４）トンネル勾配等を説明変数の

候補として採用し，変数の組み合わせたすべてのケースに対して多段階ワイブル劣化ハザード関数を推定

した．その中で，符号条件と t-検定の結果を満足し，かつ尤度比が最も大きくなるような変数の組み合わ

せを採用した．その結果，選択された説明変数としては，使用時間，および照明の種類である．これらの

説明変数を用いた場合，各健全度に対応するワイブル劣化ハザード関数は

ïki (y
k
i ) = ãi(åi0 +åi1d

k)(yki )
ãiÄ1 (i = 1; 2; 3) (6.5.61)

と表すことができる．ただし，åi0は定数項，åi1はパラメータ，dkはサンプルkが基本照明の場合にdk = 1，

そうでない場合はdk = 0となるダミー変数，ãiは加速度パラメータである．説明変数ykiはサンプルkの健
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表６－２　ハザードモデルの推定結果
健全度 ãi åi0 åi1 E[íi]
1 2.039 0.548 -0.323 0.367

（t値） (477.54) (6.14) (-3.49) -
2 1.623 0.0812 - 0.0812

（t値） (469.92) (32.90) - -
3 5.709 0.000011 - 0.000011

（t値） (1486.69) (15.10) - -
初期尤度 -811,804.79　　　　　　　
尤度 -7,041.67　　　　　　　
尤度比 0.991　　　　　　　

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

健全度１

健全度２

健全度３

健全度４

使用時間（年）

注)　基本照明の場合を対象として，点検間隔を１年とし，初期時刻から
の点検回数mと推移確率ö1i(m)の関係を示している．

図６－４　推移確率ö1i(m)

全度が iに到達した時刻からの使用時間を表している．使用時間ykiを直接観測することはできないが，当

該サンプルの健全度がñiであることが観測された場合，
Pñi

i=1 y
k
i = ñykが成立する．以上のように特定した

ワイブル劣化ハザード関数を推定した結果を表６－２に一括して示している．同表に示すように，健全度

１の場合は照明の種別により劣化速度に有意な差異がみられ，基本照明のダミー変数の係数が負値を示し

ている．このことはトンネル開口部に位置する緩和照明の方が，灯具の劣化速度が早いことを意味してい

る．以上のようなサンプル特性に従って，サンプル母集団におけるハザード率の期待値E[íi]を求めた．そ

の結果を表６－２に併記している．多段階ワイブル劣化ハザードモデルの加速度パラメータはã1 = 2:039，

ã2 = 1:623，ã3 = 5:709となり，使用時間yki (i = 1; 2; 3)が増加するほど劣化速度が加速度的に大きくな

る．図６－４は，点検間隔を１年とし，照明灯具の使用開始時刻からの点検回数mと灯具の健全度の推移

確率ö1i(m)の関係を分析した結果を示している．使用時間6年が経過したあたりで，健全度４に到達する
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表６－３　補修工法と費用パラメータ
健全度 種類 単位 回復 繰返

（工法） 費用 水準 制限

Ｂ 錆除去・防錆剤 2,100円 ＯＫ 1
Ａ 錆除去・防錆剤 4,200円 Ｂ 1
ＡＡ 落下防止対策 5,700円 Ａ 1
ＡＡ 更新 158,000円 ＯＫ －

e - 113,000（円/km）
h ～500m 64,000（円）

501～1,000m 103,000（円）
1,001～2,000m 111,000（円）
2,001～3,000m 114,000（円）
3,001～4,000m 127,000（円）
4,001m～ 133,000（円）

表６－４　規制時間
工種 規制時間（時間）

点検 ～500m 3.5
1,001～3,000m 7.0
3,001m～ 14.0

補修 ～42灯 3.5
(錆除去・防錆剤) 43～126灯 14.0

127灯～ 14.0
補修 ～420灯 3.5

(落下防止対策) 421灯～ 7.0
更新（一括） ～100灯 28.0

101～500灯 56.0
501灯～ 70.0

更新（逐次） ～14灯 7.0
15～30灯 14.0
31～60灯 28.0
61～100灯 49.0
101～150 70.0
151～200灯 98.0
201灯～ 120.0

注）点検時の規制時間は，トンネル延長別に決定される．一方，補修及び

更新時の規制時間は，それぞれ補修，更新の対象となる灯具数によって決

定される．

灯具が現れ始めるため，点検が必要となることが理解できる．使用時間15年に到達すると，ほとんどの灯

具の健全度が３もしくは４となる．

6.5.2 モデルの解法

図６－５は逐次更新ルールを用いて最適点検・補修政策を求める手順を示している．すなわち，１）点検

間隔dを設定する．２）多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて，推移確率行列pを求める．３）補修

アクションëòに対して，推移確率行列P (ò)を求める．４）推移確率行列から，0要素のみで構成される行，

列を削除した縮約行列P (ò)を求める．５）縮約行列 ~P (ò)に対して定常確率~ôを求める．ただし，~ôは，定

常確率が0となる要素を除いた縮約した定常確率ベクトルである．６）補修アクションòの下で達成される

ライフサイクル費用C(d;ëò)と故障リスクÖI(d;ëò)を求める．７）すべての補修アクションëòに対して，
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最適点検・補修政策算定モデル

ＲＥＴＵＲＮ

１）点検間隔 設定d１）点検間隔 設定d

２）推移確率行列 算出p２）推移確率行列 算出p

３）推移確率行列 算出P(ò)３）推移確率行列 算出P(ò)

４）縮約行列 算出P(ò)４）縮約行列 算出P(ò)

５）定常確率 算出~ô５）定常確率 算出~ô

６） ， の算出C(d;ëò) ÖI(d;ëò)６） ， の算出C(d;ëò) ÖI(d;ëò)

７） を最小化する を算出C(d;ëò) òÉ７） を最小化する を算出C(d;ëò) òÉ

すべての補修アクション

ëò

８）点検間隔 逐次変化d８）点検間隔 逐次変化d

図６－５　最適点検・補修モデルの解法

以上の３）から６）までのプロセスを繰り返し，ライフサイクル費用C(d;ëò
É

)を最小にする最適政策òÉを

求める．８）時間間隔dを逐次変化させ，ライフサイクル費用C(d;ëò)と故障リスクÖI (d;ëò)を求める．

故障リスクは，定常状態において，点検時点に健全度がAAと判定される灯具が全灯具数に占める割合を

用いて定義する．なお，縮約された定常確率~ôは

~ô
ò
= ~ô

ò~P
ò

(6.5.62)

を満足するような~ô
ò
として定義 される．定常確率~ô

ò
は，式 (6.5.62)から任意の式を１つ削除するととも

に，定常確率の定義式 (6.3.9)を加えた連立方程式を解くことにより求まる．なお，一括更新ルールを用い

て最適点検・補修ルールを求める手順も，基本的には逐次更新ルールを用いた場合と同じである．ただし，

ライフサイクル費用，故障リスクを求める際に，定常確率~ôではなく，使用時間に依存する期待相対頻度

ôò(tdè)を用いる点が異なる．

ライフサイクル費用を算定するためには，式 (6.3.33)に含まれる補修費用 ci
00

i0 及びパラメータ e,h,sに関

するデータが必要となる．本章では，東北支社管内の実績データより，表６－３に示す費用データを採用

した．同表には各健全度の補修において用いられる補修工法と回復水準，繰返し補修の制限回数を併記し
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ている．なお，表６－３において，健全度がＡＡの場合，落下防止対策と更新という２つの種類の工法が

記載されている．健全度ＡＡが判定された場合でも，軽度の劣化の場合，落下防止対策が講じられるが，

劣化の程度が重大であると判断される場合には取り替えられる．本適用事例では，新たに健全度k = 5と

いうレーティングを設け，過去に１度健全度がＡＡ（k = 4）と判定され，その結果落下防止対策を講じた

灯具が，再び健全度ＡＡと判定された場合には健全度がk = 5に推移すると考える．さらに，表６－４に

示すような点検・補修・更新時の規制時間Tに関するデータに基づいて，規制による社会的費用を算定し

た．点検時の規制時間はトンネル延長により区分されるのに対して，補修・更新時の規制時間は，それぞ

れ補修・更新の対象となる施設数によって決定される．また，更新の際の規制時間は，一括更新と逐次更

新では基準が異なっている．一括更新の場合は，あらかじめ更新対象となる施設数を見積もることによっ

て，多くの作業人員によって一斉に更新作業を実施することで規制時間を短縮することが可能となる．社

会的費用 sの算出にあたっては，東北支社が採用している社会的費用算出モデル

s =

(
BT 一方通行の場合

BT +BR 対面通行の場合
(6.5.63)

BT = T (
X

j

QjL=Vsçj Ä
X

j

QjL=V çj)

BR = T (
X

j

QjL
00†j Ä

X

j

QjL
0†j)

を用いた．ただし，Qjは車種 jの交通量（台/時間），Lはトンネル延長（規制区間延長）（km），L0，L00

は，それぞれ当該トンネルを含むインターチェンジ間の距離及び規制時の一般部迂回路距離（km），V，

Vs，は，それぞれ通常時及び規制時の走行速度（km/時），çjは，車種 jの時間価値原単位（円/分・台），

†jは，車種 jの走行経費原単位（円/台・km）である．

6.5.3 逐次更新ルール

逐次更新ルールをとりあげ，最適点検・補修政策を求めよう．いま，点検・補修間隔dとして１年刻み

で最長10年まで想定した．点検の結果，補修・更新が必要と判断された場合には，直ちに実行される．さ

らに，表６－５に示す８とおりの補修政策に対して，点検間隔dを逐次変化させ，図６－５の手順により

定常確率ôòを算出した．その上で，ライフサイクル費用C(d;ëò)と健全度 Iが観測される定常確率（故障

リスク）ÖI (d;ëò)の関係を分析した．その１例は，先に図６－２に示した通りである．以下，ライフサイ

クル費用と故障リスクの関係をC ÄU曲線と呼ぶ．C ÄU曲線は，補修政策òを固定して，点検間隔dを変

化させた時に，ライフサイクル費用とリスク管理水準Uの関係を示したものである．図６－６は，灯具数

N = 100と設定した場合のC ÄU曲線を示している．同図には，表６－５に示す８つの補修アクションの

組み合わせのうち，健全度Bで予防的に補修を行う４つの補修政策に対応するC ÄU曲線を併記している．
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注）灯具数N = 100とし，各補修政策ごとに算出されたC Ä U曲線群を破線で示してい
る．実線は，所与のリスク管理水準を達成する補修政策の中で，ライフサイクル費用を最

小にする最適政策の組合せについてのC Ä U曲線を示し，この曲線を費用－リスク曲線
としている．

図６－６　費用－リスク曲線（逐次更新）

但し，本図では，健全度Bに対する補修の有無がライフサイクル費用に大きく影響しないことが判明して

おり，図の標記上の煩雑さを避けるために，健全度Bで予防的に補修を行う４つの補修政策のみを示して

いる．同図に示すように，点検間隔dを大きくするするほど，ライフサイクル費用が小さくなる一方，リ

スク管理水準が大きくなるというトレードオフの関係が表現されている．このように補修政策òごとに異

なったC ÄU曲線を描くことができる．図中の費用－リスク曲線は，リスク管理水準のそれぞれに対して

ライフサイクル費用C(d;ëò)を最小にする最適点検政策（問題 (6.3.36b)の最適解òÉ(U)）を採用した場合

の単位ライフサイクル費用を示したグラフである．本適用事例の場合，リスク管理水準Uを0.4以下に抑え

るためには，健全度B及びAの段階で予防的に補修を行いAAが観測された時点で更新を行う政策ò5を採

用した場合に，単位ライフサイクル費用が最も小さくなっている．一方，リスク管理水準Uを0.4以上に設

定する場合には，すべての健全度の段階で予防的に補修を行う政策ò1が採用される．費用－リスク曲線は，

所与のリスク管理水準Uに対して，もっとも単位ライフサイクル費用が小さくなるような補修政策を採用
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表６－５　補修政策òのリスト
Ｂ Ａ ＡＡ

ò1 錆除去・防錆剤 錆除去・防錆剤 落下防止対策

ò2 なし 錆除去・防錆剤 落下防止対策

ò3 錆除去・防錆剤 なし 落下防止対策

ò4 なし なし 落下防止対策

ò5 錆除去・防錆剤 錆除去・防錆剤 更新

ò6 なし 錆除去・防錆剤 更新

ò7 錆除去・防錆剤 なし 更新

ò8 なし なし 更新

注）但し，政策ò1～ò4では，最初に健全度ＡＡが判定された時に落下防止対策を実施した
後，再度ＡＡまで劣化した際は更新が適用される．一方，政策ò5～ò8の場合には，最初に
健全度がＡＡと判断された段階で，施設を交換する．
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注）逐次更新ルールにおける点検・補修・更新の間隔とリスクの関係を図示する．縦軸に

最適点検間隔d，横軸にリスク管理水準Uを示す．

図６－７　最適点検間隔とリスク管理水準の関係（逐次更新）

した場合の単位ライフサイクル費用を示したものであり，リスク管理水準0.4を境界として最適政策が異

なっていることに留意して欲しい．最後に，照明灯具のリスク管理水準Uと最適点検間隔の関係を分析し

よう．本章では，トンネル照明灯具のリスク管理水準を，点検時点に健全度がAAと判定される灯具が全

灯具数に占める割合を用いて定義している．リスク管理水準を向上させる（健全度AAと判定される灯具

が占める割合を小さくする）ためには，点検間隔を短くしなければならない．図６－７は，管理対象とな

る照明灯具を100個に設定し，リスク管理水準Uと最適点検間隔dの関係を示したものである．ここでは，

点検間隔の基本間隔を１年単位に設定している．同図に示すように，ある一定の補修政策を採用した場合

には，リスク管理水準を厳しくするほど，点検間隔dが小さくなることがわかる．特に，リスク管理水準

を0.1に保つためには，毎年照明灯具の点検を実施することが不可欠になる．
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注）逐次更新ルールと一斉更新ルールの場合の，費用－リスク曲線を示す．

図６－８　費用－リスク曲線（逐次更新と一括更新の比較）

6.5.4 一括更新ルール

一括更新ルールの適用にあたっては，逐次更新ルールで議論した点検・補修間隔，補修政策に加えて，

一括更新の時間間隔（最大使用時間長Md）が重要な政策変数となる．一括更新ルールの下で，表６－５

に示した補修政策に対して，逐次，最大使用時間長Mdを変化させ費用－リスク曲線を求めた．その結果

を，図６－８に示す．逐次更新ルールの場合と同様に，ライフサイクル費用とリスク管理水準の間のト

レードオフの関係を確認することができる．同図には，逐次更新の場合の費用－リスク曲線を同時に示し

ており，両ルールを用いた場合のライフサイクル費用を比較することができる．今回の数値計算の対象と

した日本道路公団東北支社管内のトンネル施設は，他の路線と比較して利用交通量がそれほど大きくない

（
P

iQj = 189）．その結果，図６－８に示すように，一括更新よりも逐次更新の方がライフサイクル費用

が小さくなる（社会的費用 sが小さいケース）．しかし，交通量が多い路線では，更新作業に伴う社会費

用が大きくなる．そこで，仮想的に社会費用 sを大きくしたケースを想定し，費用－リスク曲線を求めた．

このとき，交通量を
P

j Qj = 1000，さらに対象施設数をN = 1000として，交通量が多く延長が長いトン
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注）一括更新ルールにおける点検・補修・更新の間隔とリスクの関係を図

示する．縦軸に最適一括更新間隔Md，横軸にリスク管理水準Uを示す．

図６－９　最適更新間隔とリスク管理水準の関係（一括更新）

ネルを管理する場合を想定した．その際，他のパラメータ値は同じ値に設定している．その結果，同図に

併記しているように，社会的費用が大きいケースにおいて，リスク管理水準Uを0.2以下に保つためには，

逆に一括更新ルールの方がライフサイクル費用が小さくなる結果となる．すなわち，一括更新ルールの場

合，ある一定期間ごとに，個々の照明灯具の健全度とは関係なく，すべての施設を一括して取り替えるこ

とになる．このため，逐次更新ルールを適用した場合より，補修・更新のために費やされるライフサイクル

費用は大きくなる．しかし，一括更新は，すべての更新作業を同期化することが可能であり，更新作業の

ために発生する点検費用や規制費用，さらには規制による交通混雑等の社会的費用を発生を抑えることが

可能となる．本適用事例では，灯具劣化による第３者被害をライフサイクル被害に計上せずに，故障リス

クを管理水準として別途評価する考え方を採用している．したがって，逐次更新ルールと一括更新ルール

のいずれが望ましいかを，単純なライフサイクル費用の比較のみでは決定できないことは事実である．し

かし，本章で提案した方法論により，少なくとも（第３者被害等を除いた）ライフサイクル費用に関して，

いずれのルールの方が有意であるかという管理情報を提供することが可能である．なお，図６－６及び図

６－８において，リスク管理水準を変化させると最適点検・補修政策が離散的に変化するため，費用－リ

スク曲線は滑らかな曲線とはならない．施設管理者が最適戦略を選択する際には，費用－リスク曲線とあ
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わせて，最適点検・補修モデルの算定結果を参照する必要がある．最後に，図６－９は，一括更新ルール

を採用した場合を対象として，リスク管理水準と最適な一括更新間隔の関係を示している．リスク管理水

準を緩和すれば，一括更新の間隔をより広く設定することが可能となる．この図より，リスク管理水準を

0:3以下に抑制するためには，15年ごとに灯具を一括して取り替えることが必要である．さらに，リスク

管理水準を0:1以下に保つためには，少なくとも11年ごとの更新が必要となる．それに応じて，図６－８

に示すように，ライフサイクル費用も増加する．

6.6 結言

本章では多数の同一種類の施設で構成されるシステムの最適点検・補修政策を求める方法論を提案した．

その際，施設の劣化速度が使用時間に応じて変化するような多段階ワイブル劣化ハザードモデルを用いて

個々の施設の劣化過程を表現した．さらに．多くの施設で構成されるシステム全体の劣化・補修過程を集

計的マルコフモデルで表現する方法を提案した．そのうえで，施設の故障リスクを管理水準として与えた

場合に，ライフサイクル費用を最小にするようなシステムの定期点検・補修間隔と，施設の健全度に応じ

た補修アクションを同時に求めるような最適点検・補修モデルを定式化した．さらに，本章で提案した方

法論を，現実のトンネル照明灯具の維持補修問題に適用し，方法論の有効性を実証的に検討した．本章で

提案した方法論は，トンネル照明灯具に限らず，劣化過程が多段階ワイブル劣化ハザードモデルで記述さ

れるような多くの土木施設システムのアセットマネジメントに適用可能である．今後，多くの同種の施設

で構成されるような土木施設システムのアセットマネジメントの方法論を幅広く開発することが必要とな

る．また本章で提案した方法論を実用化するためには，最適点検・補修モデルを中核とするような実用的

なアセットマネジメントシステムを開発することが必要である．そのためには，劣化・補修過程を記録す

るデータベースシステム，資産管理をする管理会計システムの開発が重要となる．次章では，実用的なア

セットマネジメントシステムのアプリケーション化について検討する．
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第7章

道路付帯施設マネジメントシステムアプリケー

ション

7.1 緒言

2章から4章まで，土木構造物の統計的劣化予測モデルについて，ハザードモデルにより劣化過程を定義

し，劣化リスクを定量化する手法論を提案した．さらに，5章，6章において，推定した劣化予測モデルを

用いて，多くの施設を同時に関する場合における，最適補修戦略を導出する手法論について提案した．こ

こでは，トンネル照明システムを対象とした実証分析も行った．アセットマネジメントシステムは，土木

構造物の管理者が最適な意思決定を行う際に有用な情報を提供することを目的としている．これまで議論

した内容は，アセットマネジメントシステムを構成する重要な要素技術に関する提案であった．アセット

マネジメントシステムを現場の維持管理業務へ順応させるためには，これらの要素技術を総合的に結合し

た全体システムとして開発し，業務プロセスの中に取り込まなければならない．

本章では，土木構造物の管理者が維持管理業務を合理的に執行するためのアセットマネジメントシステ

ムを提案する．さらに，適用事例として，道路付帯施設に焦点をあて，道路付帯施設マネジメントシステ

ム（Facility Management System：以下，FMSと略す．）を提案する．さらに，本システムを高速道路の

道路付帯施設の実務において運用するために，パソコン上での操作を可能とするアプリケーション（以下，

FMSアプリケーションと呼ぶ．）の開発を試みる．本章で開発するFMSアプリケーションは主に，１）付

帯施設の長期的な維持管理のための補修戦略や予算計画を立案するための分析機能，２）点検や補修・更新

の結果，施設の管理状況をモニタリングするための現況把握機能に大きく分類される．１）の分析機能に

は，a)施設の劣化確率を特定する劣化特性モジュール，b)ライフサイクル費用とリスク管理基準値の関係

を評価する点検補修最適化モジュール，c)長期的な予算，管理状態を健全度分布として示す，シミュレー

ションモジュールにて構成される．本章の以下では，7.2で，FMSアプリケーションの基本的な考え方を，

7.3においてFMSの基本構成と要素技術について説明する．さらに，7.4にて，FMSアプリケーションに

ついて説明し，7.5において，東北自動車道の道路付帯施設（照明灯具システム）を対象とした適用事例を

紹介する．
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7.2 本章の基本的な考え方

7.2.1 従来の研究概要

アセットマネジメントシステムにおけるプロジェクトレベルを対象とした土木構造物の最適補修モデル

や，さらにはそれらの手法を具体化した業務支援システムアプリケーションの開発に関する研究が蓄積され

ている．橋梁を対象としたアセットマネジメントシステムとしては，例えば，米国における代表的なBMS

（Bridge Management System）の１つであるPONTISをはじめ，橋梁の長期的なライフサイクル費用の削

減を目指したBMSが提案されている [1]．橋梁の維持管理にあたっては，橋梁単体の補修計画を検討する

プロジェクトレベルと，管理する橋梁システム全体の補修戦略や予算計画を検討するネットワークレベル

といった階層的に異なるマネジメントレベルを取り扱う必要がある．橋梁単体を取り扱うプロジェクトレ

ベルにおいては，マルコフ決定モデルを用いてライフサイクル費用評価を行うことによって最適補修戦略

を導出するモデルが提案されている [2]Ä [6]．ライフサイクル費用評価において，将来時点に発生する費用

を積み重ねる際に，異なった時間軸上での費用の取り扱いが重要となる．前述のPONTISでは，異なる時

間軸上で発生する費用に対して割引率を用いて現在価値に換算する割引現在価値法を採用している．一方，

橋梁マネジメントにおいて割引率を用いたライフサイクル費用評価は，長寿命化の効果を積極的に評価で

きないという指摘 [2]から，貝戸らは，将来時刻に発生するライフサイクル費用を年平均費用に置き換えて

評価する平均費用法を用いた最適補修戦略を決定する手法を提案している [5]．さらに，青木らは，平均費

用法による最適補修戦略導出モデルを搭載したBMSを報告している [7]．ここで提案しているBMSは，橋

梁システム全体の維持管理を対象とした場合に，各会計年度における維持補修実績に基づいて橋梁システ

ム全体の維持補修実績のパフォーマンスを評価するための橋梁資産評価と予算管理を目的とした管理会計

システムを提案している．さらに，道路舗装を対象とした補修計画の最適化に関する研究 [8]Ä [11]やアセッ

トマネジメントシステム [12]について，いくつかの研究成果が報告されている．しかし，土木構造物を取

り扱う場合，その複雑な構造を有する施設の点検や補修のタイミングを同期化するような最適点検・補修

戦略を必要とするケースも少なくない．このような観点から，本章で提案するFMSは，数多くの施設が道

路上に設置されているような道路付帯施設をモデルとして，その点検・補修の最適補修戦略を導出するシ

ステムを提案する．さらに，施設全体を管理するうえでの予算計画機能を含めたFMSアプリケーションを

開発し，高速道路における実際の付帯施設の管理業務への適用について実証的に分析する．

7.2.2 道路付帯施設

道路付帯施設は，照明設備（道路照明，トンネル照明）やトンネル非常用設備（消火栓等），さらには

ジェットファンや道路情報盤といった，道路上に数多く設置された施設群で構成され，道路利用者の安全

な交通を支える重要な施設である．道路付帯施設の故障が発生すると，道路利用者へ与える影響は大きく，
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直ちに対策を施さねばならない．これらの道路付帯施設は，その他のインフラ資産と同様に，施設の老朽

化が進行して，機能維持のための費用負担が増大している．このことから，安全性や利用者の満足を確保

しつつ，施設の延命化，良好な状態の維持，点検・補修・更新時期の最適化を通じて，ライフサイクル費

用を逓減する必要性が高まっている．

本研究では，道路上に数多く設置されている同種の施設群を対象としたアセットマネジメントシステム

を開発することである．その中で，本研究の実証分析で取り扱っている，道路照明設備の目的は，道路の

利用者に視覚情報を与え，これによって障害物の認知，線形の確認及び視線誘導等，道路の安全性に関す

る個々にについて十分に知覚させることにある．さらに，トンネル部における照明設備は，これらの目的

の他，１）トンネル内部の特殊な周囲条件による交通機能の低下の軽減，２）トンネル内部又は外部への

移動時における運転者の視覚の平衡状態の維持，３）トンネル内部における空気の汚濁による透過率低下

のもたらす交通障害の防止，といった道路交通の安全性にとって重要な機能を有している．

道路付帯施設は大別すると機能的な部分と構造的な部分から構成されており，これらの劣化要因と劣化

傾向を把握することが施設設備の保全をマネジメントしていく上で必要となってくる．例えば，照明設備

の場合，機能的な部分は「点灯」又は「明るさ」であり，劣化要因として考えられる主な項目は「不点」，

「灯具表面の汚れ」，「ランプの照度」等である．一方，構造的な部分の劣化要因として考えられる主な項目

は「腐食」である．機能的劣化に対しては，部品の交換，構造的劣化に対しては，予防的補修による延命

化対策や，劣化が進行した時点での更新といった対策が必要とされる．

7.2.3 道路付帯施設のアセットマネジメント

アセットマネジメントの全体構造については，1章で述べた．本章において提案するFMSの全体構成に

ついても，この階層的なマネジメントフローに従って検討する．

照明灯具やトンネル非常用設備（消火栓）等の道路付帯施設は，道路上に同種の施設が数多く設置され

ており，それらの施設の点検・補修・更新業務を同期化することにより，点検・補修・更新業務に付随する

固定費用を低減することができる．ある一定の時間間隔において点検を行い，点検結果に応じた補修・更

新を実施する．さらに，これらの施設の劣化は不確実性を含んでおり，点検時において施設の劣化に対す

るリスクを許容しなければならない．このことから，道路付帯施設の管理指標として，点検・補修・更新

の政策とその政策を適用した際の施設の劣化リスク（リスク管理水準）及びライフサイクル費用の関係を

示すこととなる．この劣化リスクとライフサイクル費用はトレードオフの関係にある．図７－１に，道路

付帯施設マネジメントシステムの全体構成を示す．

戦略レベルにおいて，対象施設についての点検・補修・更新の政策の最適化及び予算推移について長期

的に予測を行い，必要な予算を調達する．所与のリスク管理水準を達成する時の，点検・補修・更新の定

常政策を決定し，長期的な予算水準をシミュレーションによって求める．また，年間の予算に制約がある
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点検

リスク管理水準の決定

点検・補修・更新政策の決定

予算水準の決定

予算の確保

予算制約を考慮した
政策の見直し

5ヵ年計画見直し

実績の記録

繰越分の記録

事業執行のモニタリング

劣化推移確率の更新

劣化の将来特性M

点検補修最適化M

グルーピングM

シミュレーションM

実績の記録

繰越分の記録

PLAN（長期計画）

PLAN（中期計画）

単年度計画立案

PLAN（単年度計画）

SEE

SEE

SEE

DO

DO

DO

シミュレーションM

現況把握M

補修・更新

注)　図中の破線で囲んだ部分はシステムモジュールを表し，実線で囲んだ部分は，システムユーザによる意思
決定または行為を表している．

図７－１　道路付帯施設マネジメントシステム全体図

場合に，制約予算による施設の劣化・補修過程に与える影響を分析する．

戦術レベルにおいて，戦略レベルにて決定した各期予算にしたがって，管理対象となる各付帯施設群へ

の予算の配分を検討する．配分された予算の範囲内で，管理水準の目標値と点検・補修・更新政策の見直

しを行う．ここでは，おおむね５ヵ年の計画を立案する．

維持補修レベルでは，単年度に点検・補修・更新を実施する対象施設を決定し，計画にしたがって点検・

補修・更新を実施する．各期の予算の範囲内で，計画にしたがった点検・補修・更新をすべて実施できな

い場合は，当該年度の補修・更新の繰越量として記録され，次年度以降の計画に反映され，５ヵ年計画の

見直しが行われる．

アセットマネジメントにおいてライフサイクル費用評価を行うために，施設の将来の劣化特性を予測す

る必要がある．ライフサイクル費用評価の信頼性は，この劣化予測モデルの精度に大きく依存する．本シ

ステムでは，点検によって蓄積された実測データからワイブル劣化ハザードモデルを用いて，将来の劣化

過程を予測する．

以下では，FMSの核となる機能を担う劣化予測モデルの推定方法，最適点検・補修・更新政策の導出モ
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デル，劣化・補修・更新過程のシミュレーションの概要について説明する．

7.3 FMS構築のための検討

7.3.1 最適点検・補修・更新政策の導出

同一種類の多数の施設で構成されるシステムの最適点検・補修政策の導出モデルについては，6章で詳細

に述べた．本章の適用事例において対象としている照明灯具の場合，そのシステムの更新政策として，１）

定期点検時点において健全度 Iに達した施設のみを，点検時点において逐次更新する政策（逐次更新ルー

ル），２）ある一定の期間ごとに，システムを構成するすべての施設を（健全度にかかわらず）一括して

更新する政策（一斉更新ルール）という，２種類の更新政策を考えることができる．ここに，Iは，施設の

健全度が I個の離散的なレーティング指標で表現され，施設の劣化がもっとも進んだ状態を表す．一括更新

ルールの場合，ある一定の間隔ごとに，施設の健全度にかかわらずすべてを一斉に更新することから，劣

化が進展していない施設も更新することとなり，更新費用が増加する．一方，一斉更新ルールは，更新作

業のために発生する規制回数が減少するため，社会的費用の減少が期待できる．逆に，逐次更新ルールを

採用した場合には，更新費用を最小限に抑えることが可能となる一方で，更新作業を実施する毎に社会的

費用が発生する．逐次更新ルール，一斉更新ルールのいずれが望ましいかは，システムの劣化特性や補修・

更新費用，さらには施設の利用状況に関係する社会的費用等の外部費用に依存する．本システムでは，点

検や施設の補修・更新費用，規制費用の他，渋滞等による利用者の損失を含めた社会的費用を考慮したラ

イフサイクル費用の比較によって，最適な更新政策を導出する機能を搭載する．

多数の施設を定期的に一斉点検・補修を実施するようなシステムの劣化・補修過程を，集計的な非斉次

マルコフモデルとして定式化する．施設の劣化過程が時間に依存するようなワイブル劣化ハザードモデル

を用いて表現され，さらに個々の施設の補修履歴や補修の繰り返し回数が，次の補修の有無に与える影響

を考慮することから，通常のマルコフ過程モデルとは異なり，劣化・補修過程における状態変数を，個々

の施設の健全度に加えて，システム全体における補修履歴別，健全度別，点検回数別期待相対頻度を用い

て定義される．ここで，各施設の状態が生起する相対頻度は，ôòklim(tdè)で表現される．ただし，òは，点

検・補修のルールを示し，k，l，i，mはそれぞれ，点検・補修後に定義される当該施設の直近の（回復健

全度で定義される）補修履歴，その回復健全度へ補修により回復された回数，施設の健全度，直近の更新

後の点検回数（使用時間）を示している．このとき，次式が成立する．

IÄ2X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MÄ1X

m=0

ôòklim(tdè) = 1 (7.3.1)

さらに，施設の劣化・補修過程をモデル化する際に，時点 tdèの補修アクション実施後の状態 (k; l; i;m)か

ら，時点 tdè+1における補修アクション実施後の状態 (k00; l00; i00;m00)への推移状態を表す確率P k00l00i00m00

klim (ò)
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を定義することが必要となる．P k00l00i00m00

klim (ò)を，点検・補修政策òの下における時刻 tdèと時刻 t
d
è+1の間にお

ける健全度推移確率を表現している．このとき，施設の劣化過程は，次の３種類の式で表すことができる．

まず，時刻 tdè+1において補修が実施されない場合は，

ôòk00l00i00m00(tdè+1) =
i00X

i=1

pk
00l00i00m00

k00l00i(m00Ä1)(ò)ô
ò
k00l00im00(tdè)

(7.3.2)

　 (k00 = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; l00 = 0;ÅÅÅ; L; i00 = k00;ÅÅÅ;

　 I Ä 1; m00 = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)

次に，定期点検時刻 tdè+1に補修が実施される場合は，

ôòk00l00k00m00(tdè+1) =

k00X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MÄ1X

m=0

P k00l00k00m00

klim (ò)ôòklim(tdè)

(7.3.3)

最後に，施設が更新された場合，補修履歴，繰返し回数，健全度，点検回数がすべて0に更新される．こ

のとき，

ôò1010(t
d
è+1) =

IÄ2X

k=1

LX

l=0

IÄ1X

i=k

MÄ1X

m=0

P 1010klim(ò)ôòklim(tdè)

(7.3.4)

となる．

以上の劣化・補修過程を行列表記の形で整理する．点検・補修政策òの下における推移確率行列を，P (ò)

とすると，劣化・補修過程が長期間繰り返され，長期定常状態に到達したときの，補修履歴別，健全度別，

点検回数別施設シェアに関する定常確率ベクトルは，

ôò= ôòP (ò) (7.3.5)

を満足するôòとして定義される．定常確率ôòは，式 (7.3.5)から任意の式を１つ削除するとともに，定常

確率の定義式 (7.3.1)を加えた連立方程式を解くことにより求めることができる．

導出された定常確率ベクトルから，点検・補修政策òの下での，ライフサイクル費用及び健全度 Iが観測

される定常確率（故障リスク）を算出することができる．施設のリスク管理水準をUと表し，さらに故障
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リスクÖI(d;ëò)を，リスク管理水準U以下に抑えることが可能な点検・更新政策の集合ä(U)を

ä(U) =
à
(d;ëò)jÖI(d;ë

ò) î U
â

(7.3.6)

と定義する．この時，リスク管理水準Uを所与とした時に，ライフサイクル費用を最小にするような最適

点検・補修政策òÉ(U)を求める最適点検・補修モデルは

min
d;ëò

à
C(d;ëò)

â
(7.3.7a)

subject to (d;ëò) 2 ä(U) (7.3.7b)

と定式化できる．

一方，一斉更新ルールを採用する場合，一括更新を実施した時刻にすべての施設の健全度が1に更新され

るため，定常確率を用いることができない．点検間隔dとして一括更新時刻の時間間隔をMdとすると，リ

スク管理水準はM回目の点検時刻（一斉更新時刻）における故障リスク~ÖI(M;d;ëò)として定義される．こ

のとき，故障リスク~ÖI(d;ëò)を，リスク管理水準U以下に抑えることが可能な点検・更新政策の集合~ä(U)

を

~ä(U) =
n
(M;d;ëò)j~ÖI(M;d;ë

ò) î U
o

(7.3.8)

と定義しよう．この時，リスク管理水準Uを所与とした時に，ライフサイクル費用を最小にするような最

適点検・補修政策òÉ(U)と最適一括更新間隔を求める最適点検・補修モデルは

min
M;d;ëò

n
~C(M;d;ëò)

o
(7.3.9a)

subject to (M;d;ëò) 2 ~ä(U) (7.3.9b)

と定式化できる．なお，ライフサイクル費用及び故障リスクの定常確率の算出方法の詳細については，6.3

を参照してほしい．

7.3.2 劣化予測モデルの推定

施設の最適点検・補修・更新政策の導出するために，その推移確率を多段階ワイブル劣化ハザードモデ

ルを用いて表現しなければならない．この多段階ワイブル劣化ハザードモデルについては，すでに4章に

て詳しく述べている．しかし，本システムで用いる推移確率行列pを構成する推移確率pkli
0(m+1)

klim を多段階

ワイブル劣化ハザードモデルを用いて表現するためには，補修履歴k，点検回数mの施設が時刻 tdèに健全

度 i (k î i)であるという条件の下で，時刻 tdè+1に健全度 i
0が観測される条件付き確率を定義しなければな

らない．このため若干の加工が必要となる．この最適点検・補修・更新政策を導出するための推移確率の

算出方法についても，6章の6.4にて述べている．点検時刻 tdèにおいて補修履歴k，健全度 i，点検回数m
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の施設が，点検時点 tdè+1において補修履歴k，健全度 i
0，点検回数m+ 1の状態に推移する確率pkli

0(m+1)
klim

は，式 (6.4.58),(6.4.59)より，

pkli
0(m+1)

klim =
ôkii0(md; (m+ 1)d)

öki(m)
(7.3.10)

により定義できる．

式 (7.3.10)により定義される推移確率は，明示的に関数系を用いて表現することは不可能であり，数値

計算により多重積分を解いて求めることとなる．このため，点検による実測データから本モデルを用いて

多段階ワイブル劣化ハザードモデルを推定するモジュールを汎用システムとして搭載することは避けてい

る．本システムでは，4章の実証分析において東北支社管内のトンネル照明システムに関する点検データ

を用いた推定結果を採用している．さらに，劣化推移確率を補正するために，施設の期待寿命長を入力条

件として簡易的に劣化推移確率を求める機能を搭載している．この簡易機能については，7.4.4にて改めて

述べる．

新しい点検による実測データが取得された際にそのデータを用いてハザードモデルのパラメータをベイ

ズ更新する方法論を開発し，システムの機能として搭載することが望ましい．この課題については本研究

の範囲を超えており，次の研究課題として，8章に整理する．

7.3.3 劣化・補修・更新過程のシミュレーション

a)シミュレーションの手順

シミュレーションモジュールの目的は，管理対象の施設をグループ化し，グループ全体を管理するための

必要予算の推移と健全度推移をシミュレーションによって予測することである．点検補修最適化モジュー

ルにおいて，当該トンネル内の施設の，点検・補修・更新に関して，外生的に与えたリスク管理水準を達

成する時の最適な定常政策をアウトプットとして与える．この定常政策は，現場のメンテナンス業務に対

するマクロ的な指針であり，点検・更新の間隔や補修の考え方（予防的補修や事後的補修の判断など）と

いった，ミクロマネジメントにおける有用な情報を与える．一方，現在供用されている施設群は，設置年

や劣化過程，補修履歴など，様々な異なる条件を有する施設が集合しており，その状態は定常状態にある

とは限らない．将来の費用推移や健全度の推移は，現在の管理状況に大きく依存することとなる．さらに

将来の劣化過程は，ワイブル劣化ハザードモデルにより推定した劣化確率に従って推移するものと仮定し

ているが，多大な不確実性を有しており，このことも将来の需要予測に影響する．本モジュールは，この

ような不確実性下において，施設の現在の管理状態を考慮した上で将来時点における費用及び健全度推移

を，シミュレーションによって予測するものである．また，年間の制約予算による健全度推移の影響を予

測することも可能としている．これらのアウトプットは，当該施設群を将来時点に亘って管理するために

必要な費用を調達するための説明資料として用いられる．
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いま，管理対象とするシステムの施設の総数をMとする．また，それぞれの施設をm(m = 1;ÅÅÅ，M）と

表現する．ここで，時刻 tにおける施設mの健全度を状態変数!m(t)により表現する．このとき，システム

全体における健全度を，状態ベクトル

!(t) = (!1(t);ÅÅÅ; !M (t)) (7.3.11)

を用いて表現することができる．いま，時刻 tにおいて施設の健全度が，iと評価された施設の総数をëi(t)

と表す．このとき，施設数ベクトルを，

ë(t) = (ë1(t);ÅÅÅ; ëI(t)) (7.3.12)

但し

ëi(t) =
MX

m=1

éim(t) (i = 1;ÅÅÅ; I)

éim(t) =

(
1 !m(t) = iの時

0 !m(t) 6= iの時

と定義する．ここで，初期時点 t = 0を基準時刻と考え，システム全体の劣化過程をシミュレートする問題

を考える．現時刻において，将来時刻における健全度を確定的に予測することは不可能であるため，初期

時刻からn期経過した時刻 t = nにおける施設mの状態の確率分布を，

îm(n) = (î1010m (n);ÅÅÅ; î(IÄ2)L(IÄ1)(MÄ1)
m (n)) (7.3.13)

と表す．但し，îklimm (n)は，t = nにおいて施設mの補修履歴がk，補修回数 l，健全度 i，点検回数（経過

時間）mとなる確率を示す．このとき，初期時刻における施設の状態が，（k; l; i;m）であった施設mのn期

後の状態分布は，

îm(n) = ei
Ä
Pm

Ån
(7.3.14)

と表すことができる．ただし，ei = (0;ÅÅÅ; 0; 1; 0;ÅÅÅ; 0)は，第 i番目の要素のみが値１をとり，それ以外

の要素がすべて０をとる行ベクトルである．さらに，
Ä
Pm

Ån
は推移確率行列Pmのn乗を表している．ま

たPmは，施設mに対して定義される推移確率行列である．

次に，劣化した施設に対して点検・補修政策òを適用した場合を考える．初期時刻の施設の状態が，（

k; l; i;m）であった施設mのn期後の状態分布は，

îòm(n) = ei
Ä
Pò

m

Ån
(7.3.15)

と表せる．ただし，îòm(n)は施設mの状態分布であり，îòm(n) = (î1010;òm (n);ÅÅÅ;î
(IÄ2)L(IÄ1)(MÄ1);ò
m (n))

と表現できる．このとき，点検・補修政策òの下で実現するシステム全体の状態分布確率は，

îò(n) = fîò1010(n);ÅÅÅ;î
ò
(IÄ2)L(IÄ1)(MÄ1)(n)g (7.3.16)
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で表現される．マルコフ連鎖モデルを反復的に利用することにより，各期における健全度分布を求めるこ

とができる．時刻nに各健全度が観測される期待施設数ベクトルを，

Eëò(n) = (Eë
ò
1 (n);ÅÅÅ; Eë

ò
I (n)) (7.3.17)

と定義したとき，時刻 t = nに健全度 iと判定される期待施設数Eë
ò
i は，

Eë
ò
i (n) =

MX

m=1

îi;òm (n) (i = 1;ÅÅÅ; I) (7.3.18)

と定義できる．さらに，時刻 t = nの直前に発生する健全度 iである施設mの補修費の期待値は，

Eêòm(n) =
IÄ2X

k0

IÄ2X

k00=1

LX

l0=0

LX

l00=0

IÄ1X

i00=k00

IX

i0=k0

MÄ1X

m0=0

MÄ1X

m00=0

îklim;ò
m (nÄ 1)pk

0l0i0m0

klim qk
00l00i00m00

k0l0i0m0 (ò)ci
00

i0 (7.3.19)

　 (k = 1;ÅÅÅ; I Ä 2; i = k;ÅÅÅ; I Ä 1; l = 0;ÅÅÅ; L; m = 0;ÅÅÅ;M Ä 1)

であり，各施設の期待補修費を加算して各期におけるシステム全体の年間補修費の期待値を，

Eêò(n) =
MX

m=1

Eêòm(n) (7.3.20)

と表すことができる．シミュレーションを行う場合，施設の健全度，補修履歴，点検回数（使用時間）と

いった初期状態を与件として設定する．以上の手順によって，システムの劣化・補修過程をシミュレート

することができる．なお，本モジュールのシミュレーションでは，モンテカルロ法により擬似乱数を発生

させ，各橋梁部材の劣化・補修過程を表現するサンプルパスを発生させている．サンプルパスの試行回数

は任意に設定することが可能である．発生させたサンプルパス上で評価したLCCを多数のサンプルパスに

対して平均化操作を行うことにより，各年時で発生する年間補修費用及び健全度別部材数の期待値を求め

ることができる．

b)予算制約を考慮したシミュレーション

各期の費用に制約がない場合には，ライフサイクル評価によって導出された最適政策に基づいた補修・

更新が実施される．しかし，現実的には最適政策を遂行するための予算を毎年確保できるとは限らず，確

保された予算枠の中で優先的に実施すべき施設を選定して補修・更新が実施される．補修・更新の優先順

位は，施設の健全度によって決定するものとする．施設の健全度がもっとも劣化した状態である Iが観測さ

れた場合には，更新が行われる．まず，予算枠の範囲内で，１）更新が行われ，次に健全度が悪い状態を

優先的に，２）健全度 (I Ä 1)の補修，３）健全度 (I Ä 2)の補修，ÅÅÅ，最後に健全度2の補修が行われる

ものと設定している．予算の不足によって当該年度に補修が実施されなかった施設については，その結果

が記録され，次年度以降に補修が繰越されることとなる．
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社会的費用社会的費用社会的費用社会的費用 ID

時間原単位

走行原単位

走行速度

作成日

更新日 etc

規制費用規制費用規制費用規制費用 ID

規制区分

規制費用

作成日

更新日 etc

点検費用点検費用点検費用点検費用 ID

構造検査

特殊検査

作成日

更新日 etc

最適化計算最適化計算最適化計算最適化計算 ID

社会的費用社会的費用社会的費用社会的費用 ID

規制費用規制費用規制費用規制費用 ID

点検費用点検費用点検費用点検費用 ID

工種 ID

点検間隔

更新間隔

管理水準

LCC

作成日

更新日

工種工種工種工種 ID

健全度

補修区分

回復水準

補修単価

繰返制限

区間区間区間区間 ID

路線 ID

施設 ID

施設名

施設区分コード

区間延長

迂回路延長

影響交通量

大型車混入率etc

履歴履歴履歴履歴 ID

ユーザコードユーザコードユーザコードユーザコード

設備設備設備設備 ID

点検点検点検点検 ID

最適化計算最適化計算最適化計算最適化計算 ID

ハザードハザードハザードハザード ID

上下区分

車線区分

処理ステータス

次の更新年

次の点検年

作成日

更新日 etc

ハザードハザードハザードハザード ID

パラメータ

ユーザコードユーザコードユーザコードユーザコード

ユーザ名

パスワード

事業所コード

業務区分

業務名

管理ステータス

備考

点検点検点検点検 ID

設備設備設備設備 ID

経過年数

健全度

検査実施日

総合判定 etc

事業所事業所事業所事業所コードコードコードコード

支社局コード

事務所コード

事務所名

施設施設施設施設マスタマスタマスタマスタ

事業所事業所事業所事業所 ID

路線路線路線路線 ID

施設区分コード

施設区分

施設コード

路線名 /施設名

KP etc

路線路線路線路線コードコードコードコード

路線名

作成日

更新日

施設施設施設施設 ID

路線路線路線路線 ID

施設区分

設備区分

上下線区分

ルート区分

道路位置

灯具番号

設置年月日 etc

グループグループグループグループ ID

シミュレーショシミュレーショシミュレーショシミュレーショ

ンンンン結果結果結果結果

履歴履歴履歴履歴 ID（（（（最適化最適化最適化最適化

計算参照計算参照計算参照計算参照））））

グループ名

順位

劣化計算回数

作成日

更新日

シミュレーショシミュレーショシミュレーショシミュレーショ

ンンンン ID

シミュレーショ

ン期間

シミュレーショ

ン回数

予算制約の有無

年間予算

作成日

更新日

シミュレーショシミュレーショシミュレーショシミュレーショ

ンンンン結果結果結果結果 ID

グラフ種別

健全度

経過年

シミュレーショ

ン算出値

作成日

シミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーション

最適補修最適補修最適補修最適補修モデルモデルモデルモデル

履歴情報履歴情報履歴情報履歴情報

マスタマスタマスタマスタ情報情報情報情報

点検費用

規制費用

社会的費用

計算パラメータ

補修工法

交通センサス

履歴情報

ハザード率

ユーザマスタ 事業所マスタ 路線マスタ

施設マスタ 設備マスタ

点検マスタ

グルーピング
シミュレーション
パラメータ

シミュレーション結果

社会的費用社会的費用社会的費用社会的費用 ID

時間原単位

走行原単位

走行速度

作成日

更新日 etc

規制費用規制費用規制費用規制費用 ID

規制区分

規制費用

作成日

更新日 etc

点検費用点検費用点検費用点検費用 ID

構造検査

特殊検査

作成日

更新日 etc

最適化計算最適化計算最適化計算最適化計算 ID

社会的費用社会的費用社会的費用社会的費用 ID

規制費用規制費用規制費用規制費用 ID

点検費用点検費用点検費用点検費用 ID

工種 ID

点検間隔

更新間隔

管理水準

LCC

作成日

更新日

工種工種工種工種 ID

健全度

補修区分

回復水準

補修単価

繰返制限

区間区間区間区間 ID

路線 ID

施設 ID

施設名

施設区分コード

区間延長

迂回路延長

影響交通量

大型車混入率etc

履歴履歴履歴履歴 ID

ユーザコードユーザコードユーザコードユーザコード

設備設備設備設備 ID

点検点検点検点検 ID

最適化計算最適化計算最適化計算最適化計算 ID

ハザードハザードハザードハザード ID

上下区分

車線区分

処理ステータス

次の更新年

次の点検年

作成日

更新日 etc

ハザードハザードハザードハザード ID

パラメータ

ユーザコードユーザコードユーザコードユーザコード

ユーザ名

パスワード

事業所コード

業務区分

業務名

管理ステータス

備考

点検点検点検点検 ID

設備設備設備設備 ID

経過年数

健全度

検査実施日

総合判定 etc

事業所事業所事業所事業所コードコードコードコード

支社局コード

事務所コード

事務所名

施設施設施設施設マスタマスタマスタマスタ

事業所事業所事業所事業所 ID

路線路線路線路線 ID

施設区分コード

施設区分

施設コード

路線名 /施設名

KP etc

路線路線路線路線コードコードコードコード

路線名

作成日

更新日

施設施設施設施設 ID

路線路線路線路線 ID

施設区分

設備区分

上下線区分

ルート区分

道路位置

灯具番号

設置年月日 etc

グループグループグループグループ ID

シミュレーショシミュレーショシミュレーショシミュレーショ

ンンンン結果結果結果結果

履歴履歴履歴履歴 ID（（（（最適化最適化最適化最適化

計算参照計算参照計算参照計算参照））））

グループ名

順位

劣化計算回数

作成日

更新日

シミュレーショシミュレーショシミュレーショシミュレーショ

ンンンン ID

シミュレーショ

ン期間

シミュレーショ

ン回数

予算制約の有無

年間予算

作成日

更新日

シミュレーショシミュレーショシミュレーショシミュレーショ

ンンンン結果結果結果結果 ID

グラフ種別

健全度

経過年

シミュレーショ

ン算出値

作成日

シミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーション

最適補修最適補修最適補修最適補修モデルモデルモデルモデル

履歴情報履歴情報履歴情報履歴情報

マスタマスタマスタマスタ情報情報情報情報

点検費用

規制費用

社会的費用

計算パラメータ

補修工法

交通センサス

履歴情報

ハザード率

ユーザマスタ 事業所マスタ 路線マスタ

施設マスタ 設備マスタ

点検マスタ

グルーピング
シミュレーション
パラメータ

シミュレーション結果

図７－２　論理データモデル図

7.4 FMSアプリケーションの設計

7.4.1 FMSアプリケーションの概要

本章で提案した道路付帯施設アセットマネジメントシステムであるFMSに基づき，高速自動車道の道路

付帯施設管理業務を対象としたアプリケーションを設計した．今回，設計したアプリケーションは，シス

テムのGUI部分には，Visual Basic6.0を用いており，DBMSには，MSDE（SQL Server Engine）を採用

している．GUIの設計に関しては，システムユーザの操作性を考慮し，その他の既存のシステムで作成さ

れたGUIを参考に本システムへの適用を検討した．本システムの利用者の権限について確認するために，

ユーザ ID及びパスワードによる認証機能を備えている．以下に，本章で設計したアプリケーションにおけ

るシステムユーザとインタフェースである各システム内の主要なモジュールについて説明する．

7.4.2 データベースシステム

管理下にある施設に関する諸元情報や点検データ，基本となる補修工法に関する情報等を一括して管理

している．本システムで用いるデータ群の論理データモデル図を，図７－２に示す．本システム内で使用

するデータ群は，１）最適補修政策計算，２）シミュレーション，３）履歴情報，４）マスタ情報に大別

される．履歴情報として，システムユーザが行った処理結果を時系列に格納し，任意に情報を閲覧・加工
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健全度の割合を
円グラフで表示

トンネル内の照明灯具番号順に
健全度（OK～AA）をグラフ表示

健全度の割合を
円グラフで表示

トンネル内の照明灯具番号順に
健全度（OK～AA）をグラフ表示

図７－３　現況把握モジュール

を可能とする．また，本データベースを構築する際に，施設の諸元データや点検データについては，関連

する別のデータ管理システムとの属性の整合を図り，データベースからCSV形式でインポートするインタ

フェースを構築した．

7.4.3 現況把握モジュール

本モジュールでは，点検や補修が行われた結果をデータベースに反映し，現在の施設の管理状況を視覚

的に把握することを目的としている．システムユーザは，分析の対象となる施設を，管理事務所名，路線

名，施設区分等から抽出する．抽出された対象施設の現在の健全度分布状況を，グラフ表示することによ

り，視覚的に健全度状態を把握することができる．さらには，過去の時点における状態に関するデータを

履歴情報として管理することで，過去の時点における状況と比較分析することも可能としている．
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図７－４　劣化特性モジュール

7.4.4 劣化特性モジュール

分析の対象とした施設の劣化特性として，推定したワイブル劣化ハザードモデルを特定する．劣化推移

確率は，図７－４に示すように，供用初期時点からの経過時間と推移確率の関係を図示することで表現す

る．本システムでは基本となるワイブル劣化ハザードモデルの推定結果を初期値として設定している．劣

化特性の異なる施設を対象とした分析を行う場合，ワイブル劣化ハザードモデルを補正しなければならな

い．しかし前述したように，点検による実測データを用いたワイブル劣化ハザードモデルの推定には，多

くの時間を要するため，システムのモジュールとしては適切ではない．このため，本システムでは，シス

テムユーザが当該施設の期待寿命長から，ワイブル劣化ハザードモデルを補正する簡易機能を搭載してい

る．既往の研究や当該施設の性能規定等から推測される期待寿命長を外生的に与えることによって，ワイ

ブル劣化ハザード関数のパラメータ値íiを補正する．ワイブルハザード関数における故障までの期待時間

E(T )は，

E(T ) = í
Ä 1
ãi

i Ä

í
1 +

1

ãi

ì
(7.4.21)

で与えられる．パラメータを補正するために主観的に与えた期待寿命長を，ñE(T )とする．さらに事前情

報として基準となるワイブルハザード関数のパラメータを，íi，ãi，このときの期待寿命長をE(T )と表す

と，主観的に与えた期待寿命長より補正するワイブルハザード関するのパラメータñíiは，

ñíi = íi

í
E(T )
ñE(T )

ì ãi

(7.4.22)
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図７－５　点検・補修・更新最適化モジュール

により求めることができる．

7.4.5 点検・補修・更新最適化モジュール

FMSでは，最適な補修政策と点検・更新間隔を同時に求めることができる．さらには，更新ルールとし

て，一斉更新ルールと逐次更新ルールの２種類が考えられ，いずれのルールを採用した場合におけるライ

フサイクル評価を行うことが可能である．システムユーザは分析の対象となる施設を選択し，当該施設の

ワイブル劣化ハザードモデルの特定の他，インプット条件として，補修工法に関する情報（工法，補修費

用単価，補修の繰返し制限，回復水準），社会的費用を計算するための諸原単位，点検間隔（一斉更新の

場合は更新間隔）の最適化計算範囲等を入力することで，費用－リスク曲線を描画する．その費用－リス

ク曲線の結果から，所与のリスク管理基準値又はライフサイクル費用の制限を満足するような最適な点検・

補修・更新ルールを１点選択する．

7.4.6 グルーピングモジュール

点検・補修・更新最適化モジュールにより導出される政策は，管理対象の施設に対して，点検・補修を

同時に行うことができる最小の単位毎に設定される．本システムの適用事例として取り上げている，トン

ネル照明灯具システムの場合，トンネルチューブが点検・補修を同期化する最小単位として考えることが

できる．しかし，実際の管理業務においては，数多くのトンネルを同時に管理することが想定され，以下
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図７－６　シミュレーションモジュール

の点検・補修・更新過程のシミュレーションの分析を行う場合，個々のトンネル単位で予算計画や補修需

要の予測を行うことは望ましくない．グルーピングモジュールでは，予算計画や補修需要予測を検討する

際の施設群のグループ化を行うものであり，通常は事務所単位やトンネル規模等によって分類される．

7.4.7 点検・補修・更新過程シミュレーションモジュール

a)シミュレーション条件の設定

費用－リスク曲線から最適な点検・補修・更新政策を抽出した結果と，ワイブル劣化ハザードモデルを

もとに，施設の劣化・補修過程のシミュレーションを行い，各期の補修需要の予測，必要予算，予算制約

による健全度への影響を分析する．シミュレーションの条件として，シミュレーション期間（年），年間

予算の制約条件，モンテカルロ法により擬似乱数を発生させる回数などを設定する．

b)シミュレーションモジュールの出力

シミュレーションの結果は，経年的な１）健全度の推移，２）各期の費用推移，３）補修直前の健全度

推移，４）各期の補修需要数量，５）予算不足によって補修が繰越される数量について，グループ全体の

合計の期待値とトンネル別の期待値を同時に出力する．１）健全度の推移，２）各期の費用推移，３）補

修直前の健全度推移については，計算結果の一覧表とグラフ表示によって表現し，４）各期の補修需要数
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量，５）予算不足については，一覧表によって表示する．

c)予算の平準化機能

シミュレーションの結果として，定常政策に従った点検・補修・更新によって，制約条件として設定し

たすべての予算を費消できなかった場合に，次年度以降に実施されるべき補修を前倒しにより実施するこ

とによる影響を分析する機能を設けている．これは，シミュレーションによる各期の補修需要と費用の平

準化することを目的とした機能であり，通常の定常政策に加えて，点検・補修・更新の前倒し政策を管理

指標として与える．この前倒し政策には，以下の２つの前倒し政策パターンを考慮する．

i）点検・補修・更新時期の変更政策当該期が，定常政策において点検・補修・更新の該当年でない場合，

つまり点検・補修・更新が翌年度以降に計画されているトンネルを，予算の範囲内において，今期に前倒

しで実施する．点検によって観測された施設の健全度に対する補修は，定常政策で決定された補修政策を

適用する．ii）早期更新対策通常の点検・補修・更新又は i）の前倒し政策にしたがって，点検・補修・更

新を実施し，それらの費用を計上しても，制約予算を超越しない場合に適用する．通常の政策及び i)の前

倒し政策のルールにしたがって補修需要を計上する．その需要額と制約予算を比較し，予算をすべて費消

できない場合に適用する．その補修計画を変更するパターンは，１）健全度AAによる補修（落下防止対

策）から，補修をせずに更新に変更する，２）健全度Aの状態にある施設に対して，補修をせずに更新に

変更する，の２種類を考慮している．

（注）本章における適用事例では，トンネル照明灯具の健全度を，離散的な４段階のレーティングで示

しており，健全な状態からOK，B，A，AAとし，健全度AAがもっとも劣化が進んだ状態を示している．

7.5 適用事例

本章で提案した，道路付帯施設マネジメントシステムを，高速自動車道路における施設管理問題として，

トンネル照明灯具を対象としたマネジメント業務へ適用した．実証分析で対象とするトンネル照明灯具は，

その材質として鋼板とステンレス鋼板（SUS）の２種類が存在する．SUSを利用した照明灯具は，導入さ

れてから日も浅く，十分な点検データが蓄積されていないことから，本実証分析では，鋼板を対象とした

分析を行う．なお，SUSのように十分な点検データが蓄積されていないケースにおいても，式 (7.4.21)に

より，期待健全度寿命長をインプットすることで，劣化予測モデルを特定し，分析を行うことも可能であ

ることを断っておく．照明灯具の健全度は，表７－１に示すように，OK，B，A，AAの4段階のレーティ

ングによって評価されている．本章の適用事例で用いる健全度との対応関係を，表７－１のように設定す

る．また，多段階ワイブル劣化ハザードモデルの推定結果を，表７－２に示している．本実証実験では，ワ

イブル劣化ハザードモデルのパラメータを平均化操作した値E(íi)を用いることとする．また，適用した

補修工法と費用パラメータを，表７－３に示している．
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表７－１　劣化ランク評価基準
点検結果 健全度 物理的な意味

OK 1 損傷なし

B 2 損傷はあるが，機能低下が見られない

ので損傷の進行状態を観察する

A 3 損傷があり機能低下が見られ補修が必

要であるが緊急補修を要しない場合

AA 4 損傷が著しく機能的に緊急補修の必要

のある場合

5 更新が必要な場合

表７－２　ハザードモデルの推定結果
健全度 ãi åi0 åi1 E[íi]
1 2.039 0.548 -0.323 0.367

（t値） (477.54) (6.14) (-3.49) -
2 1.623 0.0812 - 0.0812

（t値） (469.92) (32.90) - -
3 5.709 0.000011 - 0.000011

（t値） (1486.69) (15.10) - -
初期尤度 -811,804.79　　　　　　　
尤度 -7,041.67　　　　　　　
尤度比 0.991　　　　　　　

表７－３　補修工法と費用パラメータ
健全度 種類 単位 回復 繰返

（工法） 費用 水準 制限

Ｂ 錆除去・防錆剤 2,100円 ＯＫ 1
Ａ 錆除去・防錆剤 4,200円 Ｂ 1
ＡＡ 落下防止対策 5,700円 Ａ 1
ＡＡ 更新 158,000円 ＯＫ －

e - 113,000（円/km）
h ～500m 64,000（円）

501～1,000m 103,000（円）
1,001～2,000m 111,000（円）
2,001～3,000m 114,000（円）
3,001～4,000m 127,000（円）
4,001m～ 133,000（円）

以上の条件をインプットとして，対象トンネル内の照明灯具システムの費用－リスク分析を行った．そ

の結果，管理基準値（補修直前のAA率）を0.12以下に保つ政策集合のうち，ライフサイクル費用を最小

にする政策を１点抽出することができた．このときの政策は，１）更新政策は，逐次更新ルールで，２）点

検間隔は１年，３）補修政策として，すべての段階で予防的に補修を実施するものと設定された．

さらに，対象トンネル内の照明灯具システムの劣化・補修シミュレーションを実施した．今回のシミュ

レーション実験で適用した，トンネル数は，１チューブを対象とし，トンネル内の照明灯具数を500個とし

ている．シミュレーション期間を100年，シミュレーション回数を500回とした結果を以下に示す．シミュ

レーション回数は任意に設定できるが，試行の結果，シミュレーション回数を500回程度で安定した結果

が得られている．まず，毎期の制約予算として，7,000千円ずつ計上させるものとして仮定したシミュレー

ション結果，経年的健全度分布を図７－７に示した．この結果から，もっとも損傷が進んだ健全度AAの

状態は長期にわたり出現することはなく，長期にわたり当該トンネルの照明灯具が健全に維持される結果
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図７－７　経年的健全度分布（制約予算 7,000千円/年）
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図７－８　経年的健全度分布（制約予算 5,500千円/年）

となっている．一方，毎期の制約予算を，5,500千円と仮定してシミュレーションを行った結果として，そ

の経年的健全度分布を図７－８に示している．この結果から，健全度AAの状態が，分析初期時点から顕

著に現れるようになり，この予算水準では長期的に照明灯具を維持することは難しいことを示唆している．

これは，予算の不足によって，予防的補修が実施されずに補修の積み残しが経年的に発生し，管理施設全

体の健全度に影響を及ぼしていることを示している．

今回の実証分析での結果は，トンネル照明灯具システムの管理業務のうち，ある一部分に焦点を絞った

結果を示しているが，実際には管理対象となる多くのトンネル内の，様々な異なる条件を考慮したシミュ

レーション実験を行うことが必要となる．この場合，予算制約や最適政策等を変更しシミュレーション実

験を繰返し実行することで，政策変更の影響を分析することが可能なシステムとなっている．さらには，
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7.4.7において説明した予算の前倒し政策の適用の検討や予算制約による繰越量の見積等，予算や補修計画

の立案業務に有用な情報を与えることが可能なシステムとなっている．

7.6 結言

本章では，統計的劣化予測モデルを用いて，多くの施設を同時に関する際の，ライフサイクル費用とリ

スク管理水準の関係を分析し，長期的な予算計画と補修計画を立案するような，アセットマネジメントシ

ステムを提案した．さらに，道路付帯施設のトンネル照明灯具の管理業務を対象として，FMSアプリケー

ションを開発し，その有用性を実証的に分析した．実証分析の結果，本アプリケーションが現場の実務に

おいて道路付帯施設のマネジメントから上位の予算計画に至るまでに非常な有用なツールとしてなる得る

ことが明示された．今後は，さらなる業務への適用範囲を拡大することにより，より実用的なアプリケー

ションを目指したシステム改良が必要である．
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第8章

結論

インフラ資産のアセットマネジメントシステムに関する多くの研究が蓄積されてきており，さらには現

場の管理業務において実用化が進んでいる．しかしこれまで，アセットマネジメントの実用化に向けての歩

みは順調であるとは言い難い．アセットマネジメントシステムを構築するためには，膨大な道路施設のス

トックに関するデータ，過去の劣化や補修に関する履歴データの整備が不十分であることが，実用化への弊

害の大きな要因と考えられてきた．アセットマネジメントシステムの運用のためには，施設の過去の補修

履歴や点検に関する情報は最も根幹となるものである．これまで，アセットマネジメントに必要なデータ

の仕様，それらのデータを取得し管理する業務の合理化についての議論はあまりされてこなかった．昨今

の IT技術の進展に伴い，建設事業の高度情報化の視点においては，CALS/EC（Continuous Acquisition

and Life-Cycle Support / Electronic Commerce）の活用，GIS（Geographic Information System）によ

る情報連携システムという高度な研究とともに実用化に向けた取り組みが実施されている．しかし，建設

事業の高度情報化はそれ自体が目的ではなく，計測したデータとそれらを分析することで得られる情報を，

マネジメントシステムとして運用されなければ効果を発揮しない．そのためには，日常的な業務で管理さ

れるデータを分析するためのツール化と道路管理の業務改革と併せたモデル化が必要であろう．アセット

マネジメントシステムは，インフラ管理業務の業務改善のためのサブシステムと位置づけられよう．本論

文では，アセットマネジメントシステムの重要なインプット情報である施設の劣化予測モデルを，確率的

劣化予測手法によりモデル化した．その際，様々な道路施設に適応するためのモデルの拡張を考えた．さ

らに，確率的劣化予測モデルを用いた，最適補修戦略を決定する手法論を提案した．施設の劣化予測モデ

ルを確率として表現することにより，劣化リスクを定量的に評価することを可能とした．さらに，実用的

なマネジメントシステムアプリケーションを開発し，その有用性を実証的に分析した．本論文における結

論と今後に残された課題を以下に整理する．

2章では，劣化状態が故障の有無という２値で表されるような土木施設を対象として，劣化ハザードモ

デルにより施設の劣化予測を行う方法を提案した．そのとき，モニタリングによる獲得できる劣化状態の

情報が異なることを指摘し，それぞれ異なるスキームによって取得可能な情報を対象とした劣化ハザード

モデルを推計する方法を提案した．さらに，予防補修の実施により劣化状態に関するモニタリング情報が

169
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不完全になる問題についても考察した．また，提案した劣化予測モデルをトンネル照明という道路付帯施

設の劣化予測問題に適用しモデルの有用性を検証した．本モデルは，トンネル照明の他に，多くの土木施

設の劣化予測モデルに適用可能である．例えば，道路舗装のひび割れ発生をハザードの事象と捉えた場合

の，ひび割れ発生確率をハザードモデルで定式化することも可能であろう．

3章では，2章の問題で取り上げたハザードモデルを多段階の健全度で表現される土木施設に適用するた

めにモデルを拡張した．橋梁部材の統計的劣化予測のためのマルコフ推移確率を推計する方法論を提案し

た．その際，橋梁部材の健全度を複数の健全度で表すとともに，健全度間の推移確率を指数ハザードモデ

ルを用いて表現した．さらに，定期検査データに基づいて指数ハザードモデルを最尤推定する方法論を提

案した．ここで提案した指数ハザードモデルにより，マルコフ推移確率を任意の時間間隔に対して時間整

合的に推計することが可能となる．さらに，鋼橋を対象とした適用事例を通じて，マルコフ推移確率の推

計方法の有用性を実証的に検証した．この方法論は，今後の実証的な適用研究を蓄積することにより，幅

広い土木施設の劣化予測に適用可能である．

4章では，多段階ワイブル劣化ハザードモデルを提案した．これは，3章において考慮しなかった劣化リ

スクの時間依存性について，供用の初期時刻より任意の時間が経過した後の劣化状態確率を推計すること

を可能としたモデルである．土木施設の健全度を複数のレーティング指標で表すとともに，健全度間の推

移確率をワイブルハザードモデルを用いて表現した．さらに，目視点検データに基づいてワイブルハザー

ドモデルを最尤推定する方法論を提案した．提案した方法論により，構造特性や使用環境，使用時間が異

なる異質な検査データを用いて，それぞれの土木施設の劣化過程の特性を非集計的に推計することが可能

となる．また，開発した方法論を用いて，高速道路上に設置されている照明灯具を対象とした適用事例を

通じて，多段階ワイブル劣化ハザードモデルの有用性を実証的に検証した．この方法論は，今後の実証的

な適用研究を蓄積することにより，幅広い土木施設の劣化予測に適用可能である．

ここまでの議論は，土木施設の確率的劣化手法による予測のためのハザードモデルを推定する方法論を

提案するしたである．このハザードモデルは，前述したように土木施設の特性，点検スキームの違いに応

じたモデルを適用する必要がある．5章以降では，この確率的劣化予測手法を用いた最適補修戦略を導出

する方法論についての研究を行った．

5章では，多数の同種の施設で構成される土木施設システムの点検・更新プロセスを集計的マルコフ過

程モデルで表現し，最適点検・更新政策を決定する手法論を提案した．具体的には，トンネル照明システ

ムを取り上げ，照明ランプの点検・更新間隔と最大使用時間長という２つの管理変数が，ライフサイクル

費用及び不点リスクに及ぼす影響を分析するための最適点検・更新モデルを定式化した．ここで提案した

費用－リスク曲線は，ライフサイクル費用とリスクの関係を定量的に示しことができ，そのことにより施

設管理者が費用－リスク曲線を用いて管理基準値を最適な点検・更新政策を決定する重要な情報を与える

ことができた．
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6章では5章で提案した最適点検・更新政策を拡張し，施設の健全度が複数のレーティングで評価される

ような施設を対象とした最適補修政策を導出する手法論を提案した．さらに劣化過程が使用時間に依存し

て変化するような施設を対象として，その劣化過程を4章で推定した多段階ワイブル劣化ハザードモデル

により記述し，システム全体の劣化・補修過程を集計的マルコフ過程モデルで表現する方法論を提案した．

ライフサイクル費用とリスク管理水準の関係を定量的に示すことで，施設の故障リスクを管理水準として

与えた場合に，ライフサイクル費用を最小にするような，システムの最適点検・補修・更新政策を同時に

求めるような最適点検・補修・更新モデルを定式化した．本手法を用いることで，実証分析で取り上げた

トンネル照明灯具の他に，様々な土木施設への適用範囲が広がり，アセットマネジメントにおける戦略レ

ベルでの定量的な管理指標の導出を可能とした．

最後に，7章において，2章から6章までの研究成果を，インフラの管理者の実務を支援するためのア

セットマネジメントシステムを検討し，そのアプリケーションを開発した．さらにトンネル照明灯具を適

用事例として，その有用性を実証的に分析した．

本研究で開発した確率的劣化予測手法と最適補修モデル，さらにはアセットマネジメントシステムの有

用性をさらに高めるために，いくつかの課題が残されている．まず，確率的劣化予測手法に関して，第１

に，今後，定期的な点検を重ねることにより実測データの蓄積が期待される．現実には，点検による実測

データが不足しており，十分な劣化予測モデルの推定精度を確保できない場合も少なくない．新たに取得

した実測データをもとに，劣化予測モデルを更新し，マネジメントシステムの信頼性を向上させていかね

ばならない．この劣化予測モデルの更新を行う手法として，ベイズ理論を用いたベイズ更新を行う方法論

の開発が期待される．このベイズ統計学は，対象とする事象が生起する確率を推定するにあたり，分析者が

事前に保有している情報，知識，経験等を活用し，主観的に確率を決定する考え方に基づいている．ベイ

ズ更新は，事前情報をもとに，新たな点検データをモデルに反映させることで，事前情報を随時更新する

プロセスである．土木施設は，技術革新とともに新たな新製品の開発により将来の劣化過程に関する点検

データが存在しない施設に対するマネジメントを考えるケースも少なくない．この場合においても，将来

の劣化確率を期待寿命長等の情報から主観的に与え，マネジメントサイクルを重ねることにより点検デー

タを蓄積し，主観的に与えた劣化確率を更新していくことが可能となる．このベイズ理論を用いた劣化予

測モデルは土木施設のアセットマネジメントにおいて，確率的劣化予測モデルの信頼性をさらに向上させ

る手段として大きく期待できる．第２に，点検によって観測された実測データには不確実な点検誤差を含

んでいる．目視検査による点検データは，検査の主観的な判断に頼るところも多く，検査された健全度に

判定誤差が含まれることは避けられない．また，舗装のように自動測定車によりシステム的な点検を実施

する場合においても，同様の測定誤差は考えられる．例えば，舗装のわだち量の測定においては，舗装の

点検区間をある一定の間隔に設定してその間の代表値（通常は最大値）をわだち量として測定する．しか

し，同一箇所を測定する場合に過去の点検との測定位置が一致せずに，経年的にわだち量が補修の影響が
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なくとも減少するサンプルが得られる可能性がある．このような測定誤差に関しては，誤算観測の規則性

を発見し劣化モデルへ反映するような手法論を開発する必要がある．第３に，本研究で用いた推定方法で

は，すべての検査サンプルに対して同一の構造を有するハザードモデルを適用している．しかし．ハザー

ド関数にはサンプル固有の誤差が含まれる可能性がある．この種のサンプル誤差に関しては，例えば混合

ハザードモデル（Mixture Hazard Model）の適用を検討することが必要である．第４に，本研究で取り上

げたハザードモデルは，土木施設の健全度が離散的に有限個のレーティングで表現されるものに限ってい

る．しかし，現在においても舗装の損傷度等は，自動測定車による計測が行われており，その値は連続値

として評価されている．さらには，各種センサーを用いたモニタリング技術や定量的診断に関する研究が

進んでおり，今後もさらに定量的な数値による連続変数での健全度評価が普及する可能性がある．本章で

提案したモデルを適用するためには，連続値をいったん，離散的なレーティングに置き換える作業を必要

とする．連続変数による健全度評価の結果から劣化予測を推定するモデルの開発が必要である．

次に，確率的劣化予測手法を用いた最適補修モデルに関してもいくつかの課題が明らかになっている．第

１に，土木施設は数多くの要素によって構成されるような複雑な構造体を有しているものが多い．例えば

橋梁は，複数の部材からなる複合施設であり，道路付帯施設の消化施設等も複数の部品，構造系と機能系

にそれぞれが分類されている．このような土木施設を取り扱う場合，個々の施設間や要素間の劣化・補修

の関係を無視できないケースも少なくない．このように，複数の要素の補修のタイミングを互いに調整す

るようなミクロ補修同期化政策を求める手法論の開発が必要である．第２に，本研究で提案した最適補修

戦略を求める手法は，ライフサイクル費用とリスク管理基準との関係を定量的に評価し，所与のリスク管

理基準を達成するときにライフサイクル費用を最小にする戦略を求める問題である．ここで定義している

リスク管理基準は，管理対象の施設全体に対する劣化確率を示しているものである．これらは補修政策に

対してその結果を「アウトプット」として規定しているものである．管理者は最適なリスク管理水準を決

定するためには，アウトプットとしての劣化確率が，利用者に対する影響・成果を「アウトカム」として

表現しなければならない．利用者に対する説明責任を果たすためには，アウトプットとアウトカムの関係

を明らかにするようなロジックモデルの開発が必要である．第３に，7章で提案したFMSアプリケーショ

ンにおけるシミュレーションモジュールに関して，ここで提案したモデルは，最適な補修政策を遂行する

ことを前提として，予算制約がある場合には，その制約によって最適政策に従った補修が実施できないこ

とによる影響を分析することを目的としている．このツールは，予算確保のための説明資料として有用で

ある．一方で，予算の制約条件が確定した後にシミュレーションによって補修計画を見直す場合には，先

に求めた最適補修政策が，予算制約下においても最適政策であることは保証できない．この場合は，制約

予算を条件として，その制約の中で最適な補修政策を導出するための手法論が必要となる．さらには，各

期の予算の複数インフラへの最適な配分ルールについても研究の余地が残されている．

最後に，インフラ資産のアセットマネジメントは，その研究や実務での適用が普及しているものの，その
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効果が明らかになるまでには若干の時間を要するであろう．本研究で提案したマネジメントシステムの有

用性を高め実務での適用を図るとともに，継続的なマネジメントサイクルを可能とし，維持補修の結果を

モニタリングする評価機能を備えたシステム化を開発することが望ましい．本研究で提案した手法論及び

今後の継続的な研究成果が，わが国におけるインフラの維持管理業務にて有効活用されることを期待する．
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